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～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午前10時00分 開議 

○議長（佐藤高清君） おはようございます。 

 大原議員が少し遅刻するという報告がありましたので、皆様に報告しておきます。 

 開議に先立ちまして、報告いたします。 

 本日、３月11日は東日本大震災の発生から４年を迎えます。地震発生時刻である午後２時

46分に合わせ、１分間の黙祷をささげたいと思いますので、よろしくお願いをいたします。 

 続いて、西尾張ＣＡＴＶより、本日及び明日の撮影と放映を許可されたい旨の申し出があ

りました。よって、弥富市議会傍聴規則第９条の規定により、これを許可することにいたし

ましたので、御了承をお願いいたします。 

 質問、答弁される皆さんは、努めて簡潔・明瞭にされるようお願いをいたします。 

 ただいまより継続議会の会議を開きます。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（佐藤高清君） 日程第１、会議録署名議員の指名をします。 

 会議規則第88条の規定により、川瀬知之議員と鈴木みどり議員を指名します。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

 日程第２ 一般質問 

○議長（佐藤高清君） 日程第２、一般質問を行います。 

 順次、発言を許します。 

 まず平野広行議員、お願いします。 

○７番（平野広行君） おはようございます。７番 平野広行でございます。 

 東日本大震災から、きょうで４年目を迎えます。亡くなられた方は１万5,891名、いまだ

2,540名の方が不明であります。亡くなられた方には、心より御冥福をお祈り申し上げます。 

 さて、私は今回の一般質問で12回目となりますが、トップでの質問は今回で２回目となり

ましたが、トップでの質問のときは、なぜか雪と御縁があるようでございます。２年前の12

月議会のときでしたが、そのときも季節外れの大雪でしたので、よく覚えております。きょ

うは、この雪のように真っ白な気持ちで質問をいたしますので、よろしくお願いいたします。 

 まずは服部市長、先回の選挙におきまして、当選おめでとうございます。今後４年間、弥

富市のかじ取りをよろしくお願い申し上げます。 

 それでは、通告に従いまして質問させていただきます。 

 １月25日に告示された弥富市長選挙において、２期連続無投票という形で服部市政３期目

がスタートいたしました。市長就任以来、弥富中学校の鎌島地区への新築移転、日の出小学
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校の建設を初めとする学校施設の充実、さらにはこの５月に完成します白鳥保育所を初めと

する保育所関連の施設等、教育関係の施設については充実したものとなりました。また、

「子育てするなら弥富へ」のキャッチフレーズのもと、中学生までの医療費の無料化、保育

料の据え置き等、子育て支援の充実が図られてきました。さらに、本市において一番重要な

施策であります災害に強いまちづくりにおいて、公共施設を利用した津波、高潮からの一時

避難所の設置も順調に進んでおります。これも、豊かな市税収に裏づけされたものであるこ

とは言うまでもありません。 

 このように、８年間順調に市政運営がなされ、市民の皆様より信頼された結果、２期連続

無投票となり、３期目となる弥富市政を任されました。選挙があれば、選挙運動期間を通じ

て、今後の市政に関するさまざまな施策を市民の皆様にしっかりと訴えることができたわけ

でありますが、それもかないませんでした。 

 そこで、市長が選挙期間中に市民の皆様に訴えようとした弥富のまちづくり、市民の皆様

へのお約束として掲げた３つのテーマ、１つ、もっと災害に強いまちづくり、２つ、豊かで

活力に満ちたまちづくり、３つ、人に優しい健やかなまちづくり、以上３つの大きな考え方

に基づき、３月議会初日に施政方針演説がなされましたが、この施政方針演説の中から新年

度の重要な施策について数点、具体的に問題を取り上げ、質問をさせていただきます。 

 それでは、質問に入ります。 

 最初に、市長が特に力を入れている災害に強いまちづくりについて伺います。この件に関

しましては、昨年９月議会におきましても同様の質問をいたしましたが、服部市政３期目の

スタートに当たり、再度質問し、その方向性を確認したいと思います。 

 市長は、今までいろいろな場所での挨拶の中で、弥富市は、南は伊勢湾、東は日光川、西

は木曽川と、三方を海と川に囲まれたゼロメートル地帯であると言われてきました。しかし、

昨年５月31日、愛知県防災部会が南海トラフ巨大地震が発生した場合の被害想定を発表しま

した。それによりますと、液状化により堤防が沈み込むように壊れ、堤防としての能力を

75％喪失し、津波が来る前に浸水が始まると予想されております。そうしますと、津島、愛

西といった北部からの浸水も想定され、四方からの浸水を考えなくてはならなくなりました。 

 先月、弥富市議会で、東日本大震災のとき液状化が激しかった千葉県の浦安市を視察研修

しました。浦安市は本市と非常に似通っており、海と川に囲まれ、昭和40年ごろからディズ

ニーランドを初めとするレジャーランド、住宅地、工業団地等の造成を目的に埋め立てられ

た土地でありました。この埋立部分が市の約４分の３を占めております。埋立地ですから周

囲は堤防で囲まれているわけですが、本市と基本的に違うのは、埋立地が海抜2.5メートル

から4.5メートルであり、本市のように海抜マイナスゼロメートルの土地ではありません。

地震時には、液状化によって堤防が壊れましたが、内陸部への浸水はありませんでした。こ
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こが本市と違うところであります。本市において浦安市と似ているところは、鍋田埠頭を中

心とする海抜５メートルの湾岸地域だけでありまして、その他はほとんどの地域が海抜マイ

ナスの地帯でありますので、河川堤が液状化により破堤すれば、内陸部へ浸水するわけであ

ります。 

 今回の県からの報告によりますと、弥富市の被害としては死亡者数1,200名と想定されて

おります。これは、55年前の伊勢湾台風のときの死亡者数358名と比較しますと約３倍とな

り、びっくりするような数字でありますが、当時と人口数が違いますから単純に比較はでき

ません。当時、弥富町の人口は約１万6,000人であり、十四山村を除き、弥富町だけで亡く

なられた方は322名でありまして、現在の人口に換算しますと、死亡者数は約900名となりま

す。今回、南海トラフ巨大地震が発生した場合、愛知県が想定する死亡者数は1,200名です

から、伊勢湾台風をしのぐ大災害となるわけであります。死亡者数ゼロを目指す減災対策と

して、市長はどのような考えをお持ちであるか、伺います。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） おはようございます。 

 平野議員の御質問にお答えする前に、議長並びに議員からもお話がありましたように、本

日３月11日は、未曽有の国難とも言うべき東日本大震災から４年が経過いたします。改めて、

私からも、お亡くなりになった２万人近くの方々、そしてまた、いまだ不自由な避難生活を

してみえます二十数万人のお方に心から御冥福と同時に、お見舞いを申し上げるところでご

ざいます。 

 皆さんも御承知のように、まだまだ復旧、復興が思うように進んでいないということが、

最近の報道からも理解をすることができるわけでございます。また、私ども弥富市の職員も、

宮城県の七里ケ浜町に、いわゆる復興支援という形の中で行政支援に出かけておるわけでご

ざいますが、帰ってくるたびにお話を聞くわけでございますが、大変厳しい復興状態である

ということを、毎回報告を受けております。 

 また、御承知のとおり、東京電力福島第一原発の事故については、語らないほどの悲惨な

状況であります。そういうようなところが、事故の処理ということについても全くおくれて

おるわけでございます。今、改めて私は、各地で計画をされております原発の再稼働はやは

りやめるべきだということを、心を強くしておるところでございます。また、原発計画その

ものにつきましても、順次計画的に廃止される方向が望ましいだろうというふうに思ってお

ることは、過去の議会の中でも御答弁をさせていただいておるわけでございます。 

 政府は、ベースロードという形の中での電源として必要だ、あるいは原発に対するコスト

の問題からして、この原子力発電所のエネルギーが必要だというふうにおっしゃっておりま

すけれども、私は、地震国日本という状況の中で、余りにもリスクが高いのではないかとい
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うことがあるわけでございます。国民の声を聞いていただいて、その方向をしっかりとまた

定めていただかなきゃならないのではないかというふうに思っております。 

 今回の東日本大震災と、過去に私たちが経験したさまざまな自然災害、例えば昭和34年の

伊勢湾台風、あるいは新潟沖地震、あるいは20年前の阪神・淡路大震災、この東日本と決定

的に違うのは、私は原子力発電所の事故だというふうに思っておるわけでございます。原子

力発電の問題につきましては、また別の機会にということでございますが、先ほど平野議員

から、死亡者ゼロを目指す減災対策という形の中での御答弁にさせていただきます。 

 弥富市北部、中部、南部というような状況で、大きくは３つのブロックがあるわけでござ

いますが、特に南部の方におきましては、やはりこの災害に対する危機感というのはひとし

おではないだろうかというふうに思っておるところでございます。そういう状況から、防

災・減災対策を、私は３・11以来、市民の皆様、そして議会議員の皆様の御協力をいただい

て、ハード面、あるいはソフト面の両面から、しっかりと考えてきたつもりでございます。

まず東日本大震災から、国を挙げて防災・減災には取り組んでいただいておりますけれども、

弥富市の状況について、いま一度確認をさせていただきたいというふうに思っております。 

 三方を水に囲まれた我がまちであります。今現在では、木曽川の左岸堤、そして日光川の

右岸堤の防災道路等々におきまして液状化対策を進めさせていただいております。また、日

光川の水閘門の建設につきましては、平成29年を完成予定として、着々と工事が進んでおる

ところでございます。もし、万が一災害があった場合における排水機の能力というのは、や

はりそれに自然勾配としてないわけでございますので、排水することができませんので、排

水機に頼らざるを得ないというような状況の中で、日光川の水閘門の早期の竣工が望まれる

わけでございます。 

 また、鍋田におきましても、鍋田高潮堤の防波堤におきましては、かさ上げ工事がほぼ完

了させていただきました。 

 私も、大村知事を会長とする河川海岸堤防等の津波・高潮対策の促進協議会の副会長をさ

せていただいております。さまざまなハード面につきましても、これから県・国のほうに要

望してまいりたいというふうに思っております。 

 また、平成27年度におきましては、愛知県の土地改良事業費が単独土地改良事業費、いわ

ゆる単県と言われる予算が24億と、180％強の増であります。そういうことが議案として提

案されております。そのうちの防災対策として、単県の防災対策として10億が計上されまし

た。さまざまな形で我々のハード面における防災・減災工事ということについて先を急いで

いかなきゃならないということに対しては、この単県事業に対して、私どもとしては手を挙

げていきたいというふうに思っております。さまざまな湛水防除事業、あるいは地盤沈下対

策事業等々がそれに当たってくるわけでございます。そうした形の中で、さまざまな防災事
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業について手を挙げていきたいというふうに思っておりますので、御理解をいただきたいと

思います。 

 次に、一時避難場所のさらなる確保という形の中で、減災を防いでいきたいというふうに

思っております。３・11以来、民間の御協力もいただきまして、市内では四十数カ所の一時

避難場所を設置させていただきました。現在も進行中であります新白鳥保育所、あるいは白

鳥小学校、さらにこれから計画をする弥生小学校、十四山保育所の屋上におきまして、一時

的な避難の場所を建設していきたいというふうに思っております。 

 訓練は生きるという状況の中で、各地で自主防災組織を立ち上げていただいておりますが、

現在では７割を超えてまいりました。多くの自治会に対して感謝するわけでございますが、

さらにこの自主防災組織を通じて避難訓練をしていただきたいと思っております。南部のほ

うにおきましても、平野議員の御努力によりまして、いわゆるトレセンの馬事会館を一時的

な避難場所として、昨年の３月、県と契約させていただくことができました。そして、愛知

県知事は、平成27年の予算に対して、この馬事会館の内装をきれいにしましょうという形で、

御理解をいただく予算を組んでいただいております。大変うれしく思っておるところでござ

います。 

 そういうような状況の中で、我々が一時的に避難する場所というものをしっかりと見定め

ていただくために、私どもといたしましては、この３月を目途に、または４月になるかもし

れませんけれども、全戸配付として弥富市の防災ガイドブックを再度配付したいと思ってお

ります。自分たちの地域にどのような避難場所があるのか、どういう方法で避難をしなきゃ

ならないのか、また日ごろの注意事項はどういうことなんだということをもう一度、この

３・11から４年という状況においても確認をしていただきたいと思っております。 

 そして、防災・減災のきわみは、何といっても新庁舎の早期建設であります。災害時の司

令塔の役割をしっかりと果たしていかなきゃならないということでございます。大変残念な

がら、現在は係争中でございますが、早期にこの庁舎問題が取り組めるよう強く要望すると

ころでございます。 

 最後に、防災・減災に対しては、今までも言われておりますように、自助、共助、そして

公助の連携と協働が必要であります。これからも、私どもとしてやっていかなきゃならない

ことにつきましては、しっかりとやってまいります。また、地域におきましても、自主防災

組織等を通じて連携の輪を広げていただきたい。そして、災害に強いまちづくりを、市民の

皆さんとともに、あるいは議会の皆さんとともに頑張っていきたいと思っておりますので、

よろしくお願いを申し上げます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） 市長からしっかりとした御答弁いただきまして、どうもありがとうご



－３４－ 

ざいます。 

 液状化対策を初めとする堤防強化、これは弥富市民の生命・財産を守ることは言うまでも

ありませんが、弥富市の健全な財政を維持するためにも、企業を災害から守ることが大事で

あります。 

 それでは、弥富市の市税収入はどうかということで、市民税と固定資産税の推移を見てみ

ます。 

 まず現年課税の調定額で個人市民税を見てみますと、平成20年度における26億3,764万円

が最高で、平成25年度は24億4,539万円と、約２億円ほど落ち込んでおります。法人市民税

におきましては、平成19年度における６億4,682万円が最高で、平成25年度は３億9,928万円

と、約２億4,000万円ほど落ち込んでおります。 

 次に、固定資産税を見てみますと、平成18年度約33億6,000万円であったものが、平成25

年度には42億6,700万円と、約９億円ほどふえております。いかにこの固定資産税の伸びが

弥富市税収の向上に寄与しているかがわかります。 

 そして、この固定資産税の負担割合を学区別で見ますと、平成18年度においては弥生学区

27.7％、桜学区14％、栄南学区25.5％であったものが、平成25年度においては弥生学区

22.2％、桜学区13.6％、栄南学区35.8％となっており、栄南学区は約10％伸びておりますが、

ほかの地区は全ての地区で下がっておるということでございます。償却資産を含めますと、

さらに栄南学区が伸びることは推察できます。 

 このように、本市の税収の向上に西部臨海工業地帯の企業が大きく貢献していることがわ

かります。本市の税収の向上には、平島地区への住宅建築、若年層の移住も寄与しておりま

すが、今税収額の推移を示しましたように、圧倒的に栄南学区を含む西部臨海工業地帯への

企業誘致によるものであることがわかります。今後、さらに企業誘致を進める上でも、安全

な弥富市をＰＲするためにも、河川海岸堤防の強化が重要であります。幸いにも、服部市長

は愛知県河川海岸堤防等地震・津波対策事業推進協議会の副会長でありますので、会長の大

村知事とスクラムを組んで、しっかりと弥富市の河川海岸堤防の強化に取り組んでいただく

ことをお願いし、次の質問に入ります。 

 次に、基本方針に基づいて取り組む新年度の重要な施策のうち、ともにつくる自立したま

ちづくりについて伺います。 

 この中で、「自治会やコミュニティ推進協議会の市民活動の支援に努めてまいります」と

述べられておりますが、弥富市は大きく分けて３つの地域に分けられます。住宅地であり、

市役所、病院、大型ショッピングセンター、近鉄、名鉄、ＪＲといった鉄道の駅に囲まれ、

生活するには便利な条件がそろい、弥富市民の約73％の方が生活している北部地域、市の中

心部から少し離れ、農業を中心とし、市民の約20％の方が生活している中部地域、市の中心
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部から遠方にあり、市民の約７％しか生活していませんが、西部臨海工業地帯を中心に、市

の固定資産税の約３分の１を捻出する南部地域であります。 

 北部地域のように便利な地域で生活する市民と、遠隔地に住み、不便な生活を送る市民、

いずれも同じ弥富市民であり、また人口格差のある中で、ソフト面におけるコミュニティ活

動についても同じレベルで行っているわけであります。当然、そこにはひずみが出てくるわ

けでありまして、コミュニティ単位の人口を見ますと、弥生学区が１万1,071人、桜・日の

出学区が１万6,026人、白鳥学区5,665人、十四山学区5,621人、大藤学区3,183人、栄南学区

2,980人となっており、非常に大きなばらつきが出ております。このように、地域間で人口

格差が出ているわけで、このばらつきをなくし、均等化するには、１コミュニティ単位の人

口を6,000人ぐらいを目途とし、弥生学区を２分割、桜・日の出学区を３分割し、大藤、栄

南を合併し、８コミュニティにしてはどうかと思いました。 

 私の地元の栄南学区においては、最近閑散とした体育祭、盆踊りが行われているわけで、

これを是正するために、大藤、栄南が合同でこの２大イベントを行えば、人口は6,163人で

白鳥、十四山に匹敵し、活気のある体育祭、盆踊りが行われると思い、合同開催を提案し、

住民アンケート調査を行ったわけですが、結果は反対意見のほうが、僅差ではありましたが、

賛成を上回り、合同開催を行う結論には至りませんでした。やはり地域性が重要視され、単

なる数合わせだけではだめだなと感じました。そうであれば、現状のままで活気のある体育

祭、盆踊りを行うには、各コミュニティを画一化するのではなく、独自性を重んじた活動を

行うようにしてはどうかと思いました。例えば、開催時期にしても独自性を持たせる、開催

方法にしても、学校の運動会の中に入り、地域コミュニティと学校が一体となって運動会を

行うといったようなことを考えてはと思います。 

 このコミュニティ単位の人口格差と、コミュニティ活動の２大イベントである体育祭、盆

踊りについてはどのように考えてみえるのか、市長の考えを伺います。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 平野議員にお答え申し上げます。 

 弥富市のそれぞれの学区、地域というような状況の中で、人口間格差が出ているというこ

とにつきましては、平野議員の御指摘のとおりでありまして、私もそのことは十分承知をし

ているところでございます。しかしながら、それぞれの学区、地域におけるコミュニティと

いうのも大変歴史がございまして、最近できたわけではございません。そういう状況の中に

おいて、過去の先輩たちがしっかりと築いてきていただいたというふうに思っておるところ

でございます。 

 学区の再編成をすることにおいて、それぞれのコミュニティのイベントであるとか行事等

において、もっと活性化をしたらどうだということにつきましては、平野議員とはインフォ
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ーマルな形でお話をさせていただき、一度よく御検討をしてくださいという投げかけをする

ような形をしておりました。 

 そういう状況の中で、昨年の事例も今お話がございましたけれども、今回、私といたしま

しては、新しい年度になりましたら、私自身も地域の中で協議の場をつくっていただいて検

討をさせていただきたいと思っております。市としての行事に対する御提案、あるいは学区

のさまざまな催しに対する御提案ということも含めてお話を聞きながら、行政も一緒になっ

て考えていくということをさせていただきたいと思っておりますので、またそのときになり

ましたら、区長さん、あるいは役員の皆様には、よろしくお願いを申し上げていきたいと思

っております。 

 弥生、白鳥、そして桜学区で、今弥富市の人口４万4,500人の中で約３万3,000人お見えに

なります。全体の人口の75％がこの学区に集中してみえるわけでございます。これは、弥富

市の長い歴史、町政、市政という形での発展の中で、ある意味やむを得ない部分もあろうか

と思っております。まちをつくるためには、インフラの整備、それが鉄道であったり、ある

いは校舎であったり、あるいは病院というようなことがどうしても必要なわけでございます。

その連携というのは、私たちだけではなく、その近隣の府県からも考えていかなきゃならな

いというようなことがあるわけでございますので、一定の歴史的な事実ということについて

は認識をしなきゃいかん。 

 しかし、この人口減少というような状況の中においては、いつまでも放っておけないとい

うことで、いよいよ地方創生という言葉が国民的な課題として投げかけられました。こうい

う問題におきましても、５年間という長期ビジョンではありますけれども、国のほうが総合

戦略を立ててみえました。これに基づいて、私たちも地方版の人口ビジョン、あるいは地方

版の総合戦略を策定することになりました。これは、2015年度内に策定することになってお

ります。この策定の中に、いわゆる人口バランスの問題等があるわけでございます。そうい

う状況の中で、私たち行政だけではなく、産業界、あるいは労働界、あるいは金融界、さま

ざまな業種、産官学金労と言われているような状況の中で、一度しっかりとその辺のところ

の参加者も入れながら、この人口ビジョンというものを考えていきたいというふうに思って

おります。 

 いずれにいたしましても、コミュニティの問題につきましては、一度また協議の場をぜひ

つくっていただきたいというふうに思っておりますので、また行政のほうも出かけます。 

○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） コミュニティ活動に少し関係してきますので質問いたしますが、南部

地区においては、ハード面においては交通アクセスの不便さ、そしてソフト面においては単

位コミュニティ人口が少ないことによるコミュニティ活動への参加に対する負担増によって、
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ソフト面・ハード面の両面から若者が定住しにくい環境になってきております。市長は、こ

のような南部地区の若者の定住問題についてどのように考えてみえるか、少し伺います。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 若い方たちの定住問題は、先ほども言いましたように、今回提案され

ております地方創生の非常に大きな問題という形で位置づけされておるところでございます。 

 若い人たちがその地方に定住するということについては、さまざまな課題があろうかと思

っております。雇用の場の創出をしていかなきゃならない、ただ単にそれだけでは若い人は

集まらないと思っています。生活を楽しむ、あるいは若い人たちの家族がどのような形で時

間を過ごすか、あるいはどのような形で社会環境が整備されているかということも大きな問

題であろうというふうに思っております。そういう形の中で、若い人たちの価値観というの

がまさに多様化しておるというような状況を、どのような定住問題とくっつけていくかとい

うことが大変重要であろうと思っておるところでございます。 

 多くの市民の皆様といろんな話をさせていただきますと、うちの息子は、娘は、東京ある

いは大阪へ行って帰ってこうせん、これが人口減少社会につながっておるわけですね。そう

いうような東京一極集中、あるいは大都市の集中という、その流れが大きく変わらない。今

までも、さんざん国の対策の中で地域の活性化というのはあったわけでございますけれども、

基本的には変わらない。これが、今回の地方創生という形で、国民的な運動でみんなで考え

ていこうということだろうと思っております。そのソフト部分につきましては、先ほども言

いましたように、多くの皆さんと知恵を出し合って考えていきたい。また、議会からもぜひ

御参加いただいて、私といたしましては、この地方版の総合戦略の策定においては15名の委

員を考えております。そういう状況の中で、しっかりと地方版の人口ビジョン、あるいは総

合戦略を2015年に策定していくというような状況でございます。 

 今、雇用の場として市の動きを少し話しさせていただきますけれども、私たちは西部臨海

工業地帯というすばらしい場所を持っております。そして、企業誘致を進めていただいてお

ります。これは、名港管理組合等も含めてそのような状況があるわけでございますが、新た

に楠の二丁目で８ヘクタールの企業誘致が、この平成27年度開始されます。このことにつき

ましても、多くの企業にこの８ヘクタールの用地を十分利用していただいて、雇用の場もつ

くっていただきたいと思っております。 

 また、弥富市といたしましては、八穂地区にかねてから都市計画で定めておりました場所

において、おおむねの地権者の御理解をいただいたので、地質調査に入っていきたいと思っ

ております。こういう状況の中で、八穂の都市計画マスタープランに定めた地域についても、

しっかりと地域の皆様の御理解をいただきながら進めていきたいと思っております。 

 また、南部地域におきましては、農業振興地域でございます。鍋田土地改良事業の面積と
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いたしましては、水田が約1,000ヘクタールございます。これらの水田に対しては、今行わ

れております農地中間管理機構という中で、さらに農地の集約化、あるいは担い手農業のい

わゆる法人化、そういうようなものを進めていただいて、競争に強い農家をつくっていかな

きゃならないと思っておるところでございます。 

 今、私は地場産業である金魚ということに対しても、金魚組合の方々とこの地場産業をど

う守っていかなきゃならないかという形で、昨年の夏から協議の場を持っております。まだ

まだ継続中でございますが、平成27年度も予算の中に組み込ませていただいております。 

 そういうような状況も踏まえて、農業振興地域という形の中で、新たに農業に志を持って

いただくような人に対しては、いわゆる就農支援をしていったらどうだというようなことも

考えております。若い人たちが農業に携わっていただく、これは通える範囲というところじ

ゃなくてもっと広く全国に、その担い手農家という形の中での就農をしていくという志を持

っている人に対しては就農支援をしていったらどうかというようなことを、この半年、１年

かけてしっかりと考えていきたい、また御提案をさせていただきたいと思います。 

 また一方、裏腹になるわけでございますが、農地転用の規制がこれから緩和されるという

状況もあります。農地転用のスピード感が増してくるわけでございます。そういうような状

況の中において、今ある農地の見直しを、どこにその農地転用の場所を求めていくかという

ことにつきましても、しっかりと見定めていかなきゃならない。 

 そんなことが、私どもが、雇用の場としての若い人たちの定住問題として、今考えておる

ところでございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） 若年層の定住問題に関しては、現時点では弥富へ出る便利さを求めて、

きんちゃんバスに便利さを求めているわけですが、これを名古屋へ出る便利さを求めること、

当面はバスに頼るしかありませんが、将来的には鉄道により名古屋へ直行できる方法を考え

ていただきたい。これは、弥富市だけではだめですから、関係市町村と一緒になって行って

もらうこと、南部地区への人口増加対策としては、この交通アクセスの向上が一番であるこ

とを申し上げ、次の質問に入ります。 

 次は、定住と交流、活力を生むまちづくりにおいて、市道の舗装、修繕について伺います。 

 「道路法が改正され、橋梁道路構造物の予防保全、老朽化対策として、橋梁長寿命化修繕

計画や舗装修繕計画に基づき計画的に修繕を実施し、道路の老朽化や大規模な災害の発生の

可能性を踏まえた道路の適正な管理を行ってまいります」と述べられておりますが、弥富市

にとって重要な南北の道路については、155号線の南進・北進、中央幹線の早期完成が望ま

れるわけですが、それとは別に、現状における道路問題について伺います。 

 広域農道も名四国道まで全面開通し、大型トレーラー等大型車の交通量がふえてきました。
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道路自体が重量に耐える道路ではないため、道路の損傷が激しく、近隣の住民の方から振動

による苦情が出てきております。開発も大事ですが、地域住民の健全な日常生活の確保は、

それ以上に大事であります。 

 港から入る特別とん譲与税は、年間約１億3,000万円ほどになりました。今年度当初予算

では１億4,000万円を計上しております。これらの物流車両に起因する道路の損傷を修繕す

るために、そのうちの何％かを道路修繕費、あるいは道路改修費として毎年確保する、その

ような考えはないでしょうか。鍋田地区から平島地区までの中央幹線全線と、筏場、六条、

鍋平地区、そして鍋田地区内の市道についてですが、その辺の考えをお伺いします。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 平野議員御指摘の特別とん譲与税というのは、御承知のように外国貿

易に従事する船舶が入港する港湾の所在地、私ども弥富市では、鍋田埠頭と弥富埠頭がある

わけでございますけれども、そういう港に対して国から譲与される税であります。その額は、

先ほど議員が御指摘のとおり、荷物の量とも比例をしてまいりますけれども、平成27年度に

つきましては１億4,000万計上させていただきました。大変ありがたいと思っております。 

 しかしながら、一方では、議員御指摘のように、いわゆる道路の塗装が悪くなっていくと

か、あるいは騒音であるとか、あるいは排ガスということについては、本当に市民の皆様に

も御迷惑をかけていることは重々理解をしておるところでございます。 

 しかしながら、この国からいただく特別とん譲与税につきましては、いわゆる税法上の規

定がございます。それは、特別とん譲与税法第５条という中において、その使途については

条件をつけたり制限をしてはならないという、目的税ではないということでございます。い

わゆる一般財源として取り扱いなさいというような状況でございますので、私たちはこのと

ん譲与税を道路の補修というような特別な目的、そういう目的に資することはできないと税

法上うたわれております。よって、これは私どもとしては一般財源に歳入させていただきな

がら、国道・県道に対しましては、それぞれのところの機関に申し上げていく。そしてまた、

市道に対しましては、地域の要望をお聞きしながら、計画的に道路整備をしていくというよ

うな状況になります。 

 いずれにいたしましても、行政サービス、もしくは市民の負託という形の中で応えさせて

いただきたいと思っております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） 西尾張中央道の交通量ですが、平成27年、ことし行われることになっ

ております。これ５年に１回しか行われませんので、直近では平成22年の交通量調査のデー

タに基づいてお話をさせていただきます。 

 西尾張中央道の繰出ポイントにおける交通量は、上り線についてですが、１日7,300台で、
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そのうち大型車は3,500台であります。よって、混入率は46％でありまして、２台のうち１

台は大型車ということになっております。この調査は午前７時から午後７時までの12時間調

査ですから、これに昼夜率1.31というものを用いまして１日の交通量を推計しますと4,585

台となります。そして、今言いましたように鍋田埠頭のコンテナ貨物の推移を見ますと、平

成22年度は101万8,000ＴＥＵであったものが、平成25年度では112万4,000ＴＥＵとなってお

ります。したがって、22年度と比べると10万6,000ＴＥＵふえております。つまり、10万

6,000台、コンテナトレーラーがふえているということになります。これを300日の稼働率で

計算しますと、１日353台となって、コンテナトレーラーだけを見ても１日353台の大型車の

交通量の増加となっており、大型車全体としては約5,000台の車両の通行が推察されます。 

 これに対し、西尾張中央道の舗装計画ですが、愛知県道路構造の手引に基づき道路設計が

なされておりまして、舗装計画は１日3,000台以上であり、必要な舗装厚は38センチであり

ます。大型車両通行に適合しているわけですが、今問題にしています広域農道については、

土地改良事業計画設計基準・農道基準書に基づいて道路設計がなされております。舗装計画

交通量は１日100台未満、必要舗装厚は14センチと非常に薄いものでありまして、大型車の

通行には適合できていないのが現状だと思います。今後は舗装計画、交通量区分の見直しを

行って、舗装計画、修繕計画を立てるべきではないかと思いますが、先ほど市長の答弁にも

ございましたが、その点の考えについて、竹川土木課長より答弁を求めます。 

○議長（佐藤高清君） 竹川土木課長。 

○開発部次長兼土木課長（竹川 彰君） それでは、御答弁を申し上げます。 

 議員御質問の稲元地内から東末広地内に至ります広域農道、今議員言われましたように、

県の事業でも整備されておりますけれども、現在、維持管理は市道として市が維持管理をし

ております。そのため、舗装面の損傷がひどい箇所が多くありまして、市において舗装の打

ちかえとかを随時実施して、維持管理に努めておるところでございます。 

 近年、広域農道におきましては、通過交通、特に大型車の交通量が当初計画よりも増加し

ている状況にあることから、今後は、現在策定中の舗装修繕計画とは別に、現状の交通量に

見合う舗装の交通量区分の見直しを行いまして、計画的なこの路線に対しての舗装修繕計画

を策定していく必要があるのではないかと考えておりますので、今後はその計画に基づきま

しての舗装修繕ということを検討していきたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） これ市道ですね、広域農道だけではなく、南部地の市道についても広

域農道同様に修繕計画等をお願いしたいと思います。特に最近、近隣住民の方から、要はき

ちっと舗装できていないため、継ぎはぎの舗装ですので、大型車が通りますので、バウンド

するときの振動による苦情が出てきておりますので、ひとつよろしくお願いをいたします。 
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 それでは次に、ともにつくる自立したまちづくりの中で、「これからの新しいまちづくり

を進めるために、市民と行政が対等のパートナーとして、地域の公共的課題の解決に向けて

ともに考え、協力して行動する協働のまちづくりを引き続き推進してまいります」と述べら

れております。弥富に住んでもらいたい、多くの企業の方に弥富に来ていただきたいと思う

のは、市政にかかわる者であれば誰もが願うことであります。 

 そのためには、まず大事なのが、きれいなまちづくりであります。誰でもですが、きれい

な環境のところで生活がしたい、働きたい、企業としては、きれいな環境のもとで活動がし

たいと思うものであります。きれいなところには、ごみは捨てにくいものであります。本市

においては、道路等においては定期的にシルバー人材センターを利用し、また地域の環境美

化推進委員の方が巡回し、ポイ捨てごみの回収を行い、環境美化に努めております。自分た

ちのまちは自分たちで守るんだというスローガンのもと、青色防犯パトロール隊が結成され、

全てのコミュニティで設立され、活発な活動がなされております。同じように、自分たちの

まちは自分たちできれいにするんだというスローガンのもと、環境美化活動についても、例

えばふるさと見守り隊といったようなネーミングで活動する組織づくりを指導してはどうか

と思います。行政と市民が一緒になって知恵を出し、汗を流して郷土を守っていく、元気な

郷土をつくっていく、これが地方創生につながるのではないかと思いますが、市長の見解を

求めます。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） さまざまな街路に対して環境美化ということにつきましては、市民の

皆様の御協力のもと、ずうっとさせていただいておるわけでございますけれども、平成27年

度予算の中で、土木課の所管でございますけれども、街路管理委託料というのを例年計上さ

せていただいております。今までは370万という形で、先ほど言った環境美化という形で道

路清掃等をやっておるわけでございますけれども、平成27年度は新たに300万円の委託料を

追加いたしまして、街路管理をしていきたいと思っております。もっときれいな道路にして

いきたい、あるいはまちの環境をもっときれいにしていきたいという形の中で、これはシル

バー人材センターに委託するものでありますけれども、予算を増額させていただきまして、

まちの美化に努めさせていただきます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） 南部地区についてですが、海岸堤防の下、あるいは道水路のり面の雑

木等の伐採を県の協力を得て行って、大変きれいになりました。南部地区に限らず、弥富市

全域ですが、こういったようにきれいになった道路を地域で守って、きれいで美しい環境を

保っていかなければなりません。そのための組織をつくること、そして災害に強いまち、環

境美化が進むまち、金魚のまち弥富として、大いにＰＲできるまちづくりをしていくことも、
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快適で人に優しい健やかなまちづくりではないのかなと思います。 

 以上、市長の弥富のまちづくりにつきまして、現実的な議案について質問をいたしました。

最後にもう１点、これは通告してありませんが、関連しておりますので質問いたします。 

 政治の使命は、そこで生活する市民がより快適に過ごせる環境を整えることだと思います。

それには、まずしっかりとした財政基盤を築くことであります。先ほども市税について話し

ましたが、弥富市の基幹税は固定資産税であります。これをしっかり守り、さらに伸ばすこ

と、これが大事であります。これによって弥富市民の生活を守り、豊かにすることでありま

す。それには、西部臨海工業地帯の企業誘致、その背後地の有効利用、物流基地としての活

用が大事であります。 

 リニア新幹線が2027年、今から12年後には開通し、東京から名古屋まで40分で来ることが

できるようになります。今生まれた赤ちゃんが小学校を卒業するころには、リニア新幹線が

開通します。あっという間です。そのとき、弥富市としては、このリニア効果をどのように

活用していくか、考えなくてはなりません。 

 大村知事も、この愛知県を日本一の物づくりの県にするんだという目標を持って政治活動

を行っており、我が弥富市も航空宇宙産業クラスター形成特区に指定され、川崎重工を中心

とした航空宇宙産業が西部臨海工業地帯を中心に稼働しております。隣の飛島村にはＨ－Ⅱ

ロケットを生産する三菱重工もあり、東京からこれらの企業を視察するのに名古屋まで40分

で到着、その後、これらの地へ到着するのに40分かかっていては話になりません。最低でも

20分で来られるようにしなければなりません。つまり、東京から１時間で来ることができる

ようにすることであります。それには鉄道が必要になります。これは、弥富市だけではでき

ません。飛島村を初め関係自治体と連携し、進めなければなりません。名古屋市の金城埠頭

にできるレゴランドから、飛島、弥富の航空宇宙産業地帯、長島レジャーランドを通り桑名

へ抜ける鉄道。さらには外国からの客には、中部国際空港から海底トンネルで弥富市を通り、

一宮、岐阜を通り日本海へ抜ける道路整備、これらが今後の弥富市の発展につながる交通イ

ンフラ整備であると思います。これらの目標を掲げ、20年、30年後の弥富市のあり方を考え

るべきだと思います。 

 昨年の３月議会におきまして、10年後、20年後の南部地区の将来像について、市長の考え

を伺いました。そのときの回答は、愛知県の地区計画に対して整合性を持って都市計画マス

タープランを進めていきたい、調整区域内において多くの企業が進出しやすい環境づくりを

していく。農業振興地域としての優良農地を守り、育てていくために、一年一年の積み重ね

がこの地区の10年、20年後になるだろうと回答を述べられております。 

 確かに現実的な回答であり、納得いたしますが、私はその中に未来への夢を加えていきた

いと思います。リニア、セントレアを利用した弥富のまちづくり、弥富を交通の拠点となる
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ような交通アクセス整備を行うこと、夢を持ち、夢に向かって努力し、また皆さんに希望を

与えること、これも政治の大きな役目ではないでしょうか。人が集まらなくては、そのまち

は発展しません。人々が方々から集まってくるような政策をみんなで考えていかなければな

らないと思います。 

 市長、通告外ですが、コメントがいただければお願いします。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 愛知県におきましても、大村知事のほうから未来に対して、将来に対

して、愛知ビジョンというようなことが述べられております。リニアであるとか、ＭＲＪで

あるとか、あるいは水素自動車というか、そういったようなものに対して、物づくり愛知と

いう状況の中でしっかりと頑張っていくというふうにおっしゃっているわけでございます。 

 今、名古屋駅と港湾を結ぶような交通アクセスという中で、議員のほうからいろいろと御

質問あるわけでございますが、まず私どもといたしましては、名古屋港の１つの構成自治体

としては、少し現実的なことになるかもしれませんけれども、道路の整備を、その港とそれ

ぞれの地方を結ぶ、日本の表と裏を結ぶような道路の整備を優先していただきたいと思って

おります。 

 今、名古屋第二環状というのが建設中でございますが、これが名古屋ジャンクションのと

ころで接続して、大きく展開される。また、ほかの方の御質問等でも今後あるわけでござい

ますが、今一宮ジャンクションがこれから整備計画が進められる。これは一宮西港道路とい

いまして、一宮と臨海工業地帯を結ぶ道路でございます。これは一時、平成17年に江崎鐵磨

さんが国土交通の副大臣のときに閣議決定された道路なんですけれども、これは名二環と並

行して走る道路というような状況の中で、少し名二環を優先していこうと先送りされた事業

でございますけれども、これをどうしても現実的に戻していくという中で、一宮西港線、い

わゆる港と一宮ジャンクションの東海北陸道を結ぶ道路の建設を早急に望むという形の中で、

我々の未来の図を描いていきたいと思っております。 

 鉄道に関しましては、私たち１つの自治体だけではなくて、多くの自治体のさまざまな考

え方を結集しないと、そのコストからいっても大きな投資になるわけでございますので、ま

ずは道路を優先していきたいというふうに、そのネットワークづくりを強力にしていきたい

と思っております。以上です。 

○議長（佐藤高清君） 平野議員。 

○７番（平野広行君） いろいろ答弁ありがとうございました。これにて私の質問は終わらせ

ていただきます。 

○議長（佐藤高清君） 暫時休憩とします。再開は11時５分とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 
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             午前10時56分 休憩 

             午前11時05分 再開 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（佐藤高清君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に三宮十五郎議員、お願いします。 

○５番（三宮十五郎君） 私は通告に基づいて、３点にわたって、市長中心にお尋ねをいたし

ますのでよろしくお願いいたします。 

 まず最初に、市民の皆さんが安心できる介護サービスを守ることについてお尋ねいたしま

す。 

 アベノミクスのもとで、ますます貧富の格差が広がりまして、９日付の読売新聞の世論調

査でも、景気回復が実感できないという人の割合が79％にも至っております。ぎりぎりの暮

らしをしている人たちにとっては耐えがたい状況のもとで、とりわけ介護保険制度につきま

しては、収入の低い人たちが多額の保険料を負担するような仕組みもありまして、以前から

私ども国会でも地方議会でも、そうした人たちの苦しみを解決すると同時に、市民の皆さん、

国民の皆さんが安心できる介護保険制度にということを強く求めてまいりました。 

 そういう中で、今回は３年ごとの、今法律で定められております保険料の改定とあわせま

して、国によります要支援の大部分を市町村事業とすることが決められ、同時にその介護報

酬が大幅に引き下げられていることなどから、さまざまな形で皆さんが心配する中で、保険

料を初め、さまざまな問題が協議されまして、今予算案としても、あるいは保険料の条例案

としても提出されておりますが、日ごろから市長は、弥富の福祉は後退させない、介護保険

については充実させていく、こういうことを何回も議場で申されておりましたが、どのよう

な形で対応してくださるか、多くの市民の皆さんが注目をしておりました。 

 提案されております介護保険条例案によりますと、加入者全体の15％近くを占める旧３段

階以下の加入者の保険料を20％以上引き下げる、今期に比べてですね。また、旧４段階を３

段階としまして、そこも２％の引き下げを行う、20％弱の加入者の皆さんの保険料が引き下

げとなるようなものとなっております。また、15％ほどの加入者が年額300円の値上げにと

どまり、ほぼ据え置きの状態となり、その他のほとんどが四、五％の引き上げで、全体の保

険料は全国平均が月額5,550円に対し4,760円で、86％となるものでございます。それでも基

本額は、世帯に少しでも税金がかかる人がおり、本人の収入が年金等で80万円を超えれば、

65歳以上の人１人につき５万7,100円の保険料負担があり、収入に比べたら大変な負担とな

ります。 

 介護保険制度が始まる以前の日本の公的社会保険制度は、基本的には一定の収入以下の人

は働いている家族の扶養家族となることができ、保険料を免除されるか、国民健康保険の加
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入者であれば大幅な軽減を受けるか、一定条件以下であれば、国民健康保険の場合には免除

も受けられるものとなっており、これは国も国民皆保険の土台であり、保険制度と社会保障

制度を統合したものという立場をとってまいりました。 

 私たち日本共産党は、介護保険の性格からいって、当然それ以上の社会保障制度としての

性格の強いものであり、このような低所得者の高額負担、保険料免除制度のないものは許さ

れないとの立場をとり、ようやく国も消費税の一部を財源として低所得者軽減を進める意向

を示しておりましたが、10％の消費税の引き上げが先延ばしになったことから、非課税世帯

への70％軽減、50％軽減、30％軽減は事実上先送りしてしまいました。県との、この間の担

当者の方の事前の協議の中で、国がそういう対応をしていないもとで、弥富市が独自の判断

でこのような低所得者の保険料を引き下げる改定を行うことは違法ではないが、大丈夫かと

念を押されることもあったというふうに伺っております。 

 こうした低所得者への介護保険料の軽減が全国的にも大きな問題となっているわけであり

ますが、弥富市でも３年前の保険料改定に当たってのパブリックコメントの中でも、約40名

近い皆さんが意見を出され、介護保険料がこんな仕組みになっているとは知らなかった、低

所得者への軽減をなどの声も多くあり、当時の担当職員の方から、もう少し前にこうした皆

さんの声が聞けておれば対応の仕方もあったとの意見も伺いましたが、それが今回の改定の

中でも生かされたものであり、市民と職員、行政のトップが必要と認めて改善を進めていく、

これ自体はまだ制度改正からいいますと小さな一歩ではありますが、全国的な世論が全国の

地方自治体、とりわけ市町村の一番住民と結びついている皆さんの間からは、こうした介護

保険料のあり方については改善が必要だという声は、日を追って強くなっております。 

 ぜひ今後も、こうした流れが全県的にも、全国的にも一層確かなものとなって、国による

制度の改善に向けての御尽力を強めていただきたいということが１つと、もう１つは、せっ

かくの改善でございますので、全体としては今申し上げましたように、一部引き下げ、ほと

んど値上げしない、それから上げるところについては基本的に４％から５％となっておりま

すが、ただ旧の７段階を、今回の制度改正によりまして６段階、７段階としたことから、こ

こを２分割しまして、所得120万未満、本人課税ですね、もちろん。それからもう１つは、

それを超えて所得190万未満というふうに２分割をして、一方を1.20とすることによりまし

て、15％近い人たちが300円の値上げにとどまる、ほとんど据え置きという状態となったの

に比べまして、所得がそこから70万ふえる範囲までを1.3という負担割合にしたことから、

6,000円の値上がりで、値上げ額でも割合でも最高になっております。 

 いろいろ担当者にお尋ねをしましたところ、今からほかの保険料を階層の保険料に割り振

ったり、そういうことであるということはとても大変だというお話もありましたが、これを

仮に1.25で月額5,950円にすれば、値上げ幅は１人当たり3,200円ほどになりまして、年額で
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いうと400万円程度、３年分で1,200万円程度で済みますので、現在の弥富市の介護保険会計

は、第５期は４期分に比べて繰越金の額が少し多くなってきておりますから、ぜひほかの保

険料をなぶらずに、ここだけは減額して調整をとられることを求めたいと思いますが、まず

この介護保険の保険料について、市長のお考えをお伺いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 三宮議員にお答え申し上げます。 

 平成27年から向こう３年間の、いわゆる第６期の介護保険事業計画の中において、この議

会において保険料の一部改正という形で上程させていただいておるわけでございますが、こ

れは策定委員会の中において十分検討を重ねてきたことを議案として出させていただいてお

るわけでございます。三宮議員からも、１月から２月にかけましてパブリックコメントとい

う形の中で、たくさんの項目につきまして御意見をいただいたということでございます。こ

の場をかりまして、大変感謝申し上げたいというふうに思っております。 

 議員御承知のように、最近は介護認定を受けられる方が非常に多くなってまいりました。

そういった中で、今私どもとしては、65歳以上の第１号被保険者においては、全体の人口１

万500人ほどでございますけれど、その中の約15％が介護認定をされている状況でございま

す。これが年率数％というような状況で、近い将来には20％の方が介護認定を受けられると

いうような状況にあるわけでございます。 

 そうした形の中で、この給付額をどう捻出していくかというのがこの保険料との兼ね合い

になってくるわけでございます。向こう３年間の介護に対する給付額は、年間25億かかって

くるわけでございます。そうした中で、公費としての市の負担額というのが12.5％と定めら

れておりますので、これを単純に計算させていただいても、年間３億1,000万ぐらいの市の

負担金を扶助費として計上していかなきゃならないというわけでございます。そういったこ

とが大前提にあるということを、まず御理解をいただきたいと思っております。それぞれの

所得階層の中で保険料をお願いしていくということでございます。 

 今回、素案の基準額としては、最初５万8,200円を計画しておったわけでございますが、

国から介護報酬の減額というような状況が言われました。マイナスの2.27％、介護報酬を引

き下げていく。これは、いろんな介護事業者においては非常に大きな意味合いを持ってくる

だろうと思っております。例えば特別養護老人ホーム等においては、６％ぐらい介護報酬が

削減されるのではないかということも言われておりますので、私としても介護サービスとい

う状況の中において、大変心配をしているということもあるわけでございます。 

 しかし、こういうような改定の影響であるとか、あるいはさまざまな所得区分の見直しと

いうような状況の中で保険料を定めさせていただきました。そして、最終的には第５段階の

基準額として５万7,100円という形で改正案を上程させていただいております。これは、第
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５期の介護事業計画からすると、基準額で月額4,760円になりますので、プラスの160円御負

担をいただくというようなことでございます。 

 そして、先ほど三宮議員からもお話がありましたけれども、所得の低い第１段階、第２段

階、第３段階等においては、今度私どもといたしましては、保険料を低く抑えさせていただ

いたということにつきましては、一定の御理解、または評価もいただけるのではないかなあ

と思っております。 

 そういうような状況の中で、所得の低い方については、先回の第５期の介護保険料から比

較しますと、低く抑えさせていただいたということでございます。 

 そして、10段階、11段階、12段階というような状況の中で所得の高い方、あるいは中間と

いう形の中においてはそれなりの御負担をいただかないと、先ほども言いましたように、全

額の財源が導き出せないということがございますので、一定の御理解をいただきたいと思っ

ております。 

 国保との兼ね合いとの話もございましたけれども、いよいよ国保も市町村単位から都道府

県単位という形で国保改正がされまして、平成30年には一般会計の繰り入れもできないとい

うような状況になってくるかと思っておるわけでございますけれども、介護につきましても、

私たちは25％の国費をふやしていただかないと、被保険者に対して大変厳しいという状況が

あるわけでございます。このところがまだ手がつけられていないということでございます。 

 いずれにいたしましても、介護の財源ということに対してしっかりと確保するということ

でございます。もし給付額等の不足が生じた場合においては、支払い準備基金というものを

少し持ち合わせておりますので、そんなようなものを充当していきたいと思っております。 

 いずれにいたしましても、介護は相互扶助でございます。そうした形の中でしっかりと役

割を果たしていただきたいと同時に、介護予防ということに対してもしっかりと努めていた

だきたいと思っております。先ほども言いましたように、市も毎年３億円ほど、負担金とし

て出していかなければならないということでございますので、介護予防につきましてもお願

いしたいと思います。 

 また、第６段階、第７段階の詳細につきましては、介護課長から少し答弁させます。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 

○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） それでは、御質問にお答えいたします。 

 大きくは、国に対して制度への改善の働きかけであるとか、それから細かな話では保険料

の設定について、６段階、７段階の間における1.25という設定をしてはどうかという御質問

でございました。 

 まず初めに、介護保険制度の目的について、十分御承知のこととは思いますが、少し述べ

させていただきます。 
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 介護保険制度におきましては、その目的といたしまして加齢に伴って生ずる心身の変化に

起因する疾病等により要介護状態になっても、その方に必要な保健医療サービスや福祉サー

ビスを提供し、自立した日常生活を営んでいただくことができるよう、国民の協働・連帯の

理念に基づき制度が設けられたところでございます。 

 老後の生活が誰の責任のもとで営まれるかという観点から、自助を基本としながら、相互

扶助によって賄う負担と給付の関係が明確な社会保険方式が採用されております。また、国

民共通の課題を社会全体で解決していく制度であることから、国民は費用を公平に負担する

義務を負っていること、市町村においては、介護保険事業に要する費用に充てるため保険料

を徴収しなければならないこととされております。 

 今回の介護保険制度の改正の中で、国においては保険料の軽減強化が図られました。負担

割合の設定に当たっては、災害等の特別の事情がある場合を除いて、いわゆる保険料ゼロと

することはできないという見解でありますので、その辺の制度設計については御理解いただ

きたいと思います。 

 それから次に、保険料の負担割合のことでございますが、第６期の介護保険料の設定につ

きましては、12段階はそのままであります。負担割合を、先ほど市長の答弁にもございまし

たように、低所得者の方に特に配慮したものとさせていただいております。その分、高所得

の方の負担になっている部分は多少ございます。第５期と比較しますと、合計所得金額が

500万円から1,000万円の10段階から12段階の方につきましては、年額4,600円から5,000円の

増額で、割合にしますと４から4.5％の上昇であります。 

 しかしながら、合計所得金額が120万円、７段階の方を例にとりますと、第５期では年額

６万8,200円が第６期では７万4,200円で、6,000円の8.8％の増となり、結果として10から12

段階の方の上昇率より上回りましたが、これについては、第４段階から第９段階の保険料の

所得区分と負担割合を、今回国の６段階から９段階に見直したものに合わせて細分化したこ

とによるものであります。負担割合がそれまでの1.25から1.3となったところです。保険給

付費全体が増加する中で保険料も上げざるを得ない状況と、所得区分や負担割合の見直しも

生じたことから、全部の段階の方々が一律に幾ら上昇という設定が困難であったことを、何

とぞ御理解いただきたいと思います。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） 御答弁大分時間をとっていただきましたので、私の質問がどんどん

短くなっていきますが、ほかにも質問がありますので、今のところだけ、当然またほかの議

案審議の中でも問題にしていきたいと思いますので、指摘だけしておきますが、要するに所

得なんですね。課税額じゃなくて、課税する前の所得に対してかけるわけですから、例えば

単身だとまだいいんですが、自分も65歳以上を過ぎて老親を扶養しておるとか、あるいはな
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かなか働くことができない息子さんを扶養しておるとかという人たちにとっては、この収入

で生活するというのは極めて困難なんですね。これを120万以下の所得がある方と、それを

超えて190万までの間でこんな差をつけるということは、私は制度の趣旨からいったってこ

れはあれだし、それからいろんな基準を市町村がつくってやることについても、確かに一定

の基準はありますが、それを市町村の事情によってやることについても、私は禁止をされて

いないと思いますので、まだどちらかというと最低生活に近いような人たちの負担を国の縛

りがあるからということでそのままにせずに、さっきも途中の打ち合わせで教えていただい

たんですが、ほかの保険料に全体を乗せるということは非常に時間もかかるし、今からでき

ないことだと私もわかっておりますが、さっき言いましたように、財源につきましては、特

に５期につきましては、その前に比べて繰越金も多少多くなる仕組みになっておりますので、

３年間で財源でいいますと1,200万円程度でございますから、これはぜひ当局側にも検討し

ていただきたいし、私はまた議会の皆さんにも申し上げて、議会としてもこういう問題につ

いてどう考えるかを議論を進めていきたいと思いますので、そこは今の答弁では納得できな

いということを申し上げておいて、引き続き努力していただくことを求めます。 

 もう１つは、相互扶助というんですが、基準が、要するに家族の中に住民税の均等割の方

が一人でもおれば、本人の年金等の収入額が80万円以上あれば基準額を負担すると、こうい

う仕組みそのものが、現実が生活保護より低いような人たちにまでそういう負担をさせると

いう、この介護保険の考え方自身が、保険制度としてのていをなしていないということです

ね。それまでの社会保険制度、医療保険制度、それから国民健康保険制度もそうなんですが、

お金のある人たちが相応の負担をする、ない人たちは扶養家族として負担をしなくて医療を

受けることができるという状態だったんですが、介護保険は所得のほとんどない人たちに標

準の負担をさせると、こういう基準があって、やっぱりこういう低所得者の負担を軽減せよ

という声が大きくなって、今回国も、さっき申し上げましたように、財源のめどがついたら

引き下げるという方向をやっておるんです。基準額については、相変わらずそういう低所得

の人が基準ですからね。 

 それを考えると、やはり本当に国民が安心して生活できる、老後を送ることができる基準

にするということでいうと、今回の弥富市が、愛知県の他の市町ではほとんどやられていな

いという、県が心配している中で踏み出すということは、大変そういう皆さんにとっては勇

気を与えるものであり、全国的にも国が低所得者の軽減をしなきゃいかんと言ったら、そう

いう声が非常に大きくなっておるから起こっておるわけでありますので、今市長がおっしゃ

られたように、ぜひこれは国の財源の手当てをすることによって打開をしていく方向を積極

的に進めていただきたいということを申し上げまして、次の質問に移りたいと思います。 

 これで、いよいよ介護予防、日常生活支援事業は、要支援の人たちの部分が基本的に市町
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村でここ数年間の間にやるということになるわけでありますが、しかし従来も、例えば配食

サービスだとか、さまざまな日常生活支援事業として、一般財源でタクシーの移動支援をや

ってきたんですが、これについては今後も可能な限り一般財源で負担をしていくというお考

えはあるかどうか、簡潔にお答えください。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） お答えいたします。 

 簡潔にとのお話しでしたので、要点だけでやらせていただきます。 

 現在行っております給食サービスとか、寝具乾燥消毒サービス、緊急通報システム設置、

福祉タクシー料金助成など、高齢者の方の健康の補助、また孤独感の解消や日常生活の負担

の軽減の観点から、制度といたしまして今後継続して予算の確保に努めるといった形で考え

ております。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） 特に私が本当に心配しているのは、市長もさきの答弁の中でも触れ

られましたが、要するに市町村に移行する要支援者向けのサービスが、訪問介護では５％、

通所介護では20％削減をすると。当然予算の縛りをかけてきますよね、そういうことに。そ

うすると、今だってなかなか職員の確保に困難だったりというところで、これぐらいのレベ

ルで削られると、結局国が言っているように、ボランティアやそういうものを使った、ある

いは準介護士、そういう短期の講習受けた人を使うとかということで、ただ要支援軽度とい

うんですが、実際にその基準は、うちの中で伝え歩きができて、トイレに行くことができた

り、食事を自分でつくるんじゃなくて食べることができるとかという状態ならもう自立と。

そういう状態の人でも認知症がなければ、なかなか要支援にならないという大変厳しい制度

ですよね。実際に買い物に行ったり、通常の社会生活はとてもできないから要支援になって

いるわけでありますから、これ軽度というふうには私たちは考えられませんし、まだしかし、

弥富を含む海部の基準は非常に甘いといって県から指摘をされておるというんですが、とて

も本当に老後を安心して過ごそうと思うと、そういう条件じゃないところへ、ましてや認知

症が出る、そういう時期に、専門的な教育を受けた現在の介護士の皆さんが、訪問介護やデ

イサービスだとか、あるいはグループホームもそうですが、かなり削られますよね。こうい

う人たちを初期に対応することが、以前に比べると非常に認知症なんかの深刻な、家族の間

の争いなんていうのは、かなり今緩和されていますよね、実際のことでいうと。 

 そういうことを考えると、こんな形で財源を削るということは、本当に市町村の事業は成

り立っていかないという心配があるのと、もう１つは、今ささえあいセンターなんかで頑張

っていただいていますが、実際にはボランティアの方もみんなお年がいって、若い人たちが

なかなか入ってこないという、支える側の人たちが集まらないという状態があります。 
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 これは、今老人クラブのほうでもそうなんですが、65歳過ぎても老人クラブに入らないと

いう人がふえている大きい要因は、私もことし75歳になるんですが、私と同じ年の人でもほ

とんど毎日のように働きに出ておる人だって少なくないし、東洋経済新報が出しております

データパックによりますと、弥富の場合ですと65歳以上の26％を超える人が、一番最新版に

よると働いておって、全国的に見ても非常に働いている高齢者の割合が高い。こういう状況

ということから見ましても、そういうことがあって、ボランティアで支えるなんてそう安易

にできる仕事じゃなくて、全国的にも非常に困っているということですね。やっぱりここは

必要な給付費を国費で確保していくというような方向で、関係市町村とも協力しながら積極

的に進めていただきたい。 

 国はこの計画をつくったときに、大体要支援は単価でいうと今の半分に切り下げるという

ことをもともとの想定にして、ボランティアへ自助、共助、そこで支えてもらうというよう

な方向性を持ってやってきておりまして、そういう方向だよという話ししたら、そんなこと

はないんじゃないですかと言っておったんですが、だんだん決められ、そして介護保険の予

算を、皆さんが編成した後ぐらいに、とりあえずこの３年間についてはそういう方向で削る

ということを公表しましたよね。そういうことを考えると、必要な国による費用負担を確保

するということでの御尽力をいただきたいと思いますが、市長、いかがでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 三宮議員おっしゃるとおりでございまして、高齢者の介護認定を受け

る人は非常に多くなりました。先ほど言われました、いわゆる要支援１・２の段階の方も、

弥富市には今500名ほどお見えになるわけでございますが、この辺の給付額というか、予算

を削ってくるということでございます。 

 これは超高齢化社会、そしてまた、保険料とか給付額がうなぎ登りというような状況の中

では、大変厳しい状況でございますけれども、我々としても、その実態についてはこれから

しっかりと定めながら、市としてもこの要支援に対するさまざまな国からの制度における給

付額をチェックしていきたいと思っております。 

 しかし、一方では大変多くの方が、先ほどから何回も言っておりますけれども、要支援、

要介護というような状況で認定されるもんですから、国の財源もままならないということで

ございます。今回、国保においては、この４月から一定の国保改正という形で、さまざまな

制度が改正されてきますけれども、やはり今回消費税の問題につきましては、５％から８％、

８％から10％というような状況の中で、社会保障にその財源を求めていくということが見送

りになりました。いずれ私は介護保険事業におきましても、やはり国がもっとしっかり考え

ていかないとだめだろうと思っております。このことにつきましては、国に強く要望してま

いりたいと思っております。 
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○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） 要するに、消費税や国民の負担に求めるというのが国の考え方なん

ですが、恐らく消費税を10％に上げるなんていうことは、そう容易にできることではないと

思いますし、同時に今日本の大企業がここ数年間にため込んだ費用のほとんど全ては、今、

他社の株式だとかそういう証券に変わっていますよね。設備投資なんて一切せずにやって、

そして外国で会社を買ったり、外国で生産をしてどんどんやって、そういう配当は利益算入

をしないという、そして５％だけ税金を払えばいいというような仕組みがどんどん広がって

いることが、結局国内の円安や何かとも絡みまして、生産をどんどん減らしていく。そして、

国民の懐をますます壊していく一方で、大企業の利益率というのは、1980年代の安定期で税

引き前の利益全体の十一、二％だったのが、今や25％ぐらい、そういう財テクみたいな形で

利益を確保するようになって、むちゃくちゃな状態が生まれておりますので、そういう問題

にもしっかり目を向けて対応していただくということを求めて、次の質問に移ります。 

 特に身体障がい、発達障がい、精神障がいを、これは障害者基本法や障害者権利条約など

によりまして、難病の皆さんも含めて、基本的な生活や医療を国や県や市町村の責任で支え

ていくということが求められているにもかかわらず、相変わらず身体障がいと発達障がいに

ついては、身体障がいの４級の人と、発達障がいの３つの種類の手帳がある一番低い、身障

の４級相当の２つがあれば３級相当の認定が来て、医療費も無料になるとか、そういうのが

あるんですが、精神障がいの場合は全く別になっておるんですよね。国もまた別にしていま

すし、愛知県も別にしております。弥富市は、医療費につきましては今年度からやるように

したんですが、同じような御不自由をしておる方には同じような支援をするということを考

えますと、せっかくそういう制度ができて、手帳もできました。また、手帳の間に、３級の

手帳だと身障４級相当ということになりますので、通常の身障の４級の人と３級で、同じよ

うな種類の知的障がいの人の手帳ですと医療費が無料になるとかいうことがありますし、そ

れから県の重度手当についても、あわせて身障の２級相当以上の場合は、65歳前の人につい

ては相変わらず月額7,000円の手当が出ますが、弥富市は、これはもう65以後の人を打ち切

ることは適切ではないからということで、市長が頑張っていただいて県に要請しております

が、県はなかなかうんと言いませんが、しかし、超高齢化社会に入っていくようなこの時期

にこうした問題を、私はせっかくそういう障害者基本法や障害者権利条約に沿ってやるとい

うことは、日本の政府も認めておるわけでありますので、市の制度だけじゃなくて、少なく

とも県の制度、あるいは国の制度として一貫したものにしていただくような御尽力をいただ

きたいと思いますが、市長、いかがでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 市長答弁というお話でございましたけれども、ま
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ず制度的なことをお話しさせていただきたいと思っております。 

 御存じのように、身体障害者手帳は昭和24年、療育手帳につきましては昭和35年、精神保

健福祉手帳が平成７年に制定されて現在に至っておるわけでございます。それぞれの障がい

に対する法律の成立時期が、その時々の時代背景とか、また各団体の方の努力によって各種

制度ができた場合もございます。現段階では、なかなか一本化ということは難しいのではな

いかというふうに思っております。 

 また、手当の支給につきましては、市といたしましては、議員も御承知のように、昭和49

年４月に福祉の増進を目的とした弥富市心身障害者扶助料支給条例を制定して、身体障害者

手帳の交付を受けた身体障がいのある方に対して、また療育手帳の交付を受けた知的障がい

の方に対して、手帳の等級に応じて単独の扶助料を支給するところでございます。また、平

成15年には弥富市精神障害者給付金支給要綱を制定して、精神障害者手帳の交付を受けた精

神障がいのある方に対して、市単独の給付金を支給しておることは御存じかと思っておりま

す。 

 市が支給する手当及び給付金の支給要件は、手帳の交付を受けた方としておりますので、

発達障がいのある方には、知的障がいを伴う場合を除き、障害者手帳は交付されておりませ

んので、交付対象となっておりません。 

 次に、愛知県では身体障害者手帳及び療育手帳の交付を受けた重度障がいのある方に対し

て在宅重度障害者手当が支給されています。また、国は重複した種々の障がいのある方に対

して特別障害者手当を支給しています。この手当は、障害者手帳の交付を要件とせず、医師

の診断書をもとに認定しており、一部精神障がいのある方も対象になっております。 

 このように、国や県・市で支給している手当等につきましては、一体的なものになってい

ないのは確かでございます。一体的な制度が理想であるかとは思いますけれども、障がいの

ある方に対する各種手当は国・県・市それぞれの支給要件が異なっておりますが、申請の窓

口といたしましては全て市になっております。そういったものにつきましては、福祉課に御

相談いただければと思っております。よろしくお願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） 私が申し上げておるのは、一本化という意味ではないんです。これ

は障害者基本法や国際条約によりまして、同じような状態の人たちはみんな支援をしますと

いうことをうたっておりますし、それからもう１つは、日本もそういう国際条約を批准して

いるわけですよね。やるのが当たり前なんです。ところが、今部長が答弁されましたように、

経緯もあって、身体障害者手帳と療育手帳の関係は、軽いもの同士で３級に上げるという医

療費無料制度や何かも使える仕組みもありますし、そういうことができる仕組みが相互間で

補完し合う仕組みになっていますが、精神の障がいについては全くそれはないんですよね。 
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 実際のことを言いまして、私も次の質問に移りますからそこでも伺いたいんですが、例え

ば市の４期障がい福祉計画の素案を見せていただきますと、65歳以上の人で精神障がいの福

祉手帳を持っている人はわずか36人ですよね。これほど認知症が大きな社会問題になって、

しかも寝たきりだとか、あるいは認知症で介護を受けておる人がいっぱいおるわけですが、

入院をしておる人でも手帳を持っていない状態、あるいは今認知症がそういう対象になって

いることも知らない人がいっぱいいるのと、もう１つは、この手帳は精神・神経のそういう

先生の診断書が要りますから、なかなかそういうことが、私も何人か相談に乗って、寝たき

りだったり、あるいは介護３だとか４だとかという人の中で、手帳を持っていますかと言っ

たら持っていないと。申請して手帳を取って、身体障がいのほうで医療費が無料になったと

か、あるいは今度は認知症だけでも一定の障がいで手帳が出れば、身障の３級相当ですから

精神福祉手帳では２級ですよね。手帳が出れば医療も無料になるということになったんです

が、ほとんど現実に住民も知らないし、それからそういう支える仕組みもできていないとい

うことで、始まったということと同時にさまざまな事情があって、実際に支援を必要とする

人たちに手が届いていないという実情でございますので、ぜひ踏み込んだ検討を進めていた

だきたいことを、もう時間がありませんので要望して、次の質問に移らせていただきます。 

 全部飛ばしまして、最後の国民健康保険税の負担軽減のための一般会計繰入金の必要額を

確保していただきたいということでお尋ねいたします。 

 これは、22年度の税収の大幅な落ち込み、これは所得の減少によるものでありますが、国

からの基本的な収入となります交付金や支出金が、担当者の方も全く理解できないような減

額がされた中で、当初大幅な値上げ案が示されましたが、負担の限界に来ているという私た

ちの訴えに、市長からも上げ幅については慎重に対応するようにとの指示があり、22年度は

国保税の値上げを抑えるためのその他繰入金、当初予算２億3,000万円に対して、赤字にな

るかもしれないということで、さらに7,500万円の補正予算を追加し、審議中の当初予算で

２億円としていたところを、3,000万円補正を追加するということを前提にして上げ幅の縮

小が協議をされて、所得減収による落ち込み分平均6,000円ほどをめどに最小限の値上げを

したいということで、日本共産党市議団も、この状況のもとで市側としても必要な努力をさ

れているので、最小限の引き上げはやむを得ないとして賛成をした経過がございます。 

 結果としましては、22年度は積立金の取り崩しはありましたが、補正された7,500万円は

必要がなくなり、23年度には国からなどの負担が22年度に比べて約４億円引き上げられ、加

えて引き下げるとしていた税率で計算した結果は、当初の値上げ計画にほぼ等しい額となり、

滞納繰越分を含む税収は22年度決算を１億2,300万円も上回り、値上げを抑えるためとした

3,000万円の補正予算も使わず、24年度は２億円、25年度は実際の繰入金は１億円とし、新

年度予算でも１億円と大幅に減額されております。国の負担が正常に戻り、市の負担も大幅
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に引き下げられましたが、想定外となった上がった市民の負担はそのままです。22年度には、

現年度分・滞納分・延滞金を合わせた加入者１人当たりの実際の国保加入者の納入額は８万

7,747円でございましたが、25年度の決算では10万3,843円と、18.34％もの実質負担増とな

っております。そうした対策も含めまして、現年度課税分を当初の想定内に戻される検討を

することを強く求めます。 

 軽減を受けられない皆さんの間でも、現在の負担額というのは、所得が下がり続ける中で

大変な負担増になっておりまして、今回の国の制度改正の問題もありまして、名古屋市でも、

現在の保険料１人当たり3,500円ほど新年度引き下げると、あるいは京都市でも2,500円程度

の引き下げを行うなど、本当にこれ以上にどんどん賃金も個人事業者の皆さんの収入が減り

続けている中で負担の限界に来ているという、この値上げのときの状況に比べましても、そ

の後も実質収入が下がり続けておりますので、少なくともその当初の範囲に保険料全体を軽

減する手だてをとっていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 国民健康保険税につきましては、保険税国庫負担金、その他の収

入を財源として保険給付を中心とする事業を行うものであります。そのために特別会計を設

けて、独立採算で経理されることになっております。 

 平成25年度における保険税の賦課状況を見ますと、被保険者１人当たりの調定額は、弥富

市では11万2,826円、愛知県の市町村平均では11万3,311円でございまして、また医療費の被

保険者１人当たりの額は、弥富市では30万735円、愛知県市町村平均では29万9,309円でござ

います。どちらもほぼ同じ額となっておりまして、適正な税負担をお願いしていると考えて

おります。 

 このような適正な税負担を考えている中で、仮に税率を下げれば、一般会計の法定外の繰

入金をふやさなければなりません。そうすると、それだけ弥富市においてさまざまな事業も

ございます。そういった他の事業を削減しなければならなくなりますので、税率を引き下げ

るための法定外繰入金の増額は考えておりません。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） 独立採算制ということは、私も言われなくたって百も承知です。だ

けど、弥富町時代から弥富市は従来から、少なくとも医療費は海南病院があったりたくさん

ありますので、平均に比べて高くなるに決まっておる、そんなものは。安くなるようなこと

は絶対ありません。山間僻地まで入れたら、ほとんど医療費なんか大幅に低いところもあり

ますから、平均するとそういうことになるんですが、そのときに当時の保守系の議員の皆さ

んも含めて、せめてよその市町がやっておる平均的な繰り入れをしたり、そして今医療費も

平均額、負担も平均額に近いということなんですが、繰入額を一定額やって、そして全県的
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に見るとそこそこ、そんな平均よりは安いところでずうっとやってきたんですよね。しかも

23年の値上げのときには、そういうことを考慮に入れてそんなに上げないということでやっ

て、ところが、その当時、説明がつかんような形で大幅に削減された国の負担が、翌年は４

億円近くもふやされてきたことと、それから大幅に想定していたよりも調定額が上がったこ

とから、そういう繰入金も、それまででいうと１億7,000万だとか、２億だとか、どうして

もいかんときは、２億3,000万に7,500万ですから３億500万補正予算を組んでということも

してきたんですが、そんな状態は異常だと思いますが、少なくとも１億円に引き下げるよう

な範囲でやっていくのは、全県の他の市町並みの繰り入れをして、私は23年の値上げのとき

に議論した線に基本的に戻すことができる状態になってきておるんではないかと思うんです

が、いかがでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 弥富市の被保険者１人当たりの一般会計の法定外繰入金につきま

しては、平成23年度は２億円でございました。平成24年度も２億円、平成25年度が１億円、

ここまではもう確定しております。それで、仮に26年度に１億円、27年度に１億円といたし

ますと、平成23年度から平成27年度までの５年間で７億円という形になりまして、これを５

年間で割りますと、被保険者１人当たりでございますが、１万1,934円と、このようになり

ます。そうしたら、県平均はどうかといいますと、平成24年度における愛知県平均は１万

2,359円と、ほぼ同じ額になります。ですから、１億円だけ捉えてみて高いとか安いという

よりも、長期スパン、23年度から５年間で見ますと、ほぼ法定外の繰入金も妥当な県平均の

額を入れておると考えております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） 24年度と比較をしたものですよね。だけど、実際には今回の国の制

度改定等によりまして、要するに法定外繰り入れをしなくてもいいようにしていこうという

こともあってやったんですが、そうはいっても負担の限界を超えておるという認識は23年度

のときもあったんです。だから一定の負担をしましょうということでやってきた経緯があり

ますので、ここは、今24年度と比べて１万2,000円だからと言っていますが、多分全県的に

４年間なりそこらの平均をするともうちょっと違った額になってくると思いますし、とにか

く財政的な都合だけじゃなく、今まで議会と当局側、あるいは市民の皆さんとの間で議論を

してきたこと、あるいは今回、名古屋市や京都市が、そういう国の制度による軽減策もある

ということもあって、名古屋市は3,500円余り、京都市は2,500円余りを引き下げておりまし

て、全国的にも、これ以上の国保の、特に所得の低い人たちの負担というのは、軽減策がと

られない人たちが本当に大変なんですよね。そういうものとして今までも議論を尽くしてき

たと思いますので、そこは十分考慮した検討を求めます。 
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○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 国保会計につきまして、いろいろと御意見をいただくわけでございま

すが、今、質疑の中におきましても国庫の改革という中で、27年４月から新しい国保制度と

いうようなものが動き始めるわけでございます。 

 今後の流れについて少しお話をさせていただきますけれども、弥富市としては平成27年度

国保の特別会計予算という形で50億4,700万円を計上させていただいております。これは昨

年度に比べますと６億9,700万円の増額でございます。約７億円の増額をしたということは、

保険財政が市町村から都道府県に対して移行する準備期間というようなこともあるわけでご

ざいますけれども、保険財政の共同安定化事業拠出金という名目で拠出させていただきまし

た。 

 これにつきまして、さらに国のほうにおきましては、27年度1,700億円の財政を国保に入

れるということでございます。これは、１人当たりに対しますと5,000円になってくるわけ

でございますけれども、これにつきましてはまだきちっとした形になっておりませんけれど

も、最終的には皆様方に補正というような状況の中で、この国の財源というものに対して国

保に宛がっていきたいと思っております。 

 そしてまた、平成29年、30年におきましては、倍額の3,400円を平成30年度からの都道府

県単位という形において繰り入れていくと。これも財政の強化ということになるわけでござ

います。 

 そういうような形をしながら、市町村の今まで負担をしておりました一般会計の繰り入れ

ということに対して是正をしていこうということが大きな流れとしてあるわけです。そうし

た形の中で、平成30年というような状況を見据えながら、弥富市の保険料をどうしていくか

ということにつきましては、この辺の流れをしっかりと注視しながら決めていかなきゃなら

ないと思っております。 

 そういう中で、非常に大きな予算になってきましたけれども、我々としては、保険料につ

いても、こういう国の流れも含めて検討する時期が来るだろうと思っております。以上でご

ざいます。 

○議長（佐藤高清君） 三宮議員。 

○５番（三宮十五郎君） とても納得できるものではありませんが、時間が来ましたので、議

会は市民と議論をしたことを踏まえた対応を求めて、質問を終わります。 

○議長（佐藤高清君） 暫時休憩とします。再開は午後１時とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午後０時02分 休憩 

             午後１時00分 再開 
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～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（佐藤高清君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に三浦義光議員、お願いします。 

○８番（三浦義光君） ８番 三浦義光でございます。 

 通告に従いまして、今回２項目の質問をさせていただきます。 

 まず１点目、新年度に向けての弥富市介護支援についての質問をいたします。 

 午前中、三宮議員からの質問もございましたが、私は互いに助け合う互助について、これ

を重点に置いて質問をさせていただきます。 

 また、平成26年度において炭 議員、堀岡議員から同様な質問がなされておりますが、こ

ちらに関してもなるべく重複しないよう注意していきたいと思います。 

 最初に、以前にも話しましたが、総務省統計局の算出で、全国的に見ますと、戦後生まれ

のいわゆる団塊の世代、昭和22年から昭和24年生まれの方々が65歳以上となる平成27年は、

65歳以上人口が3,277万人、高齢化率は26.0％、75歳以上人口1,574万人、後期高齢化率は

12.5％となる見通しでございます。そして、現時点での65から74歳までの前期高齢者は、そ

の後に続く10年間に後期高齢者になる人々であります。前期高齢者の方々について、実効性

のある介護予防の取り組みが現在確立できるかどうかが、その後の時代のあり方に決定的な

意味を持つことになります。 

 また、高齢化の進展は全国一律ではないことにも留意する必要があります。増加率は大き

な地域差があると思われ、都市部においては大幅に上回るインパクトの急激な高齢化が起こ

り得るとされております。 

 次に、国立社会保障・人口問題研究所の算出で、全国で平成17年から27年にかけて、高齢

世帯数は1,289万世帯から1,659万世帯へと28.7％増加いたします。そのうち、高齢単独世帯

は366万世帯から497万世帯へと35.9％増加する見通しであり、高齢世帯全体における高齢単

独世帯の割合が高まることになります。 

 また、総務省国勢調査、並びに国立社会保障・人口問題研究所の推計で、平成17年時点で

ひとり暮らし高齢者の４人に３人が女性でありましたが、今後は男性のひとり暮らし高齢者

の伸びは高くなる見通しでありますが、平成27年時点では３人に２人がまだ女性ということ

で見込まれております。 

 市内介護事情についてですが、おひとり住まい老人世帯、老夫婦世帯に関しては、さきの

12月議会の炭 議員の質問において、ひとり住まい老人世帯は1,415世帯、老夫婦世帯は

1,536世帯という答えをいただいておりますが、近隣海部市町村との比較、愛知県内での比

較ということは、弥富市としては把握しておるのでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 
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○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） 市内の独居老人世帯とか老夫婦世帯でございま

すが、本市の平成26年４月１日現在の総世帯数１万6,560世帯であります。そのうち、ひと

り暮らし世帯は1,415世帯で8.54％、65歳以上の高齢者のみの世帯は1,536世帯で9.28％であ

ります。 

 次に、近隣市町村でございますが、県が行った調査によりますと、割合でお答えいたしま

す。 

 まずおひとり暮らし世帯ですけれども、津島市13.35％、愛西市7.35％、あま市6.63％、

大治町9.47％、蟹江町11.17％、飛島村3.51％。 

 次に、高齢者のみのおひとり暮らしといいますか、高齢者のみの世帯でございますけれど

も、津島市24.83％、愛西市11.39％、あま市8.47％、大治町8.21％、蟹江町8.88％、飛島村

5.39％となっており、県全体での集計は行ってみえないようです。海部津島地区全体で見ま

すと、おひとり暮らし世帯は9.14％、高齢者のみの世帯は12.33％ですから、弥富市はどち

らもやや低い状況であります。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） 近隣市町との比率での比較では、割合から見れば高い水準ではないの

かもしれませんが、いずれにせよ、冒頭でも言いましたが、これからますます高齢世帯は増

加していくことに弥富市も間違いない状況だと思います。 

 これを踏まえ、老老介護について質問をいたします。 

 昨年９月議会の一般質問の中で複数の議員からも発言がございましたが、認知症の当時91

歳の男性が徘回中に列車にはねられて死亡した事故では、当時85歳の妻に監督義務があった

として賠償責任を命じた事例。また、介護に疲れたと、自宅のベッドで座っていた79歳の夫

の頭を何度も殴りつけ、70歳の妻が警視庁に傷害致死の疑いで逮捕された事例。これら介護

を担う家族の負担は重く、ましてや介護者が高齢者となれば、その重みははかり知れません。 

 以前、13年の国民生活基礎調査によりますと、同居する家族が主に介護を担う世帯のうち、

介護される人だけでなく、する人も65歳以上という世帯の割合が初めて５割を超えました。

ともに、75歳以上の割合も29％と過去最高でした。背景には、高齢化以外に核家族化も進ん

でいることが上げられます。高齢化率の伸びを考えれば、老老介護はますますふえる見通し

であります。 

 また、この調査では、自宅で介護されている人のうち、主に家庭で介護をする人は、同居

の家族が61％と最も多く、介護サービス事業者の14％を大きく上回っています。介護は、家

族頼みの状況は変わっていません。 

 特別養護老人ホーム、特養の待機者は全国で約52万人に上り、半数は在宅で入所待ちをし

ています。厚生労働省は、施設よりも在宅サービスの充実に力を入れていますが、待機者数
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は増加の一途でして、施策は現場のニーズを反映しているのでしょうか。 

 政府は、社会全体で支え合う介護の社会化を掲げて介護保険制度を導入していますが、介

護地獄からの抜け出せない家族がいることは大きな問題でございます。にもかかわらず、介

護サービスのカットを進め、特養の新規入所者を原則として中・重度の要介護者に限定する

ほか、一定以上の所得がある利用者の負担を２割に上げることを柱とする地域医療・介護総

合確保推進法を成立させています。介護サービスの利用を手控える家庭がふえることが予想

されます。市としては、これらの観点から老老介護の実情についてどう考えておりますか。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 

○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） 老老介護について、まず本市の直近の状況を申

し上げますと、65歳以上の高齢者２人世帯が1,634世帯、これ直近の状態であります。その

うち２人とも要介護または支援の認定を受けてみえる世帯は55世帯、またどちらかお１人が

認定を受けてみえる世帯は191世帯で、合計246世帯となっております。 

 高齢化の進展に伴い、さらに核家族化もあって老老介護は年々増加傾向にあると考えられ

ます。配偶者に介護してもらうことが多い一方、利用料金が高いことや家に他人を入れたく

ないとのことから介護サービスを利用しないケース、また施設入所を希望しても、特別養護

老人ホームも待ちが多く、高齢者のみの世帯の場合、介護者の代役もいないことがあります

ので、何かあったときに不幸が起こるということではないでしょうか。 

 解決策の一つは、閉鎖的環境を防ぎ、できるだけオープンにして外部の助けを受け入れて

いただくことが必要であります。一人で抱え込まないこと。老老介護の日々を送る高齢者に

は、気軽に相談できる相手が身近にいる環境が大切であります。デイサービスやショートス

テイを利用して、その間はゆっくり心を切りかえて介護者も休めるようにすること。また、

老老介護を支えるためには、地域社会の人々の支援も重要であります。高齢者家族が孤立し

てしまうことのないように、何か変わった事態が生じたら即座に行動を起こせるように、地

域社会との連携を深めていただきたいと思います。 

 今後、市としましては、今まで以上に、地域包括支援センターにおいて非常のときの安否

確認、介護保険サービスの利用援助、88歳の方へのおたっしゃ訪問、虐待への対応などに一

層取り組んでまいります。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） この後の質問にもつながりますが、これからは行政任せではなく、そ

れぞれ市民の皆様で考えていかなければならない問題だと思っております。 

 次に、自宅で家族を介護していると、主な介護者が問題を一人で抱え込んでしまい、周囲

が気がつかないうちに鬱の症状が進むケースが少なくないそうです。 

 事例として、認知症の80代の母を在宅介護する女性は、一人で介護を担い、週３回のデイ
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サービスを使い何とか続けてきましたが、好きな旅行にも行けず、家にこもりがちになり、

体重は10キロ近く落ち、両手がこわばってしっかり握れなくなってしまいました。母の顔を

見ると吐き気がし、母の頭をぶったり、母を殺して私も死のうと思ったこともあったそうで

す。鬱病と診断されても、自分では鬱だと思っていなかったと、受診するまで気がつかない

ということでございました。 

 また、違う事例では、認知症の義母を在宅で２年間介護してきた女性は、自分一人で判断

し対応しなければという責任感が負担に、息抜きも兼ねてパートにも出ましたが、目が離せ

なく、それもやめました。夜も安心して眠れず、持病のリウマチも悪化。週３回のデイサー

ビスから義母の帰宅が近づくと動悸がとまらなくなった。義母の相談に行った病院の精神科

で、医師から心配されたということ。 

 これらの事例のように、介護者を支援する一般社団法人日本ケアラー連盟の代表理事の堀

越栄子日本女子大教授によりますと、介護を嫌がっていると思われることを心配して、介護

者は自分から助けを求めない傾向にあるといいます。介護保険は、要介護者の支援が中心で、

介護者の心のケアなど直接的な支援はほとんどないということも拍車をかけています。 

 国立長寿医療研究センターの荒井由美子長寿政策科学研究部長と富山市が調査したところ、

介護の負担を強く感じている介護者ほど鬱病の程度が高かった。一方、身近に相談できる人

が多いと、介護の負担感や鬱状態が軽い傾向が出ましたという調査がありました。 

 こうした状況を改善するため、埼玉県では、市民団体などが県内27カ所で定期的に介護者

が集うサロンを実施。岩手県花巻市や北海道栗山町は、数年前から社会福祉協議会の職員さ

んたちが介護者を訪問し、相談に乗る事業を始めております。前に出しました荒井部長は、

介護鬱を判定する質問票を早期発見と支援に役立ててもらうため、ケアマネジャーや訪問介

護士に提供することを検討しているそうです。 

 弥富市では、鬱を抱えている介護者の把握、支援対策を検討しておりますでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 

○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） 介護の鬱問題についてでございますが、鬱を抱

えている介護者の把握については、現段階では正確な件数は把握しておりません。したがい

まして、ケアマネジャーに今議員がおっしゃった質問票を提供するということなどは非常に

よい方法であると思いますので、月々開催しております介護保険サービス調整会議という場

で提案をしてみたいと思っております。 

 支援対策でございますが、まずは介護の量を軽減してあげるということが最優先でありま

す。また、サービスを多く利用していただくことも一つですし、ケアマネジャーが介護者の

困っている話を傾聴するなどが主なことになろうかと思います。 

 そこで、ケアマネジャーの資質の向上ということにつながるわけですが、そのために介護
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保険サービス調整会議や認定調査を行っております海部南部広域事務組合の訪問調査員研修

において、精神科医や心理士の講義を開催するなど、検討をしていきます。ほかにも、サー

ビス事業所において家族会を立ち上げていただくとか、今後、実施を計画しておりますふれ

あいサロンが、そういう方向に向かっていけばと思っております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） なかなか表に出てこない問題ではあります。しかしながら、先ほど紹

介しました国立長寿医療研究センターと富山市が市内で実施した調査では、介護者の３割以

上が鬱状態であるという調査が出ております。高齢者介護とともに、介護者への支援もこれ

から考えていかなければならないということでございます。 

 次の項目の質問に移ります。 

 国及び地方公共団体においては、できる限り住みなれた地域で、人生の最期まで尊厳を持

って自分らしい生活を送ることができる社会の実現に向けて、介護・医療、住まい、生活支

援、介護予防が一体的に提供される地域包括ケアシステムが構築されています。この地域包

括ケアシステムとは、ニーズに応じた住宅が提供されることを基本とした上で、生活上の安

全・安心、健康を確保するために、医療や介護のみならず、福祉サービスを含めたさまざま

な生活サービスが日常生活の場で適切に提供できるような地域での体制とされています。つ

まりできる限り住みなれた自宅や地域で暮らし続けながら、必要に応じて医療や介護などの

サービスを使い、最期を迎えられるような体制ということができ、本人、家族の選択と心構

えを基盤に住まいと住まい方があり、その上でしっかりとした生活支援、福祉サービスに基

づいて医療、看護、介護、リハビリテーション、保健、予防が提供されるといった姿が想定

されます。 

 こういったことからわかるように、地域包括ケアシステムは介護保険制度など一つの制度

の枠内では完結しません。地域に暮らす一人一人の暮らし方に関する選択と心構えを前提に、

多様な関係主体がネットワーク化を図ることが必要不可欠です。その際、地域により人口動

態や医療・介護需要のピークの時期、程度が大きく異なり、医療・介護資源の現状の地域差

も大きい実態があるため、目指すべき地域包括ケアシステムの姿は地域によって異なります。 

 また、財政的な制約も踏まえれば、機能の多くを行政を中心とした公的サービスや単一の

主体だけで担うことは困難です。つまり、住みなれた地域で生活を送る高齢者の多様な生活

ニーズに応えられる仕組みをつくるためには、一般財源による福祉事業などの公助、介護保

険などの共助だけではなく、自分のことは自分でする自助を基本としつつ、多様な主体と自

治体が協働しながら地域全体を支え合う互助の体制をつくっていくことが非常に重要でござ

います。 

 弥富市では、行政主導で、現在ささえあいセンターが他市よりもいち早く運営されており
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ますが、私の把握しているところでは、昨年の７月31日現在で、協力会員98名、個人利用会

員105名、法人利用会員２法人となっておりますが、最新の情報をお聞かせください。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 

○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） ささえあいセンターの最新の状況について申し

上げます。 

 １月末におきまして、協力会員の方112名、そのうち年齢層は60代、70代の方で90名を占

めております。また、ホームヘルパーの資格のある方が39名お見えになります。利用会員の

ほうですが140名、年齢層は80代、90代の方で99名を占めております。法人会委員は５法人

であります。 

 次に、援助活動の内容について申し上げます。 

 平成26年４月から平成27年１月までの９カ月間で、見守り542件、調理の援助533件、掃

除・片づけ386件、通院介助368件、ごみ出し241件という状況の中、コーディネーターを通

して適切な運営ができております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） ささえあいセンター事業は大変すばらしい事業ではあると思いますが、

利用会員に生活の維持にかかわるような支援を継続的に提供してもらうようなケアプランを

作成すると、協力会員は安価な労働力として扱われる可能性もございます。インフォーマル

な協力会員に対するこうした見解は慎みたいと思います。インフォーマルな協力会員は、利

用会員との情緒的な結びつきを持っており、その関係の中で生活ニーズを満たす支援を提供

し、協力会員がこうした支援を行いやすいケアプランを作成してもらいたいと思います。 

 ここで、互助という観点から、離れて暮らす高齢者の方を見守る中日新聞販売店の無料読

者安否確認サービス「み・まもーる」を紹介したいと思います。このサービスは、愛知県、

岐阜県、三重県の中日新聞販売店が無料で行う読者サービスでして、登録手続は至って簡単

で、希望される高齢者の方の氏名、住所、電話番号と緊急連絡先の方の氏名、住所、携帯電

話、続柄をお知らせいただくだけです。仕組みとしては、スタッフの方が異常を察知すると

販売店に連絡、訪問や電話などで確認。確認がとれない場合、登録された緊急連絡先へ連絡、

そして安否を確認するというものでございます。中日新聞本社へこのサービスについて問い

合わせたところ、昨年から３県下の販売店から読者の方へパンフレットをポストインしてき

たとのことでした。 

 そして新聞社以外に郵便局、ガス事業者、水道事業者、牛乳・乳酸菌飲料販売店などと、

愛知県下の市町村は高齢者見守りネットワークを協定締結しているとの説明がございました。

32の市町村が、どこかしらの事業者と締結をしております。近隣ですと、あま市が多くの事

業者と、大治町が新聞販売店、金融機関と、愛西市が金融機関と、津島市は協定締結してお
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りませんが、依頼はしており、協力は得ているそうです。弥富市は、高齢者見守りネットワ

ークの市町村協定締結一覧表にはありませんでした。市内の新聞販売店のうち１つの販売店

では、現在６件の方がみ・まもーるのサービスを受けているそうです。市からの協力要請が

あれば、幾らでも協力させていただくとのことをいただいております。ほかの事業者を含め、

弥富市もぜひ協力締結の検討をお願いいたします。 

 次の質問に移ります。 

 認知症サポーター養成講座に関しては、昨年９月議会にて堀岡議員から細かな質問がござ

いましたので、あえて説明することは避けまして、今回はボランティア活動の基礎知識を学

ぶ研修、生活介護支援サポーター養成研修について質問をいたします。 

 ここまで質問をしてきました互助、市民の支え合いの根幹の研修であると思われます。年

に１回定期開催し、受講した方はささえあいセンターの協力会員になるなどして活躍してお

られるそうですという説明がなされておりますが、詳細についてお尋ねをいたします。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 

○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） 弥富市における地域づくりについてということ

で、市民の支え合い、互助への取り組みについてお答えさせていただきます。 

 認知症サポーターに特化しない介護支援サポーターについては、ささえあいセンターにお

いて、「市民がきづく弥富の絆」と銘打って日常生活介護支援サポーター養成研修を開催し

ております。内容は、福祉制度を知っていただくこと、御自身の知識や才能を再発見してい

ただくことの講座や、要援護者とのかかわり方の体験実習などであります。これは、誰もが

安心して弥富市で暮らし続けるために、市民みずからができる範囲でお手伝いをいただくボ

ランティアの育成を目指しています。御本人自身の生きがいづくりや健康づくりに大いに役

立つとともに、互助の精神をつくり出していくものと思われます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） 私も、弥富市の催しではなかったのですが、介護支援サポーター養成

講座に参加をしてきました。高齢などによる孤立化が進む中での地域で高齢者をサポートし、

身近な生活圏域で心がけや目配りで見守り、相談を受けて、介護のこと、認知症のこと、地

域で一緒に考え学ぶ講座でございました。 

 次に、新しく始まっている高齢者向けカフェ、高齢者向けサロンについて質問いたします。 

 そもそも認知症政策推進５カ年計画、オレンジプランの中に記載されている認知症の人や

その家族などに対する支援の認知症カフェ、認知症の人と家族、地域住民、専門家などの誰

もが参加でき集う場所となっております。開設の動機別に類別化しますと、まず認知症の人

と家族が集う場の発展型、運営母体が家族会、運営費用がおよそ年間10から50万円、資金源

は自己資金、財団などの助成金、参加費でして、活動場所は個人の家。そして、認知症また
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は高齢者の専門施設の発展型、運営母体が社会福祉法人、運営費用は年間100から200万円、

資金源は法人、財団の助成金、活動場所が施設の１室。そして、自治体のモデル事業型では、

運営母体が市町村、運営費用が年間200万円以上、資金源は市町村からの補助金、活動場所

は施設の１室。また、地域住民が集う場の発展型ということで、運営母体はＮＰＯ法人、運

営費用は年間100から200万円、資金源は寄附、会費、活動場所は民家、空き店舗ということ

です。既存形態にとらわれない個人の実践発展型というものでは、運営母体はＮＰＯ法人、

運営費用は年間100から200万円、資金源は個人資金、ＮＰＯの会費、寄附など、活動場所は

民家等々になります。 

 カフェは、さきに質問いたしました鬱問題を含め、患者の介護に悩んでいる家族の心のよ

りどころになると期待をしております。そして、全国的にふえていますが、「認知症カフ

ェ」というキーワードをインターネットで検索しても欲しい情報にたどり着かないことが多

いです。名称を工夫しているからでございます。認知症カフェでは、やはり集うのを控える

傾向でして、今回弥富市でも始まっているカフェでも、それぞれ名前を工夫されています。 

 また、資金繰りはまだまだ苦労されているようで、せっかく始まったのであれば長い期間

継続をお願いしたいものでございます。 

 弥富市は、この４月に本格的に開設する高齢者向けカフェに対して指導はされております

か。また、委託料として新年度予算に組み込まれておりますが、委託先として介護サービス

事業所及び福寿会、自治会となっておりますが、予算の配分などは一律なのでしょうか。事

業内容により変わるのでしょうか。これらを含めて、全体の内容を聞かせていただきたいと

思います。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 

○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） 一部介護事業所において取り組んでいただいて

おります、ふれあいサロンと言っておりますけれども、内容について申し上げます。 

 指導というよりも、その内容について協議をさせていただいたところであります。 

 中身につきましては、講座、講演会、演奏会、運動など、多くの人が参加しやすいような

企画を行うこと。また、飲み物などの提供を行うカフェを行い、希望者からの相談を受ける

こととし、認知症の相談に対応できる社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、保健師、

看護師、作業療法士、介護支援専門員などの専門職を最低１名以上参加させることが望まし

いこと、弥富市ささえあいセンター協力会員など、弥富市が養成したボランティアの受け入

れを行うことが望ましいこと、参加者同士の交流があること、専門職種が個別相談に対応で

きるように配慮すること、相談内容により適切な関係機関が行う支援につなぐことなどとし

ていますが、まずは始めていただくことが重要と考えています。 

 今後の支援としましては、市の委託事業として位置づけ、経費を支援していく計画でござ



－６６－ 

います。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） まだ私も一部のカフェを見学させていただいただけでして、全体を把

握しておるわけではございませんが、こうした場が互助の第一歩であり、ここから高齢者同

士、または介護者同士の喜びやつらさを分かち合い、気遣い合っていければいいのではない

でしょうか。 

 それから、さきにも申しましたが、高齢者向けのカフェは始まったばかりでございます。

余り最初からあれもこれもとメニューを作成せず、肝心なのはいかに長続きする運営をして

いただくかです。事業者などと十分な話し合いを、よろしくお願いをいたします。 

 最後に、間もなく発表される第６期介護保険事業計画・高齢者福祉計画についての質問で

ございます。 

 さきの１月６日から２月５日まで、パブリックコメント実施のために素案が閲覧可能でご

ざいましたが、第５期から第６期に移行する中で特筆する事項をお聞かせください。 

○議長（佐藤高清君） 八木介護高齢課長。 

○民生部次長兼介護高齢課長（八木春美君） 第６期介護保険事業計画の概要でございますが、

高齢者が住みなれた地域で生活を継続できるようにするため、介護・医療、生活支援、介護

予防、住まいを一体的に支援する地域包括ケアシステムの構築や、ケアマネジャーが利用者

の主治医と連携を深められるようにするために、市内の医療機関、医療関係者と介護サービ

ス事業者、介護専門職とが日常的に連携できる電子連絡帳の導入を検討していきます。 

 また、地域包括支援センターの機能強化とともに、介護サービスの質の向上のため、地域

ケア会議において専門職、他職種間の研修を実施し、資質向上を図っていきます。 

 健康寿命の面では、その寿命を延伸し、高齢期に活力ある生活を送れるよう、栄養・食生

活の改善、身近な地域での主体的な健康づくり活動の拡大等に取り組むとともに、元気で健

康な高齢者が身近な地域において通える場を充実させ、参加者やその活動の拡大を図るなど、

引き続き元気塾の開催や、ささえあいセンターの拡充をしていきます。 

 認知症、閉じこもり予防のためには、予防教室やふれあいサロンを開催し、介護予防の機

能強化を図り、認知症の方も地域で生活しやすい環境づくりを目指し、認知症サポーター養

成講座を積極的に開催していきます。 

 さらに、今後は医療ニーズの高い後期高齢者が増加していくことが見込まれることから、

在宅医療連携拠点機能の中心的役割を果たすことが期待される市医師会等との連携強化によ

り、退院調整や日常の療養支援等について、在宅側の職種、これはかかりつけ医や訪問看護

ステーション、ケアマネジャーなどであります。そういった方々へも周知し、地域のケア提

供者と協働で支援していく仕組みづくりに取り組むこととしております。 
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 最後に、保険料につきましては、介護保険条例の一部改正として案を提出させていただい

ているとおりでございます。これにつきましては、低所得者の方に配慮した負担割合を設定

し、軽減の強化を図ったところでございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） 住みなれた町で、人とのつながりや役割を持って暮らし続けることが

地域みんなで支え合うケア、地域包括ケアでございます。 

 介護保険制度が始まって15年、介護の社会化、介護の市場化などの矛盾が生じてきており

ます現在、利用者や家族、地域の人たちを主人公にした市民の互助でしか実現しないのでは

ないでしょうか。居場所が奪われ、自分の役割を失い、自分は価値のない人間だと感じるな

どの不安要素を取り除くケアを施し、普通の生活を送る中で、平凡だけれども、ともに暮ら

す人がお互いに喜びやつらさもみんなで分かち合う、気遣い合って暮らすこと、最期まで安

心して住みなれた町で暮らせるよう、これからも万全な地域包括ケアを構築していっていた

だきたいと思います。 

 最後に統括して、市長から介護、特に互助関係についてお考えをいただきたいと思います。

お願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 三浦議員にお答え申し上げます。 

 第６期の介護事業計画・高齢者福祉計画がいよいよ27年、向こう３年間という中でスター

トするわけでございます。 

 御承知のように、超高齢化社会に対して、介護認定をされる方もふえてまいりました。そ

して同時に、介護に対する給付額という形の中で、非常に大きな介護サービスのための負担

金というものがふえてきておるわけでございます。市といたしましてはしっかりと介護を支

えていかなきゃならないと同時に、市町村負担が大きくなってまいります。 

 また、１号被保険者、２号被保険者に対しても、保険料ということに対して大変御負担に

なっているだろうと思っております。これから国に対しても、この辺のところについては大

いに改善していただくように、我々としては要望してまいりたいと思っておるところでござ

います。 

 いずれにいたしましても、介護を支えていく中で、多くの市民の皆様の御協力でやってい

かなきゃならないと思っております。介護の保険料の一部改正という中で、今回３月議会に

提案させていただいております。また熟知していただいて、御承認賜りますようお願いを申

し上げておきます。ありがとうございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） それでは、２つ目の質問に移りたいと思います。 
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 弥富市職員提案制度についてでございます。 

 例規集の中から、弥富市職員提案規定を見てみますと、事務事業の改善に関する職員の自

由で独創的な発想による提案を奨励し、実施することにより行政効果の向上、事務の能率化

及び職員の資質の向上を図ることを目的としております。 

 提案内容は、提案者の創意、または研究による具体的かつ建設的なもので、市民サービス

の向上に役立つもの、事務能率の向上に役立つもの、経費節減に役立つもの、またそのほか

公益上有効であるものが上げられております。 

 地方自治体において、職員は行政のプロであり、その資質が市民生活の向上に直結してい

ると思われます。高度な能力と包容力のある人間性が求められていますが、昨今の不況の影

響で自治体の財政はますます厳しくなり、企画・政策の立案能力と遂行能力も問われている

と思われます。 

 職員提案制度といえば、全国的にも豊田市役所が有名でございますが、昭和40年代から始

まっていて、ここ10年でも毎年6,000件以上の提案があり、多い年は8,000件を超えているそ

うでございます。豊田市役所の財政力指数は1.0をはるかに超えておりますが、早くから民

間委託などに取り組んでいて、お金がある自治体は余り行政改革に取り組んでいないと思わ

れがちでございますが、学ぶべき点がたくさんある市役所ということでございます。 

 我が弥富市では職員提案の現状、提案数から提案内容、採用数などを聞かせてください。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 職員提案の現状、採用についてでございますが、平成26年９月に

実施をいたしました。そのときの提案数は77件、うち共同提案が24件でございました。その

中で採択数が13件、うち共同提案は３件でございます。それで、検討ということにしたもの

が29件、うち共同提案は７件でございました。不採択が35件、うち共同提案であったものが

14件という内訳でございます。 

 それで、提案の中で採択したものの内容の中の主なものについてでございますが、１つと

して、各課ごとの公用車の管理をグループウエアの利用により職員が共有できるようにする

ということで、全ての公用車というわけにはいきませんが、このグループウエアで管理でき

るものはそのような形に切りかえるというのが１点目でございます。 

 ２点目でございますが、各課での毎日の仕事を始める前に打ち合わせというのは従来から

行っておったわけでございますが、それを業務終了時にも行うようにして業務の区切りをは

っきりとさせ、時間外作業の把握や協力体制の確認を行うようにしたというのが２点目でご

ざいます。 

 ３点目として、事務引き継ぎがスムーズに行えるよう、引き継ぎ書のフォーマットを統一

するというのが３点目ということで、ほかにもございますが、主な内容としてはそういうと
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ころでございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） 一昔前であれば、多くの市民が、市の職員は住民票の発行や課税など

の制度に決められたとおりに実行することが第一の業務だと思われがちでございましたが、

顧客ではないですが、市民満足度の向上や経費節減の努力をしている姿がまだまだ見えてい

ないように感じます。このような姿を市民の皆さんに見ていただくのも必要なことではない

かと思います。 

 次に、ＮＰＭ（ニュー・パブリック・マネジメント）に関して質問をいたします。 

 ＮＰＭとは、民間企業における経営手法などを公共部門に適用し、そのマネジメント能力

を高め、効率化、活性化を図るという考え方をいいます。 

 1980年代半ば以降、イギリスやニュージーランドなどにおいて形成された経済財政諮問会

議は、ＮＰＭに基づいて、より効率的で質の高い行政サービスの提供へと向かわせ、行政活

動の透明性や説明責任を高め、住民の満足度を向上させることを目指すとしています。簡単

に言いますと、行政が行ってきた公共サービスに市場メカニズムや民間企業経営の理念を取

り入れ、より効率的なものにしようということでございます。具体的内容は、行政コストの

削減により効率化、民営化、アウトソーシングの推進、競争原理の導入、結果主義による公

共サービスの向上、市民を顧客として位置づける官僚制を緩やかな管理組織へ、説明責任の

明確化などが上げられます。 

 国政では、1990年代後半のいわゆる橋本行革はＮＰＭを意識したもので、独立行政法人制

度の導入や政策評価の制度化などが決定されております。小泉改革もやはりこの理念でござ

いまして、郵政民営化はもとより、規制緩和の実施、国立大学の独立行政法人化などを推進

していったのであります。 

 しかし、地方自治体において、現在ＮＰＭという概念が浸透しているのでしょうか。民間

委託を円滑化する指定管理者制度など法的な制度が整っていますが、うまく活用されておる

のでしょうか、お尋ねをいたします。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 弥富市の行政改革大綱におきまして、改革の基本的な考え方とし

て、市役所全体の機能を最適化し、市役所が真に市民に役に立つところとなり得るためには、

まず市役所自身が自己改革を行うことが必要であり、そこで、本市では行政を経営するとい

う概念を導入して市役所の仕事の進め方や考え方を大きく変える新たな行政経営 ―― これ

ＮＭＰでございますが ―― の仕組みを構築するとともに、実際に改革を担う職員の意識改

革、能力開発を重視し、市役所の組織・文化や体質を変える行政改革に取り組んでいるとこ

ろであります。 
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 職員提案制度につきましては、政策提案や事務改善への意見が検討され、実現に向かう仕

組みを整備することにより、職員の意欲と能力が最大限に発揮できる環境づくりに努め、課

題の解決に向けて知恵を出し合い、それぞれが主体的に改革に取り組む新たな行政手法の一

つであると考えております。 

 また、この指定管理者制度の取り組みにつきましては、現在、障害者生きがいセンター、

高齢者生きがいセンター、デイサービスとして７つの施設の管理を行っております。以上で

ございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） また、「ナレッジマネジメント」という言葉がございます。日本語で

は知識管理、または知識経営という意味ですが、個人の持つ知識や情報を組織全体で共有し、

有効に活用することで企業業績を上げるという経営手法でございますが、民間企業の手法で

はございますが、ナレッジマネジメントを浸透させることにより、個人の能力の育成や組織

全体の生産性の向上、意思決定のスピード向上、業務の革新が実現できると考えております。

この経営学を導入した組織改革を実践し、地域全体で市民との協働による知識の創造、生涯

学習の推進による政策研究の発展に取り組んでいくことも必要であると思われ、ナレッジマ

ネジメントなどの考えの導入もこれから検討していっていただきたいと思います。 

 次に、先ほどの職員提案制度でございますが、愛知県内で見ますと、職員提案をホームペ

ージ上で開示している市がございます。蒲郡市、稲沢市、知立市などでございます。蒲郡市

は採用提案の概要、知立市は優秀案の一覧、稲沢市に至っては採用提案をランクづけし、実

施から調査・研究までをアップされております。弥富市は、開示の予定はございますでしょ

うか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 提出されました全ての提案につきましては、職員には公開し、周

知いたしております。 

 また、採択された提案につきまして、市のホームページに掲載しております行政改革の実

施計画の取り組み状況、そちらの中で公表する予定でございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） ぜひともお願いをいたします。職員の皆さんの考えが、より市民に伝

わるんだと思います。 

 最後に、これからも職員提案制度が活性化していただくことを祈りますが、これには幹部

層の方々の積極的な改善提案があってからこそだと思います。 

 しかしながら、この３月をもって多くの幹部の方が定年退職を迎えられます。市民の方々

から、一度にこれだけの異動があって、行政サービスに影響はないかということがこのとこ
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ろたまに問われることが多くなってきております。優秀な職員そろわれているわけでござい

ますけれども、新年度において変わらぬ行政がとり行われることを信じております。 

 市長から新年度に向けての言葉をいただいて、今回の私の質問を終わります。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 三浦議員にお答え申し上げます。 

 平成26年度３月末という形で、今年度の大量定年の退職者でございますけれども、３月末

におきまして20名の職員が定年退職を迎えます。内訳といたしましては、行政職が15名、保

育士が２名、学校用務員が２名、そして市役所の用務員の再任用が１名の計20名でございま

す。特に行政職では、部長が４名、次長課長が６名、その他５名という形で15名いるわけで

ございますけれども、管理職の退職が10名ということで、今回、際立った形かなと思ってお

るところでございます。 

 再任用職員という形の中では、この制度を使って退職者のうち15名が残ってくれます。新

たな気持ちで、今までの知識、あるいは経験を生かして職場の活性化に努めていただきたい

ということを申し上げておるところでございます。 

 一方、新規の採用ということでございますけれども、これは18名採用計画をさせていただ

きました。内訳といたしましては、行政職が11名、保育士が６名、そして用務員が１名でご

ざいます。新しい職場に４月からついてくれるわけでございますけれども、新たな気持ちと

同時に、大きな意欲と目標を持っていただいて、自己啓発に励んでいただきたいと思ってお

ります。 

 先ほども言いましたように、管理職の退職が10名と多いわけでございますが、このことは

もう既に私どもとしては当然予測しておったことでございますので、数年前から１つの部署

に対して２人の次長制度というものを取り入れておりました。そうした形の中で、次長とい

う形で、新しいポストで力を大いに発揮してくれるというふうに信じておるところでござい

ます。 

 いずれにいたしましても再任用職員、あるいは臨時職員も含めまして全ての職員、今弥富

市は340名の職員でございますけれども、今後とも市民サービスの向上に一丸となって努め

ていきたいと思っておりますので、また議員各位の御協力もよろしくお願い申し上げます。

以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 三浦議員。 

○８番（三浦義光君） よろしくお願いをいたします。終わります。 

○議長（佐藤高清君） 暫時休憩とします。再開は午後２時５分とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午後１時53分 休憩 
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             午後２時05分 再開 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（佐藤高清君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に那須英二議員、お願いします。 

○４番（那須英二君） ４番 那須英二、通告に従いまして、２点の項目にわたって質問させ

ていただきます。 

 今回は、防災と、その後に財政改革、運動公園について質問させていただいております。

通告ではちょっと変更して、防災のほうを先にさせていただいております。 

 あの東日本大震災より本日でちょうど４年ということで、午前中、平野議員からも御質問

がありました。阪神・淡路大震災からも20年、そしてついこの間、長野のほうの震源であっ

た地震でも、この弥富では震度２から３というような地震も起きました。そのとき私、寝て

いたんですけれども、一瞬ついにこの地域に東海連動地震が来たかと一瞬びっくりしたわけ

でございますが、実際はそういった地震だったのでまだよかったということでございますが、

ただ、本当にいつ来てもおかしくない、そんな状態が続いて、市民の方も大きく不安を抱い

ている方、たくさんいらっしゃると思います。 

 そんな中で、先月、２月に私ども市議会で浦安に行きまして、弥富で大きく心配されます

液状化について、現地での話や、実際どのような状態だったのかということを見てまいりま

した。そこで感じてきたことは、まだまだ弥富ではやれていない対策や想定がたくさんあっ

て、この弥富では防災対策、また災害時の対策が今最も優先しなければならないことだとい

うことを改めて実感してまいりました。 

 この弥富市では、来年度から危機管理課をつくり、防災対策を強化していくということで、

施政の方針でも述べられておりました。まず初めに、この危機管理課というものは、今まで

の防災安全課とどのように違うのか、お答えください。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 近年の自然災害、異常気象の頻発、大規模化、想定していなかっ

た新たな危機管理事案の出現などに鑑みまして、担当課が不明、または部をまたぐ対応が必

要な不測の事態に、迅速に全庁的な危機管理体制の強化を目的として、防災安全課から危機

管理課といたします。危機管理課の業務の内容につきましては、地震等の自然災害や国民保

護法への対応を初め、交通安全や防犯など、市民の安全・安心を確保するためのさまざまな

政策を企画、立案し、推進してまいります。 

 昨年は、防災安全課に自衛隊ＯＢを危機管理相談員として迎え、初めての試みではありま

したが、９月19日金曜日に南海トラフ巨大地震の発生、津波を想定し、海部南部消防署、蟹

江警察署の協力と、来庁されている市民の皆様に避難誘導訓練への参加協力をお願いして、
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市役所の防災訓練を実施いたしました。 

 また、市民の生命・生活及び財産を守ることを目的とし、大規模災害時においても行政機

能、行政活動を継続するため、事前に必要な資源の再配分や対応方針、手段を定める業務継

続計画の作成にも取り組む計画でございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） 要約しますと、今まで部をまたいで不都合であったものを、今回はま

とめたことによって素早く対応していくということでございました。大いに、こうした危機

管理に対してしっかりと強化していくことは、私どもとしても喫緊の課題としてやっていか

なければならないことだと思っております。 

 先日、浦安で話を聞いてきまして強く感じたことは、この発災時と救助支援の対応・対策

が、弥富ではちょっとおくれているのではないかと感じてまいりました。 

 そこで、私はいろいろと考えていたんですが、段階を４つに分けて震災の対策をちょっと

考えてみました。まずゼロ段階として防災、要するに地震が起こる、災害が起こる事前準備

という部分でゼロ段階、１段階目として発災時、いざ地震が起こったときということと、２

段階目として地震が起きてから救助を待つ間、３段階目としていざ復興へという段階の中で、

どんな想定がされるのかということで思いをめぐらせて考えてまいりました。 

 例えば、ゼロ段階目の防災の視点においては、避難所の確保であったり、午前中も平野議

員が言われたように堤防の強化であったり、また避難所まで行くためのルート、例えば橋で

あったり道路であったり、または家の中で地震が起きても命の危険から身を守るということ

で、耐震診断であったり、家具固定であったり、または今保育所に順次配付していっている

ライフジャケットの配備であったりというところで、事前準備という段階でゼロ段階は考え

られるということでございます。どれ１つとっても本当に重要なことでございますが、細か

く全部つついていくととても時間が足らないので、ここでは大きく、午前中も少し話された

ということでありますけれども、堤防の強化や橋の補修の計画が現在どのようになっている

かと、もう１点、避難所が、先日出た県の避難シミュレーションにしてもまだまだ足りてい

ないということで、これをどうしていくかという部分で問いたいと思いますので、お答えを

お願いします。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） まず堤防や橋の補修計画はどうなっているかということにつきま

して、私から堤防についてお答えさせていただきます。橋の補修計画については、後ほど開

発部長からお答えいたします。 

 まず、この堤防につきましては、平成26年12月に第３次愛知地震対策アクションプランが

策定され、アクション項目として河川・海岸堤防の耐震化等の推進がございます。取り組む
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事項の内容は、津波等により浸水することを防ぐため、堤防等の耐震化を推進します。また、

津波が堤防を超えた場合にも流失しにくくするため、粘り強い構造への強化等を推進します

とあり、今後は農地、海岸堤防、河川堤防及び建設海岸堤防の耐震化と補強・補修計画を進

める計画となっております。 

 次に、避難所が県のシミュレーションでも足らないとしているがどうしていくのかという

御質問でございますが、本年２月に弥富市をモデルとした津波避難シミュレーションの結果

が愛知県より示され、建物上層階への垂直避難や避難場所の一層の増加などにより、避難未

了者が減少するとの結果が出されております。 

 弥富市におきましては、津波・高潮緊急時避難場所の確保として、新白鳥保育所、白鳥小

学校の整備を進めております。また、弥生小学校、十四山保育所の整備も平成27年度におい

て計画しております。 

 このように、緊急時避難場所を確保することにより、避難できない人を解消するよう、公

共施設の屋上の整備や民間施設などの避難できる施設の指定の拡大に努力してまいります。

以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 石川開発部長。 

○開発部長（石川敏彦君） それでは、橋梁の関係について答弁させていただきます。 

 橋梁の補修計画につきましては、市では橋の長さ15メートル以上の橋梁を、長寿命化修繕

計画に基づきまして順次補修等の施行をしているところでございます。 

 また、道路法が改正されたことによりまして、市では今年度より現存する橋梁などの道路

構造物の予防保全、老朽化対策として、橋梁については５年に１度計画的に定期点検、診断

を実施することとしております。市が管理いたします橋の長さ２メートル以上の橋梁につき

ましては、計画的に点検・診断を進め、点検結果によりまして補修が必要となった場合につ

きましては、速やかな対応を行う予定でございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） まず橋については、しっかりと点検をされて、順次その診断にエラー

があった場合、直していくということであるので、しっかりと行っていっていただきたいと

思っております。 

 そして避難所に対しては、また後で述べてまいりますので、ここでは先に進みます。 

 今度、先ほど言われたように、新しい避難マップをこの３月か、もしくは４月に配布され

るとお聞きしましたが、これは以前と同じものであるのか、それとも改良したものであるの

か、まずお答えください。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 避難マップということでございますが、今弥富市防災ガイドブッ
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ク、こういったものを今作成中でございまして、こちらのほうに緊急時の避難場所等が記載

されて、さらに一時避難所等の場所を表示した地図が載せてございます。これを本年度末に

配付する予定でございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） 前回とは、ガイドブックがついたということで、地図自体は変更がな

いということですか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 数年前に作成してお配りしました地図につきましては、あくまで

も当時の時点における津波・高潮の避難場所とかを記載しておりましたので、それ以降、新

たに津波・高潮避難場所に指定された施設をここに加えまして、最新の状況で地図に載せま

して、その地図を載せたガイドブックをお配りするということでございます。以上でござい

ます。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） はい、わかりました。新しく更新したもので配られるということで、

改めて自分がどこに避難するのかということを市民一人一人がわかっていただければいいか

なあと思っております。 

 それで、弥富の人口は約４万5,000人ほどいらっしゃいますけれども、じゃあこの４万

5,000人が全て市で指定された避難所に行くかといえば、必ずしもそうじゃないと思うんで

すね。というのは、例えば耐震の住んでいるマンションの３階以上に住まれている方は、下

手したらそんな一時避難所、例えば２階しかない屋上の避難所に行くよりも自分の自宅のほ

うが安全じゃないかということもありますので、本当に避難が必要な方の人数をしっかりと

把握をした上で、市民一人一人が家庭にいた場合、私はどこへ逃げたらいいんだということ

が明確にわかるような形で、今後進めていくのが重要なポイントになると思いますが、その

あたりについてはいかがでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） まずマンションの上層階のほうに見える方の人数は把握しており

ませんが、議員御指摘のように、どこに避難したらよいかを把握していくことは大変重要と

考えております。今後、津波避難のシミュレーションを参考にしまして避難計画を策定して

まいります。 

 次に、家庭にいた場合にどこに逃げるか明確にわかっていることが重要ということでござ

いますが、先ほどお示ししました防災ガイドブックにも掲載させていただきましたが、日ご

ろからの備えとして、緊急時避難場所の確認や避難経路の確認をしていただきますようお願

いしたいと思います。以上でございます。 
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○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） 今、マンションの３階というか、安全圏にいる方の人口は把握してい

ないということでございましたが、今していないから、じゃあそのままということではなく

て、やはり今後これをしっかりと把握した上で、本当に避難が必要な人たちはどれだけいる

のかを算定しながらやっていくことが、効率よく避難計画を進めていく上でも重要なことと

なってくると思いますので、ぜひ今後検討していっていただきたいと思います。 

 じゃあ進めます。今までの段階で、これが事前の準備、防災という観点でございました。

本発信の１段階目、災害発生時の対策は、結構一番大変なところだと思っております。例え

ば、避難所へ自力で逃げられない人たちはどれだけいて、そういったときに職員はどうする

のかというような動き方であったりするわけでございますけれども、例えば浦安では、話を

聞いてきますと、発災時の職員のマニュアルはもちろんあったんですけれども、ところがい

ざ震災が起こってみると、すぐに動けなかったということが話に上がっておりました。今後、

訓練の強化や、個人個人のマニュアルをつくって浦安は対応されているということでござい

ますが、ぜひとも弥富でも訓練の強化や、浦安で取り組んでいるような職員の個人個人での

マニュアルつくりなどを参考に、こうした強化をしていただきたいと思っております。 

 例えば自力で逃げられない人たちの対応は、市役所の人たちが一人一人出かけてやるとい

うのは不可能でありますので、例えば自主防災会などで要望して、どこに誰がおるのか、ど

んな人たちが救助を求めておるのかをしっかりと把握して、必要なものを取りそろえていく

ことが必要になってくるんではないかと思っております。例えば物で言えば、その人たちを

運ぶにはどうしたらいいのか、担いで運ぶのかというのがあると結構苦しいものがあります

ので、例えばリヤカーの配備であったり、こういった形で自主防災会に要請していく部分が

あるかと思っております。 

 または、市としてできることはないのかということで考えますと、例えば市のほうが防災

アンケートなどを行って、支援の要る方がどこにいるのかを把握した上で、近くの自主防災

会に対して協力を仰いでいく方法もございますので、そういった観点から今後進めていくこ

とが望ましいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） まず職員の個人個人のマニュアルづくりということでございます

が、災害時職員行動マニュアルというのを平成19年度に作成しており、職員に周知している

ところであります。 

 また、先ほど最初の質問でもお答えさせていただきましたが、本年度の９月に市職員が全

員参加することにより、大規模災害発生時における迅速かつ的確な応急活動のための協力体

制の確立や、各機関の連携した防災力の強化を図り、防災意識の向上を目的に、市役所にお
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いて防災訓練を実施したところでございます。今後とも定期的にこの防災訓練を実施するこ

とにより、市職員の防災対応能力の向上を図ってまいります。 

 次の避難要支援者の把握と、防災会への避難の協力依頼についてでございますが、高齢者

や障がい者等の災害時要援護者を災害から保護するなど、災害発生時に被災者の避難救護を

円滑に実施することは大変重要になってきます。自主防災組織などの地域の支援者と連携を

とることにより、支援体制の整備をしてまいります。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 那須英二議員。 

○４番（那須英二君） 我が市では、そうした訓練も行っているということでございましたが、

浦安で話を聞くと、マニュアル自体はもともとあったんですよね。ところがそのように動け

なかったという現実があるので、そういった事例を参考にしながら、浦安にも何度か出かけ

られていると伺っておりますので、そういったことを参考にしながら今後強化していってい

ただきたいということでございます。 

 先に進めます。それが発災時ということでございます。 

 その次、ここが一番私としては、この浦安を視察に行く上で重要なポイントだなあと感じ

てきたところになるんですけれども、要するに一時避難所に逃げたはいいけど、そこから救

助を待つ間どうするのかという部分になってきます。いざ一時避難所に避難しましたと。し

かし、救助を待つ間、本当にどうしたらいいのかわからないというような状況が、今の段階

では想定されていないんではないかと私は感じるわけでございます。 

 例えば浦安では、トイレが使えないなどにより便袋の対応に困ったということが話であり

ましたが、弥富はその比じゃないと思うんですね。というのは、浦安では比較的、先ほど午

前中にも平野議員から報告があったように、土地が高いわけです。そうすると浸水による被

害がなかったわけでございました。じゃあ弥富はどうかというと、ほぼ全域がゼロメートル

以下で、しかもそこから液状化が進み、低いところからさらに沈下のおそれがあるというこ

とでございます。東日本大震災のように、直接津波により波がさらって被害に受けるという

ことは考えにくいんでございますけれども、ただ川を遡上したり、または堤防が決壊する、

そして浸水に至るということは、可能性としては大きくありまして、それを抜きにして防災

計画は立てられない、考えられないということでございます。 

 例えば、ここがすごく重要な部分だと思うんですけれども、今、保育所など、屋上へ外階

段をつけて一時避難所という形で指定しておりますけれど、例えば浸水が始まって足が水に

つかった状態、もしくは水の中をくぐり抜けて何とか一時避難所にたどり着いた。しかし、

その屋上でこの冬場、一晩、二晩、場合によってはもっと長時間をここで過ごせるのかとい

う問題でございます。 

 ここで聞いておきたいのは、屋上へ避難してきた場合、救助が来るまで一体どれぐらいか
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かるんでしょうか。一晩や二晩で救助が来るような体制になっているんでしょうか。このあ

たりはいかがでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 弥富市は、全域が海抜ゼロメートル地帯でありますので、浸水が

大変危惧されております。津波・高潮緊急時避難場所を使うような大きな災害におきまして

は、行政も混乱していることが予想されますが、関係機関と早期に調整をとり、迅速な救助

活動が実施できるように最大限の対応をしてまいります。 

 それで、一体何日で来るかということでございますが、これにつきましては災害の程度に

もよりますので、一概には答えられない部分でございますが、自衛隊の救助活動につきまし

ては、１日から３日で開始されると聞いております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） １日から３日で自衛隊のほうが来るということでございましたが、例

えば３階以上の建物があれば、２階部分まで水がつかったとしても部屋の中に入れますし、

暖もとれます。必要な物資があるならば、そういった倉庫も置くことができるし、物品に対

しても備えることも可能かもしれませんけれども、例えば桜保育所などのような避難所で考

えますと、住民の方からこういったことがありました。私の家とそんなに大して高さは変わ

らないんじゃないかと。じゃああそこに逃げてどういったメリットがあるのかということも

伺いました。そういった屋上しか使えないような場所が避難所になっているのはどうするん

でしょうか。市の指定する避難所に逃げたはいいけど、そこで生命の危険があるようなこと

になっては大変なことになります。そこで自助とか共助とかというか、それよりも前にやは

り公共が、この施設がその考え、形を示していかなければならないと思いますので、こうい

った状況の中で今後の計画をお聞かせください。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） まず津波・高潮緊急時避難場所と通常の台風時における市指定の

避難所については、必ずしも一致していないという部分がございます。そういった部分を、

今回配布する防災ガイドブックにおきまして、それぞれ表示してお配りさせていただきます。 

 この津波・高潮緊急時避難場所につきましては、災害時に危険を回避するため、命を守る

ために一時的に避難する場所であるために、主に台風時一次市指定の避難所のように、避難

生活が可能な場所とは異なり、整備が整っていない場所がございます。そのため必要と思わ

れる物資につきましては、自助の範囲での日ごろからの備えつけをお願いしたいと考えてお

ります。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） 私が言っているのは、物資等の問題ではないんですね。要するに、例
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えば屋上、今避難所によく指定されていると思うんですけれども、体がぬれた状態で冬場一

晩過ごせるんですか。ここでもし凍死というようなことが起こり得れば、誰が責任をとるん

でしょうか。そういった部分をしっかりと詰めていただきたいということでございますので、

そういったお考え方をお願いします。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 那須議員にお答えする前に、この一般質問の概要というか、あらまし

をきのうの夕方いただいたような状況で、私どもとしては一回も全員で確認をしてないんで

すよね。だから、それぞれの立場で今話をしているもんですから、質疑の中に少しかみ合わ

ない部分もあるかなというふうに思っておりますので、今後はもう少し事前に通告していた

だいて、私どもとしては協議のする場を持たせていただければと思っております。 

 今さまざまな形で浦安のお話をしていただき、一時的な避難場所に対してどうしていくん

だということは、今回の震災で私たちが大きく教訓として学んだことじゃないでしょうか。

単に体一つで持っていくというものではなくて事前に備えをしていく。いわゆる二、三日の

食料であるとか、あるいは自分が常用している薬であるとか、あるいは交換の下着であると

か、そういったようなものは事前に準備していくということが、今回私たちがこの災害から

学んだ教訓だと思っております。だから、そういうような状態をさまざまな自主防災組織、

あるいは今後検討しておりますけれども、出前講座等でこういった問題を集中的にお話をさ

せていただきたいと思っております。これだからこうだ、これだからこうだということじゃ

なくて、我々が学んだことをもう一度きちっと市民の皆さんとも整理をしながら進めていき

たいと思っております。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） 何度も繰り返しになってしまうんですけれども、要するに市の指定す

る一時避難所に逃れました。しかも、食料などを持ち込んできましたといった場合でも、そ

こで寒さ等もしのげるのかといったら、例えば毛布を持ってきたとしても、ぬれた体で屋上

に一晩おったらどうなるかわからないような状況になってしまうじゃないですか。そういっ

た部分をしっかりと今後検討していってほしいということなんです。 

 もっと言えば、私が考えるには、例えばけがや衰弱した方がもし避難所に逃れてきた場合、

病院まですぐ搬送するようなシステムが必要になるんじゃないかなと。そこで必要なのは、

その病院にまで運べるようなボートを避難場所になっているようなところにおいては用意し

ておくとか、そういった部分で公共の対応でもできる部分があると思うんですよね。そうい

った部分をしっかりと今後煮詰めていっていただきたいということでございます。 

 そのほかには、例えば屋上しかない場合、吹きざらしですよね。じゃあそこでどうやって

便袋を使うんだといったことも考えられますので、そういった細かい部分において、一個一
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個においてシミュレーションをして何が必要なのか、何が公でできて何を自主防災会にお願

いして何を個人にお願いするのか、こういった部分を明確に分けて、今後しっかりと検討し

ていっていただきたいと思っております。 

 じゃあ第３段階へ移ります。 

 第３段階は、いよいよ復興ということで、浸水した場合、どれだけの月日が復興までかか

るかとか、避難救助された人たちが、例えば一時避難所で救助されましたと。ところが、家

がつかっていたらそこに住むことってなかなかできないと思うんですけれども、そういった

場合、じゃあどこで暮らすんだと。協力都市の体制であったり、そういったありとあらゆる

想定の中で知恵をふるって今後対応していっていただきたいと思っておりますが、いかがで

しょうか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） 災害復旧・復興につきましては、被害の大きさにもよりますが、

伊勢湾台風での堤防締め切りに要した期間は45日間、その後、排水に要した期間は19日間で、

合計64日間要しました。しかしながら、東海ネーデルランド高潮洪水地域協議会では、堤防

仮締め切り、排水作業に要する日数を最大で12日間と見込んでおります。 

 また、協議会において弥富市を含むゼロメートル地帯では、浸水被害があった場合に市域

外へ広域避難が必要になるとして、広域避難を模索しているところですが、広域避難には課

題が多く、結論は出ておりませんが、引き続き研究してまいります。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） 伊勢湾台風のときよりは日数が短縮され、広域避難も考えられている

ということであるので、今後もしっかりと進めていっていただければと思っております。 

 最後に、県の避難シミュレーションからもありましたが、例えば県のシミュレーションで

は、18カ所を新たに架空のものとして追加してもまだまだ足りないわけでございます。だか

らこそ先ほども申し上げたとおり、本当に避難しなければならない人がどれだけいるのかを

しっかりと把握した上で、防災アンケートなどをして、広域的に市民の方からも意見を求め

て、使えるようなところはしっかりと対応していく、こういった姿勢が必要になってくるん

じゃないかということで、今ある屋上部分に関して、繰り返しになるんですけれども、本当

に屋上しかない避難場所で大丈夫なのかということを踏まえた上で、今後の一時避難所の指

定を考えていっていただきたいと思っております。 

 まだまだたくさんの課題がありますけれども、今後しっかりとした対応を期待しまして、

震災関係の質問は終わらせていただき、次の質問に移ります。 

 ２項目といたしまして、今度財政計画と運動公園についてでございます。 

 財政計画の中で、よく説明に使われますのが、中期財政計画というものがございます。そ
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こでは、よく言われるのが、合併算定がえによる特例措置が今後減っていくので、今後の財

政が厳しい、赤字になるというような説明を受けてまいりました。 

 そこの中で、歳入に対する取り組みとして、未収金の対策であったり、公共施設使用料の

見直しであったり、保育料の見直しであったり、前には都市計画税の導入などが検討課題と

して上がってまいりました。また、歳出の取り組みとしましては、補助金の見直しや扶助費

の見直し、特別会計繰出金の抑制や民間委託の推進などが計画されていたわけでございます。 

 実際には、例えば保育料などは上げないということで決断されて、本当にこれはよかった

と思う反面、逆に国保の繰入金に至ってはどんどん減らされて、先ほど三宮議員の質問にも

あったとおり、最大２億3,000万ぐらいまで想定してあったものが、今回は１億円に減って

いるというような状況もあります。こうした中で、財政が厳しいので、市民の皆さんには負

担をお願いしなければならないと、今まで中期財政計画を通して再三説明してきたわけでご

ざいます。 

 ところが、一方では、昨年９月の議会において総合運動公園の基本構想の素案が配られま

して、概算事業費13億もする運動公園の計画を発表されたわけでございます。中期財政計画

の中では、財政が厳しいと皆さんに負担をお願いしなきゃならないと言っておきながら、片

や13億円の運動公園をつくりますということでございますが、これは一体どこからこうした

財源が出てくるのか説明をお願いします。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） １分だけ、前の御質問について少しお願いしておきますけれども、ま

だこれ議長にお願いしておきますけれども、議員各位が浦安へ行かれてさまざまな研修を積

んでいただいたということでございます。我々としては、その成果というものにつきまして、

ぜひ防災安全課ないし市全体と共有化していきたいと思っておりますので、またそんなよう

な場をまとめていただいて、ぜひ資料等も含めて御案内いただきたいと思っております。よ

ろしくお願いします。 

○議長（佐藤高清君） ただいま那須議員の一般質問の途中ですが、本日、３月11日は東日本

大震災の発生から４年を迎えます。 

 ここで、震災により犠牲となられました方々に対し、衷心より御冥福をお祈りし、黙祷を

ささげたいと存じます。 

 皆様、御起立をお願いいたします。 

 黙祷。 

             〔黙 祷〕 

○議長（佐藤高清君） お直りください。御着席を願います。 

 会議を再開します。 
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 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 那須議員の総合運動公園に対する財源の捻出というような御質問でご

ざいますので、その御質問にお答えをしていきたいと思っております。 

 この総合運動公園の意義につきましては、12月議会以降、お話もさせていただいておりま

すので省略させていただいて、財政の問題について述べさせていただきます。 

 私自身も就任以来、いろんな事業をさせていただいておりましたけれども、いろんな公共

事業を進める上において、その財政を考えるのは非常に重要なことであると思っております。

その事業が自主財源でどれほどできるのか、またどれほど必要とされるのか、あるいはその

事業に対して起債発行が可能か、そしてまたどれほどの発行が可能なのかというような状況、

そしてまたその事業に対して補助金のあり方はどうか等々を考えながら事業を執行していか

なきゃならないというふうに思っております。 

 今回の財源13億ということは、12月議会でも基本構想の概略予算という形で数字を皆様方

に御提示申し上げました。しかし、これからいろんな基本計画を進める上においては、しっ

かりと精査をしていかなきゃならないと思っております。 

 そういう状況の中で、私どもといたしましては、例えば土地取得に対して、あるいは設備

に対してどういうようなものが社会資本整備の中で利用できるかというようなことについて

も皆様方にお話をさせていただいたところでございます。土地取得に対しましては３分の１

の補助が得られるとか、あるいは施設については２分の１得られるというような状況の中で、

資本整備事業という形の中での一つの制度設計がございます。 

 私も、ほかにどんな科目がないだろうかという中で、国の政治家にもお聞きいたしました。

そして、この基本構想をお話ししましたら、公園の都市基盤事業というものが当てはまるか

もしれないという形で、都市公園の整備計画でこれから精査していこうというふうにも思っ

ております。そして、より有利な形のものを使いながらこの計画を前に進めていきたいと思

っておりますので、今13億の財源に対してこれぐらいのことは必要だろうという前提のもと

に話をさせていただいておりますけれども、いろんな方法を使いながら、また多くの人に御

指導をいただきながら、この事業に対する財源問題については整備をしていきたいと思って

おります。以上です。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） スポーツの振興ということにおいては、何も反対することもないし、

活気ある弥富市のためにどんどん進めてもらえば、私としてはよいと思いますけれども、た

だ特に大きなものをつくってしまえば、もちろん採算をとれるようなものじゃなくて、将来

においては負担になりやすいものであると。殊さら人工芝やスタンドまで入れるというよう

な大がかりなもので構想されておりましたので、こうしますと維持管理費もすごく負担にな
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ってきますし、中期財政計画の中では合併算定がえのものにおいて交付金がどんどん減って

いく状態の中で、このようなものをつくってしまえば、市の負担、ひいては市民の負担に大

きくはね返らないかということで心配しているのですが、そのあたりについてはいかがでし

ょうか。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 先ほども申し上げましたけれども、どういう財源を使用していくか、

どのような形でこの整備事業を進めていくかということにつきましては、まだまだ時間とい

う形の中で精査をするところがたくさんあるわけでございます。 

 今までも、私たちはさまざまな公共事業をやってまいりました。弥富中学校の校舎の整備

事業、日の出小学校の整備事業、それから保育園におきましては弥生保育所、そして今やっ

ております新白鳥保育所、いずれもそれぞれの事業に対しては起債を発行させていただき、

そして財政調整基金から幾ら繰り入れていくかというような状況の中で、いわゆる後世に対

して負担を強いないというような中で財政計画を立てさせていただいてやってきているつも

りでございます。過度に、将来に対して負担を強いるというようなことは極力避けるべきで

あろうと思っておりますので、那須議員のおっしゃるとおりだと思っております。よろしく

お願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） では、仮にこれをつくったとして、今後、維持管理などで経費がかさ

んでいっても、例えば保育料の値上がりであったり、補助金の削減であったり、そういった

市民の負担のふえることのないようにしていくということでお約束いただけるんでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） お答え申し上げますけれども、ある意味で財政というのは生き物でご

ざいます。やはり社会の環境、あるいは経済の動向、そういったものに対して我々は税収と

いうのが大きく右に左と変わる部分もあるわけでございます。そういう状況の中で、常にそ

ういうことを前提にしながら財政の健全化を図り、それぞれの事業を考えていくということ

でございます。 

 幸いにして、今私どもとしては税収という状況の中では、固定資産税を中心として本当に

多くの企業、あるいは市民の皆様に貢献いただいていると思っております。この税収の確保

が我々としては、このまま続けていきたいというようなことを強く思っておるところでござ

います。 

 また、そういったことに対する保育料の改正の問題、あるいは社会保障に対するさまざま

なものにつきましては、その都度しっかりと皆さんと協議をしながら考えていきたいと思っ

ております。 
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○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） これはもう質問にしませんけれども、つくるときはそういった補助が

あるかもしれないんですけれども、ただ維持管理していくのは大いに市のほうにかぶってく

るわけでございますので、そうした負担のないように慎重に検討していっていただきたいと

思っております。 

 そしてもう１点は、この弥富市では、私ちょっと不思議に思っているんですけれども、な

ぎなたなどはかなり有名で、その時期になればこの庁舎にも垂れ幕が飾ってあったりするわ

けでございます。ところが、例えばサッカーがどこどこに行きましたというような垂れ幕が

見たことがございません。なぜ今サッカーメーンでこうした運動公園が進められているのか、

まずお聞かせください。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 12月議会でもお話をさせていただきましたけれども、今回の運動総合

公園の計画におきましては、その施設の中においては、サッカーということはメーンにはい

たしますけれども、今大変人気のあるグラウンドゴルフであるとか、あるいはフットサル、

あるいは一部陸上競技の場として使えるような状況というものも考えていきたい、まさに多

目的な施設として御理解もいただきたいと思います。これは、基本計画の中でしっかりと示

しをさせていただきたいと思っております。 

 サッカー競技という形の中で、サッカー場ということになるわけでございますけれども、

現在弥富市内には多くのサッカー少年、そしてサッカー青年、あるいは社会人というような

状況でたくさんの方がお見えになります。ピッチの問題等において、本当に公式的な競技が

できないというのが現状でございます。今現状、日本のサッカーの人口、あるいはサッカー

に対するさまざまな考え方、盛り上がり方、私は本当に大きくなってきているなと思ってお

ります。そうした中で、私どもとしては弥富の一つの柱としてスポーツということを考えた

場合に、大きく地域の活性化につながると思っております。そういうことも踏まえて、サッ

カーをメーンにした総合運動公園という構想を持っている次第でございます。しっかりとし

たサッカーグラウンドを青少年に提供したいということでございます。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） 私は、市民の方々にとってはもっと近くにあって、気軽にスポーツで

きるようなグラウンドのほうが使いやすいんじゃないかと思っておるわけでございます。本

当にこうした大きな施設を望んでいるのかということで、それはサッカーの人口はふえつつ

ありますけれども、それはこうした立派なグラウンドじゃなくても、例えばここら辺でいえ

ば福祉センターの横にあるグラウンドであったり、境の横にあるグラウンドであったり、そ

ういったグラウンドでできると思うんですけれども、本当にこうした大がかりな施設を望ん
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でいるんでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） これは12月議会の中でも、私はサッカーをしてみえる監督、あるいは

コーチという方の御意見を聞きました。そうした中では、弥富市で本当にきちっとした公式

競技ができるいわゆる広さを持った、そういうピッチのあるグラウンドがないというような

状況の中で、今回そういう一つのものを提供することにおいて、よりサッカーの青少年の活

躍の場を考えておるわけでございます。これはまた別の観点からすれば、青少年の健全育成

にもつながっていくと思っておるところでございます。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） これについてはまた協議をしていく場があると思いますので、そこで

協議させていただきますが、そもそも弥富で今最優先で解決しなければならない課題が、私

は先ほど質問をさせていただきました震災に対して、もっと早急な対応が必要なんではない

かと思っております。 

 極端な話をすれば、例えば栄南にあるような避難タワーが10個ぐらいつくれちゃうわけで

ございます。もちろんそれをつくってくれということではないんですけれども、ただ避難所

も足りない、防災グッズも足りない、避難想定もまだまだ足りていない、そういった状況に

あるので、今このような運動公園に多額の投資をして負担になり得るものを本当につくって

いいのかと。せめて防災対策が、ある程度市民に安心を持ってもらえるものができるまで防

災優先の予算分配にしていただきたいと思っておりますが、いかがでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 防災・減災対策につきましては、３・11東日本大震災、そして私たち

が55年を経過するわけでございますけれども、伊勢湾台風を経験している地域として、また

生活環境として海抜ゼロメーター地域という状況の中において、先人の皆様方からこの防

災・減災に対しては本当に知識を出していただき、またさまざま事業をしていただいておる

と思っております。そうした中で、私自身も３・11以来、市民の皆様の御協力、そして議会

の御理解において相当なスピードで防災・減災対策をやってまいりました。 

 まだまだ議員おっしゃるように不十分とは思います。不十分とは思いますけれども、そう

いったことをこれからもしっかりと計画的に進めていくことと同時に、やはり我々行政にお

いては、それぞれの地域において、あるいは弥富市全体の活性化についても考えていかなき

ゃならないとも思っております。 

 そうした形の中で、最近しばらくの間、スポーツの施設というのは、具体的には展開して

まいりませんでした。そういう中において、第１次総合計画の後期計画でスポーツの重要性

について示しをさせていただいたという形の中で、この総合計画を前に進めていくという御
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理解もいただきたいというふうに思っております。防災・減災しっかりやります。議員の皆

さんの御協力もよろしくお願い申し上げます。 

○議長（佐藤高清君） 那須議員。 

○４番（那須英二君） 防災・減災、しっかり行いますということでありました。また、弥富

の活性化において、そうした運動公園が必要であるという市長の思いも伝わってまいりまし

たが、ここに関してはまだ温度差があるのではないかなあと思っておりますので、今後また

議論させていただいて、本当に弥富に適した形で予算分配し、市民が安心して暮らせる、ま

た生き生きとして暮らせるような弥富にしていくために頑張っていきたいと思っております。 

 これにて私の質問は終わらせていただきます。 

○議長（佐藤高清君） 暫時休憩します。再開は３時10分とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午後３時01分 休憩 

             午後３時10分 再開 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（佐藤高清君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に大原功議員、お願いします。 

○１８番（大原 功君） 庁舎の建設についてお伺いいたします。 

 弥富市の市役所を１日約何人ぐらいの方が利用されてみえるのか、この点をお聞きします。 

○議長（佐藤高清君） 大木副市長。 

○副市長（大木博雄君） 御質問の通告をいただいて、実は下の１階の総合受け付け窓口で、

先週の金曜日、それと月曜日、火曜日とそれぞれカウンターで調査をさせていただきました。

ですから、南のほうから入られる方は別としまして、金曜日で508人、月曜日で627人、火曜

日で499人。平均的には545人ということになりましたが、おおむね月曜日に多い数字が出て

いるかなと思います。先ほどのように、平均して545人ということになっております。 

○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） 今、545人ということを聞きましたけれども、市役所の中には毎日

のように相談とか納税、あるいは住民の多くの方が見えるわけです。そして、一番大事なの

は、市民の方が市役所をいわゆる指令塔として見えるわけね。その中で、３階部分は雨が降

ると、３カ所も４カ所も漏ると。市民の方が納税相談、あるいは他のことにあって、本当に

市民の方の生命とか、そういうのを守れるものか。こういうことを思うんですけれども、お

おむねの方が市役所の３階に雨が漏るということは、ほとんどの方が知らないと思うの。 

 ただ、知ってみえる人は、議員が３階へ上がったり、一部市役所についての手を挙げてみ

える人がたまに入ってみえるというぐらいのもので、ほとんどの住民は知らないと思う。こ
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れに、市が本当に地震対策、安全対策という観点から見て適当であるかということを思うん

ですけれども、この点についてはどうですか。 

○議長（佐藤高清君） 大木副市長。 

○副市長（大木博雄君） 議員の御指摘のように、市役所３階につきましては、議場の雨漏り

というのは、私が議会事務局をやっておるときからもう既にございました。原因となる場所

は明らかでございませんけれども、天井からの雨漏りはバケツ等を置いて対応はさせていた

だいておりますけれども、望楼がございますよね。その望楼については、やはり長い間のシ

ーリングの劣化ということがございまして、直接降り込むわけではありませんけど、台風時

の吹き上げということで雨漏りが起きているというのが現状でございます。 

 庁舎の安全性につきましては、雨漏りが直接住民の安全を脅かすということではございま

せんけれども、本市のホームページに、弥富市の市役所の本庁舎耐震診断結果については掲

載しておりますが、耐震性が不足しているということは御承知のとおりであります。 

 この耐震診断結果を見ていただきますと、本庁舎東西方向の３階でＩｓ値が0.21、南北方

向の１階でＩｓ値が0.29と、耐震性能がＩｓ値0.3未満の階が存在しております。Ｉｓ値が

0.3未満といいますと、一般的には震度６強から震度７の大地震で倒壊、または崩壊する危

険性が高いと言われていることでございます。耐震性能Ｉｓ値0.3未満の場合は、基本的に

建物を改築、あるいは新築することを前提とされていますので、安全面、維持管理面からも

庁舎建てかえが必要である、喫緊の課題であるというふうに考えております。 

○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） 副市長、私が言うのは、雨というのはバケツで受けておるところが

漏るわけじゃないんだね。恐らく伝ってくるわけね。そうすると、学校でも体育館なんかだ

と屋根が落ちたり、それからプールなんかでも屋根が落ちたということは幾つか聞くわけね。

だから、説明はいいんだけれども、その漏っておる箇所というのは全くわからんでしょう。 

 ただ、バケツを受けておるところが漏るんじゃないかということにしておるだけであって、

その箇所はわからんわけね。そういうところにしておってすれば、２階のほうだって恐らく

腐ったところも出てくると思うの。そういうときに、小さな子供さんを連れたり、いろんな

人が、市役所というのは市民からいえば安心な場所なんですね。ここぐらい安心なところは

ないわけ。この安心のところが、これだけの雨が漏っても全く対応ができんということにつ

いては、今後どのように考えてみえるのか。 

○議長（佐藤高清君） 大木副市長。 

○副市長（大木博雄君） 先ほど言いましたように、やはり耐震性がないということですから、

喫緊の建てかえが必要であるということに重点を置かなければならないと思っております。 

 それと、先ほどの雨漏りでございますけれども、確かにそのとおりで、過去にも調査しま
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したが、どこから漏っているということはわかりませんでした。ですから、議員の言われる

ように、建物の中については相当劣化が進んでおるだろうと十分想定しております。 

○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） それはいいにしても、弥富市は愛知県の大村知事から災害指定地域

ということになっておりますね。そして、さっきの全協では、大木副市長から弥富市のモデ

ルのシミュレーションということで発表されて、車で避難される方は約２万1,000近くの方

が被害に遭うと。中には、避難場所が近くにあれば、7,400人ぐらいで被害者が少なくなる

ということでありますので、この辺については市側は、どのように思われたということね。 

 それともう１つは、続けて言いますけれども、個人的なこともありますけれども、ちょう

ど今の３月４日４時30分ごろのときに、海南病院に見舞いに行くようになっていましたから、

事務局に裏の駐車場を30分ぐらいちょっと貸してくれんかということでお願いをしてきたわ

けです。それで車をとめたところ、名前は言いませんから、この庁舎に反対してみえる方が

今手を挙げてみえる。その方にも言いました。おたくは塾をやってみえ、そしてまた子供さ

んにピアノを教えてみえる。また、もう１人の方は塾をやってみえる。子供さんがこれから

未来を歩んでいくのに、あなたがこうやって反対して、もしその家族が被害に遭ったら、あ

なたとしてはどうしますか。あなただけじゃなくて、あなたの家族、あるいはあなたの親類

も、あそこのうちがああやって反対したんだからけがになったということに一生なるから、

そういうことを、できたら今手を挙げている方に手を下げていただいて、そして、服部彰文

市長は、全協とか本会議でも、公益になる話ならいつでもお話をしたいと言ってみえたから、

できたらやっぱり我々は神様、仏様のもとで生かさせていただいておるんだから、人を助け

ると、人に優しくするということが大事だから、この辺のところはどうですかという話もし

ました。近いうちには、その方が私は市長とアポをとって、できたらお話ができるようにと

いうふうにもお話ししてきましたから、その後の話はまだ聞いておりませんけれども、近い

うちには私も会って、できるなら、指令塔であり、また県のほうで今大村知事も一生懸命こ

の弥富市に対して海抜ゼロメートルということであって、本当にお金じゃなくてやっぱり人

命、人があればどんな借金があっても最終的には必ずそれはペイになる。こういうふうに私

は思っておりますから、こういうのを含めて、市が積極的にこれからお願いをしていただき

たいと思っております。 

 これで、今の市役所については終わります。 

 次の質問に参ります。 

 私鉄というと、弥富市では近鉄、そしてＪＲ、名鉄と３本ありますが、この間、レール以

外のところについては、それぞれの会社が固定資産税を払っているということを言っていま

したけれども、一体この土地は誰の土地であるかと。この間の答弁を見ていると、総務大臣
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が配分をして金額の通知をするというふうにあるんですけれども、お金を幾らもらっていま

すか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） まず固定資産税の課税につきましては、土地の登記簿に載ってお

る方に課税しておるという仕組みでございまして、鉄道の敷地も、例えば近鉄が登記の名義

人なら近鉄に課税するという形でございます。それが幾らで課税するか、またどういった地

目で課税するかということになったときに、鉄道敷地であれば鉄軌道という地目、それから

駐車場であれば雑種地と……。 

○１８番（大原 功君） それじゃなくて、線路内だけでいいです。 

○総務部長（佐藤勝義君） 線路内につきましては、鉄道敷地であれば鉄軌道という地目で認

定して課税しておるということでございます。 

○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） 課税をしておるということですから、当然面積があるはずね、課税

をする以上は。その面積は一体どのくらいですか。先回も、わかりませんから次のときにと

いう話でありましたから、今回は、私の一般質問の総務部長の答弁だと、地方自治法第389

条第１項の規定に基づき、総務大臣から配分の金額を通知いただいておるというふうに説明

してあるわね。だから、お金をいただいておるとなれば、当然面積があっていただくわけだ

から、そうでしょう。面積がなくてお金をくれるところはまずない。そうすると、この土地

は、総務大臣ということは国の土地ということなのか、それを管理する東海財務局なのか、

どっちなんですか、これ。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤税務課長。 

○総務部次長兼税務課長（伊藤好彦君） 大原議員の御質問にお答えをいたします。 

 ９月議会と12月議会の御質問の中で、総務大臣から配分があるよというお話をさせていた

だきました。それにつきまして、12月議会のときに、それぞれの車両が走っていますので、

その車両分の償却資産については大臣配分ということで、償却資産の部分については大臣配

分で通知が来まして、それをそれぞれの所有者、私鉄であれば３社に賦課をさせていただく

ことになっております。 

 先ほど総務部長からお話をさせていただきました、鉄道敷地であれば鉄軌道という形で、

土地については賦課をさせていただいておりますが、家屋と土地につきましては、直接計算

をさせていただきまして、それぞれ３社、所有者の方に賦課をさせていただいております。 

 あと、先ほども言いましたように、車両等の償却資産につきましては大臣配分になります

ので、金額の通知をいただいて、それをまた私鉄３社、それぞれの所有者に賦課をさせてい

ただくという形で固定資産税をかけさせていただいております。以上でございます。 
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○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） 私は、資産評価じゃなくて土地の部分、例えば３社を合わせると土

地が300万坪とか400万坪という土地であって、それによって案分されてくるというふうにな

れば、こういうふうに書いてあるわね、おたくが言われた一般質問の中に書いてあるけど。

そうすると、面積というのはちゃんと出るわけね。面積がなくてお金をくれるということは

まずないと思うんですね。弥富市でもそうです。私が土地を持っておれば、私の土地に対し

て固定資産税は幾らということでされるわけね、そうでしょう。勝手に固定資産税を私によ

うけとか少なくということはできんわけね。これが私が聞きたいこと、その土地の部分はど

うなっているかということを聞きたいの。面積と、総務大臣からの配分からの金額と言った

けど、金額ということはお金ということをきちっとおたくさんたちが今の一般質問の中で私

に答えておるわけね、そうでしょう。今回の私の一般質問って読んでいただきませんでした

か。読んだら書いてあるんだな。そこのところを聞きたい。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤税務課長。 

○総務部次長兼税務課長（伊藤好彦君） 先ほども申しましたように、土地の部分については、

それぞれ登記簿の登記してある所有者について直接賦課をさせていただく形でございます。

先ほど議員がおっしゃられましたように、大臣配分の部分については、車両等の償却資産に

ついて、それぞれ県をまたいだり、市をまたいだりして走っておりますので、その部分につ

いては大臣配分として、この金額を課してくださいよという通知が来るわけですね。 

 土地と建物については、それぞれ弥富市内で、近鉄さんであれば、弥富の駅とか佐古木の

駅とかに建物がありますし、敷地の中で土地の部分については、弥富市の中の土地の部分だ

けになりますから、それは直接という言い方はおかしいですけど、償却資産の部分の大臣配

分の額も含めた額で、土地と建物を合わせて固定資産税をそれぞれ私鉄３社のところに賦課

をさせていただいて、納めていただいておるという現状でございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） そうすると、レールが敷いてある線路部分は近鉄の土地ということ

なんですか。そこのところをちょっと聞きたい。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤税務課長。 

○総務部次長兼税務課長（伊藤好彦君） 議員がおっしゃられますように、線路が引いてある

土地については鉄軌道、鉄道敷地になりますので、それぞれ登記がしてありますので、その

登記がしてある所有者について、それぞれ賦課をさせていただいている。 

○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） そうすると、今、おたくが言われるように、近鉄さんの敷地だとい

うことで登記がついておるということね。これで間違いないですか、間違いないね。 
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 そうすると、弥富市には土地評価委員というのがあるわね。そうすると、その評価という

のは、国が決めるものか、弥富市の土地だから弥富市の評価委員の委員がその金額を決める

んじゃないかなと思うんですけれども、これは総務大臣が、国のほうが案分して、近鉄さん

の敷地、名鉄でもＪＲでも登記がしてあるというんだから、そういう金額で出すのですか、

どっちなんですか、これは、その辺のところ。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤税務課長。 

○総務部次長兼税務課長（伊藤好彦君） 車両等の部分についてのみ、償却資産の部分につい

てのみ大臣配分があるわけですね。土地と家屋については、登記してある所有者について直

接、それぞれ近鉄さんの鉄道敷地である鉄軌道であれば、その金額が平米当たり幾らという

ものが出ますので、それは大臣配分ではなくて、それぞれ路線価とかいろんなものがありま

すけど、金額が平米当たり幾らということで評価額とか課税標準とかが出ますので、それに

基づいて平米を掛けて、直接所有者に対して賦課をさせていただいております。 

 ですから、土地の部分についても大臣配分ですかというお尋ねがあるんですけど、土地と

家屋については大臣配分は全く関係ありませんので、車両等の償却部分についてのみ大臣配

分といいまして通知があるわけでございまして、土地、鉄道敷地などの土地の部分と、それ

から駅舎などの家屋については直接、それぞれ弥富市内の分しか課税ができませんので、そ

れぞれ所有者に対して賦課をさせていただいております。 

○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） 何かちょっとわからんかな。 

 それは、私の言うのは、上の部分と下の部分と違う。ただ、私の聞いておるのは土地だけ

のことね。上の部分というのは、普通一般に住宅を建てると、家屋税と固定資産税と別個に

なるわけだね。だから、下の土地の部分だけの分が近鉄のものというふうに登記をあなたが

してあると言うから、その登記をしてある分が300万坪か400万坪かわかりませんよ。この部

分のところの金額は一体幾らになっているんですかということを聞いておるんです。 

 面積もわからずにおってしておったら、金額は絶対わからんわね。あなたがさっき言った、

平米当たり幾らと言うんだったら、恐らく平米というのは１坪だと思うんだね。そうでしょ

う、3.3の計算だと思うんです。そうでしょう。あなたは全体的の償却資産と、その上のも

のに対しての、電車が走っておる、こういうことに対しての説明だと思う。私の聞いておる

のは、レールが敷いてある下の土地だけのことを言っておるだけだよ。その土地は一体幾ら

になっているんですかということを聞いているの。 

 それは、近鉄さんのものとして登記してあると言うから、その部分については、国は近鉄

の土地を今の配分ということはできないはずですね、近鉄さんの土地だから、そうでしょう。

この辺の部分は、私が知っておってあなたが知らんということだと、一般質問は何のために
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通知しておるかということなんだ、いいかね。 

 この問題については、なぜかというと、こればかり言っておっていけませんから、民法の

改正ということがあるね。この中に約款というのがあります。約款の中には、おおむねの、

今まで使っておったんだからいいんだよというふうに、赤道でもそうですね。もうそういう

ふうな格好で終わっておるわけ。実際には、これはもう条文化しなきゃいかんというふうに

国がみずから言っておるわけね。条文にしておけば、例えば今言ったように、これは近鉄さ

んの土地ですよ、これはＪＲさんの土地ですよと。レール部分の土地だけですよ。償却資産

じゃないですよ。その土地の分については、私どもも蟹江町とか飛島とか愛西市とか、いろ

んなところが持っています。弥富市にある土地については弥富市に税金を払っています。 

 ただ、遠くにあるところね、これらの部分はそちらのほうの市町村に払っております。そ

うすると、今の近鉄の引いてある土地というのは、近鉄が持っているんだから、近鉄が持っ

ておればそこは弥富市の土地である。それに課税をかけるわけですね。 

 それと、先回には、この金額については幾ら固定資産税を払っておるか言えませんという

話だったわね。そういうことを言われると、皆さん議員の方も覚えてみえるかもわかりませ

んけれども、栄南地域に大きないろんな企業がありますね。そこの土地は、こういう書類を

皆さんに配っていただいて見ましたね。市長、見たでしょう。そうすると、企業は見せるけ

れども、ＪＲとか近鉄とか鉄道は見せないということだと……。 

 皆さん見たんじゃないですか。８億5,000万とか何とか書いて、ずうっとどこどこの大き

な会社のやつはあったね。皆さん見たと思うんです。見せていただいたもんね。だから、ど

っちが本当なんですか。見せていただけるのか、どんだけ払っておるということは、やっぱ

り公表しなさいと、片方の大企業はずうっと公表して、これだけいただいていますと。ある

ところの会社は面積を広くしたから、その部分をいただきますよという話がたしかあったと

思うんです。議長も知っておると思うよ。見せていただいたと思う。 

 だから、これは私鉄だから固定資産税を見れんのか、この辺のところをちょっと聞きたい。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） まず鉄道の敷地だけ捉えまして、敷地の土地については先ほど税

務課長が答弁していますように、そこの登記簿の名義人に対して課税しておるということで、

大原議員から、それが一体何平米だと、幾らだという御質問に関してですけれども、それに

つきましては、例えば大原議員が土地をどんだけ持っておる、固定資産税が幾らだというの

をお答えしないのと同じ意味合いで、近鉄がどれだけ土地を持っておる、固定資産税は幾ら

かというのはちょっとお答えできないという形でお願いしたいと思います。 

 それで、港湾区域の土地につきましては、奨励交付金が一体どれくらい交付されておるか

という形で参考的にお回しはしましたが、それは回収させていただいておるということで、
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基本的に個々の企業の税額をお知らせするという意味でお配りしたものじゃなくて、大体ど

のぐらいかかっておるという参考資料としてお見せしたということで整理をさせていただき

たいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） どんどん時間もあれだけれども、私が言うのは、弥富市に持てば当

然弥富市の土地だから、その分については固定資産税というのはきちっと出るはずですね。

そのために、政府からの固定資産税を案分するわけじゃなくて、弥富市が土地評価委員会と

いう、これは駅から300メーターについて70％とか、そういう基準が多分あるはずですね。

それについてしておるんですから、私が言うのは、駅のレールの敷いてある部分が近鉄のも

のだと、例えばＪＲでもそうですね。そのものということは、その評価額が幾らになるとい

うことになれば、その近くにおる人は評価額が下がるわけね。同じ土地だから下がる、そう

でしょう。逆に下がるんじゃないの。今の金額が、駅のところだと、例えば坪40万だとしま

す。そこのところはレールが敷いてあるわけね。その下のところの土地の固定資産税という

評価額なのね。その分についてすると、評価の金額を出すとは、その分は安くならないかん

わけ、駅前の近くの人はね、逆に。私はそれが聞きたいこと。 

 それともう１つは、この２月24日新聞に載っていましたけれども、日本の企業で、日立製

作所がイタリアの鉄道を買収したということで大きく新聞に載っていました。これについて

は、その参加者は隣の中国も参加をしておると。だけど、その金額が2,800億円ぐらいでし

たかね、そういうふうでしたので日立製作所が落としたということでありますから、ここで

私が聞きたいのは、近鉄は近畿日本鉄道というので始まっておるわけね。 

 だけど、2015年４月１日から発足が変わって、持ち株会社ということになります。これは

近畿グループホールディングスという名前になるわけですね。実際に、これが本当に私が今

あなたが言われるように弥富市の中の土地であって、近鉄の土地という登記があれば、これ

は外国から来ても買収も何もいいんですけれども、曖昧のいわゆる約款というものが政府が

きちっとしなさいということで今しておるわけね。わかりますか。約款ということはわかり

ますか。 

 約款ということは、今まではいいだろういいだろうということでずうっと進んでおったわ

け。それではいかんから、必ず条文をつくりなさいということなんです。だから、近鉄さん

が近鉄さんといって、あなたが登記があると言うなら、私は登記簿をとってきますから、近

鉄の。法務局でとってこればありますから、その面積はわかりますから、こんなことぐらい

は簡単ですからとってきますから、この続きにまた聞くかもわかりません。 

 それと、先回申し上げましたけれども、いわゆるホールディングスという会社ができたの

は、平成９年から新しく方法で変わったわけね。それが皆さん方が持ち株会社ということで、
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相手に、例えば、近畿日本鉄道のものが今度近畿グループホールディングスというふうにな

れば、そこが全部普通にあいてくるわけね。そういうふうになるわけ。 

 それともう１つは、三重県の長島町が、私はわざわざ見てきました。３月８日５時41分に

急行がとまったんですね。市長、知ってみえますか。急行がとまりました、長島で。これが

なばなということでとまるわけね。なばなとか今の長島温泉というのは、いわゆる近鉄グル

ープの中に入るんだよね、たしか。三重交通もそうです。だから、自分のところの会社の便

だけをこうしておって、そうだったら前も言いました駅のホームに転倒防止をつけてくださ

いと言ったら、服部市長は、近鉄に言ったら、全線はそのようなものはをつけていないとい

うことでありますから、今の長島町は私は人口も聞きました。１万4,470人でした。聞いて

きました、わざわざ支所まで行って聞きました。間違っておるといかんから、というのでも

しあれだったらここに書いてあります。向こうで書いていただきました。私が書くと間違う

からということでしましたけれども、やっぱりそれだけ便利をするなら、服部彰文市長が前

にも言っていただいたように、弥富市の１日の利用者は１万5,000人というふうに聞いてお

りますね。１万5,000人で、片方は１万4,000人ばかのところで急行をとめて便利を図るなら、

弥富市も特急をとめてもらうようにお願いしたらどうですか、市長。もっともっと弥富市が、

市長が言われる財政豊かになると思うんですよ、この辺のところはどうですか。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） ちょっと予想していない御質問でございますので、ちょっと答弁に困

るんですけれども、なばなの里であるとか長島温泉という地域は、議員のおっしゃるとおり

だと思います。近鉄の状況の中で、いろいろと便宜を図っていただく施設だろうと思ってお

りますけれども、これはある意味では観光地という状況の中で、利用者の便宜を図るという

一つの前提があろうかなと思っております。 

 いつもいつもとまるわけではございません。例えば今だったらイルミネーションの期間、

土曜日、日曜日だとかいうようなときにとめて、ちょっと私、実際わかりませんけれども、

そういうような日程でとめてみえるんではないかなと思っております。確かに、近鉄弥富駅

に特急電車がとまるということは大変うれしいことでございまして、これはお願いするとい

うよりも、そういう形の中が望ましいことでございますけれども、すぐ隣の三重県ですと桑

名の駅にとまりますよね、そういった形の中で、名古屋までの時間というのはわずか10分、

15分で近鉄の特急は到着すると思っております。 

 そういった中で、それぞれの列車の便宜性というのは、特急は特急、そして急行は急行、

準急は準急、そして各駅停車の普通電車は普通電車という形で、それぞれの役割があると思

うんですよね。そうした形の中で、私どもといたしましては、仮に近鉄弥富駅に特急がとま

っても、特急券を払って利用されないと思いますね。わかりませんけど、まずは利用されな
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い。急行がとまってくれればいいという形で、多額な料金にもなろうかと思いますので、こ

れにつきましては今のところ要望するつもりはございません。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） ホームが、やっぱり製造物責任というものがあります。外国のほう

でいうと、パロマ法とか、日本だとＰＬ法というふうに、製造責任者、それは消費者を守る、

安全対策をするということがあります。それは法律の中できちっと明記されております。そ

れだから、やっぱり製造したものがある一定、利用者の安全対策というのは大事なことです。 

 もう１つ聞きますけれども、ＰＰＰについてはどう考えておられますか。 

○議長（佐藤高清君） 佐藤総務部長。 

○総務部長（佐藤勝義君） ＰＰＰと言いましても、そこの中にいろんな制度がございまして、

例えば、ＰＦＩ、指定管理者制度等がございます。 

 その中の指定管理者制度につきましては、先ほど他の議員の質問の中にもございましたよ

うに弥富市も取り入れていまして、７つの施設を取り入れておるということでございます。 

 あとＰＦＩという制度については、その制度は弥富市においては導入しておりません。と

申しますのは、例えば何かの建物をつくるときに、今現在の弥富市のやり方は起債、地方債

を発行して建物をつくると。自前でやる場合もありますけど、自前の資金でやれない場合は

地方債を発行してやるという形をとっております。というのは、仮にＰＦＩでやったときに

も、そのＰＦＩの事業者に対して利子と申しますか、そういったもので分割して払っていか

なきゃならないということが生じまして、その利子が弥富市が直営でやったときに発行する

地方債の利子よりも高くなるということがございます。そういった関係で、利子が高くなっ

てでも、なおかつやれるようなメリットが見出せなければ、このＰＦＩという手法はとらず

に、直営で、弥富市が事業主体になって地方債を発行したほうがいいという形で、今までは

ずうっととられておりますので、手法としてはあるわけですが、今の段階では取り入れてい

ないということでございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 大原議員。 

○１８番（大原 功君） よくわかるんですけれども、今、服部彰文市長が３期目に入って、

元気のある弥富市をつくるというふうで、この間、大村知事の前でも私は言いましたけれど

も、愛知だけの元気じゃなくて、その中の弥富市の元気をつくるということについて、やっ

ぱり市だけの財政で駅前整備というのはなかなかできんわけね。やっぱり民間と公費と使う

方法、こういうのをしていかないと、なかなか駅前の整備というのはなっていかない。まだ

駅前の近くでは、ぐり石の上に土台があるというところもあると思います。そういう中で下

水をやったり何かしてくると、家が傾いたり、いろんなことをやると大工事になってしまう。

そういうのをやっぱり早くやったり、地震対策をするためにはこれは大事なことであると思
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うので、こういうのも考えていただいて、市の財政と、それから施設の財政、あるいは民間

のＰＦＩというような資金を使って、市から発行していただいて、そのやつで民間の金を利

用するという方法もやっぱり新しいものだと思います。 

 私は、この間８日に東京に行って、安倍総理大臣に表彰をいただきました。その挨拶され

たときには、人間もっともっと努力すれば、日本は今の３倍、４倍になる。だから、国が裕

福になるのは日本が一番大事だという話で言われて、ああなるほどなあと。お互いに勉強し

ながらすれば、もっともっといいものができてくるよという話を聞きました。 

 そしてまた、利便性があるということについては、昔、佐藤町長というのがおりました。

このときには愛鳥同志会というのがあって、ここの中で、今の日の出小学校、昔は中学校、

そこのところを買っていただいた。２割ぐらい高かったというふうで議員の多くの方が反対

された。でも、私は賛成して、これは絶対買っていただかないかんと買っていただいたのが

初めで、今、日の出の裏側の駐車場はあれだけ大きくなった。 

 やっぱり物事の判断というのは今だけじゃなくて、これから長い未来をもって判断すると

いうことが市民の安全・安心、それから市長が県に行っても、国に行っても、やっぱり弥富

の市長かというふうに大手を振って行ける。大手を振っていただくということになれば、弥

富市民も大手を振って歩けるということを確信持っておりますので、今後、市長のますます

行政に力を入れていただくようお願い申し上げて、一般質問を終わります。ありがとうござ

いました。 

○議長（佐藤高清君） 次に炭 ふく代議員、お願いします。 

○１１番（炭 ふく代君） 11番 炭 ふく代でございます。 

 通告に従いまして質問をいたします。 

 まず１点目に、特定健診と特定保健指導についてお尋ねをいたします。 

 特定健診は平成20年度から、40歳から74歳までの被保険者と被扶養者を対象に、メタボリ

ックシンドロームに着目した健康診査・健康保健指導を実施することが医療保険者に義務づ

けられました。 

 平成26年７月に厚生労働省の発表により、平成24年度特定健康診査、また特定保健指導の

実施状況が公表され、第１期特定健康診査等事業計画の最終であります平成24年度の全国の

状況が取りまとめられました。 

 それによりますと、平成24年度の特定健康診査の対象者数は5,281万人、受診者数は2,440

万人となっていて、全保険制度の実施率は46.2％とあり、市町村国保では33.7％となってお

りました。 

 また、特定保健指導の対象者、これは特定健康診査の結果から生活習慣病の改善が必要と

された方でございますが、特定保健指導の対象者は432万人で、健診受診者に占める割合は
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17.7％、そのうち特定保健指導の終了者は71万人で、保健指導対象者に占める割合は全保険

制度では16.4％、市町村国保では19.9％となっていました。メタボリックシンドロームの該

当者と予備群の減少率は対20年度比で12％となり、効果が出ている結果となっています。 

 時系列はさかのぼりますが、同年４月に開催されました厚生労働省所管の第12回保険者に

よる健診、保健指導等に関する検討会の資料で、特定健診・保健指導の医療費適正化効果の

検証のためのワーキンググループ中間取りまとめ案の概要において、特定健診・特定保健指

導による評価指標等の推移として分析結果が示されました。この分析は、200万人を対象と

して、特定保健指導終了者とそれ以外の者について、翌年度の検査データの差を比較したも

ので、各年度全ての性別、年齢階級別を比較したものでございます。 

 分析結果は、特定保健指導終了者は、それ以外の者と比較すると、各年度全ての性別、年

齢階級別において、腹囲、それからＢＭＩ、そして体重が大きく減少しており、血糖、血圧、

脂質等も改善しておりました。詳細の一部を紹介しますと、腹囲については、積極的支援を

受けた指導終了者は、男性では平成20年度と21年度を比較して2.2センチ、そして21年度と

22年度を比較しますと1.7センチ、22年度と23年度を比較すると1.2センチ減少し、女性では

20年度から21年度では3.1センチ、21年度から22年度で2.2センチ、22年度から23年度で1.7

センチ減少していることがわかり、特定保健指導はメタボリックシンドローム解消に大いに

成果があると考えられます。 

 平成24年９月には、特定健康診査等基本方針が改正をされまして、第２期特定健康診査等

実施計画では、平成29年度における市町村国保の特定健診実施率は60％、そして特定保健指

導の実施率も60％を目標とすることになりました。 

 そこで質問をいたします。弥富市の実施計画で第２期特定健康診査等の実施目標は、国の

示す実施率60％と同率を目標としてみえますが、愛知県の平均と弥富市における平成24年度

と平成25年度の特定健診の実施率、また特定保健指導の実施率は、それぞれどのようになっ

ているでしょうか、お伺いをいたします。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） お答えいたします。 

 御質問の件でございますが、平成24年度の特定健診実施率は、愛知県平均では36.6％、当

市では39.1％でございます。平成25年度では、愛知県平均では37.5％、当市では40.0％でご

ざいます。また、平成24年度の特定保健指導実施率は、愛知県平均は15.8％でございますが、

当市では5.0％でございました。平成25年度では、愛知県平均では15.3％、当市では8.5％で

ございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） 第２期特定健康診査等の事業計画に示されている特定健康診査等
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の実施にかかわる目標の中から、特定健康診査実施率から見ていきますと、健診率について

は、平成20年度から23年度まで年々上昇傾向にありますが、特定保健指導実施率につきまし

ては、そうとも言えない状況にあると見ることができます。これは、健診は受けたものの対

策はとらない人が多く、少し太っているけど、まあいいかなあと自分で判断してしまってい

る状態ではないでしょうか。特定健診の受診率や特定保健指導の実施率が向上することによ

り、医療費が減少している実績も出ておりますし、国民健康保険財政での後期高齢者支援の

減算もあるとお聞きいたしております。 

 そこで、特定保健指導の積極的な実施と、指導対象者へのアプローチをお願いするもので

ございますが、その点、市としてのお考えをお聞かせいただけますでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 特定保健指導の積極的な実施やアプローチ等の市

の考え方ということでございますけれども、当市の第２期特定健診・特定保健指導実施計画

における取り組みは、糖尿病等の生活習慣病予防を狙いとして健診を行い、内臓脂肪症候群、

いわゆるメタボリックシンドロームの該当者、予備群の減少を目指すものでございます。 

 平成20年度から特定健診・特定保健指導が始まり、平成22年度より国民健康保険に加入し

ている40歳から74歳の市民で、特定健診を受けて積極的支援と動機づけ支援の対象となった

方には、特定保健指導を実施しております。 

 特定保健指導対象者に対して、書面により通知して指導を受けてもらえるように促してお

るのが現状でございます。 

 また、集団健診でも特定健診を受診するときには問診票を書いていただくわけでございま

すけれども、その特定健診指導を受けるという欄にチェックをしていただいて、なおかつ特

定健診の指導の対象となる方につきましては、必ず指導を受けていただくように促している

のが現状でございます。 

 しかしながら、特定保健指導を健康教育、健康相談などと誤解されている人や、病気でな

い状況のため余り重要視していない人、メタボリックシンドロームを理解し、食生活や運動

の面から改善できることを知っている人、仕事が忙しい、やる気がない、続かない、実感が

ないなどの理由で特定保健指導の実施率が上がらないなどがさまざまな要因でございます。 

 ただ、議員も言われましたけど、メタボリックシンドロームの該当者が減少しているとい

うことがございますので、特定保健指導を受けない人みずから生活習慣の改善を行った結果

ではないかというふうに考えております。 

 このような状況の中で、地道に特定保健指導を行うことが重要でございますので、その必

要性のＰＲと糖尿病等の生活習慣病予防の情報提供を行い、メタボリックシンドローム等の

該当者、予備群の減少に向けて努力してまいりたいと思っております。以上でございます。 
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○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） 私は、12月議会において健康マイレージの質問をさせていただき、

市側から27年度から積極的に取り組んでいくという回答も賜りました。ありがとうございま

す。 

 その折、市側より、本来、健康づくりは個々が考え、実践することが必要との答弁でござ

いましたが、なかなか個人で実践し、継続することは難しく、よく聞く話ではございますが、

健康器具を通販で購入したが、あっという間に押し入れの肥やしになってしまったり、ハン

ガーをつるす道具にさま変わりしたという経験をお持ちの方もいらっしゃるのではないでし

ょうか。１人より２人、２人より３人というようにグループをつくりながら体質改善を進め

ていくなど、特定保健指導を契機として健康づくりグループに発展をさせていくなどという、

今後も本市にはその呼びかけなどを担っていただければと思います。 

 次に、データヘルス計画についてお伺いをいたします。 

 先ほど来より申し上げましたが、平成20年度から特定健診の実施が保険者に義務づけられ、

多くの方が受診されるようになったことや、診療報酬明細書、レセプトといいますが、電子

化が進むなど、保険者が健康や医療に関する情報を活用して、被保険者の健康課題を分析し

たり、保健事業を評価したりするための基盤が整いつつあります。 

 また、超少子・高齢化の進展に伴い、働き盛りの世代から健康づくりの重要性が高まって

います。そうした中で、平成25年６月14日付で閣議決定をされた日本再興戦略には、国民の

健康寿命の延伸が重要施策として掲げられ、全ての健康保険組合に対し、レセプトなどのデ

ータの分析、それに基づく加入者の健康保持増進のための事業計画として、データヘルス計

画の作成、公表、事業実施、評価等の取り組みを求めるとともに、市町村国保が同様の取り

組みを行うことを推進するとされました。 

 こうしたことから、平成26年３月、厚生労働省は国民健康保険法に基づく保健事業の実施

等に関する指針を一部改正し、保険者は健康、医療情報を活用して、ＰＤＣＡサイクルに沿

った効果的、かつ効率的な保健事業の実施を図るための保健事業の実施計画、これがデータ

ヘルス計画のことでございますが、この計画を策定した上で、計画に基づく保健事業の実施

及び評価を行うものといたしました。 

 そこでお伺いをいたします。本市におけるこのデータヘルス計画には、どのような内容が

盛り込まれる予定でしょうか、お尋ねをいたします。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） データヘルス計画についての問い合わせでござい

ます。 

 この計画に盛り込まれます予定内容といたしましては、毎年策定している弥富市国民健康
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保険に関する事業計画の平成27年度改正時に、データヘルス計画の策定、実施に関する項目

を盛り込みたいと考えております。 

 予定内容といたしましては、２項目ございます。 

 １項目といたしまして、レセプト、特定健診データを用いた地域の特性や課題の把握をし

た上で、実施計画を立案するということでございます。 

 ２点目といたしまして、計画に沿って保健事業をする場面でもデータを活用するというこ

とでございます。主な施策といたしましては、特定健診の勧奨、特定健診の結果に基づき個

別に作成した情報の提供、特定保健指導の勧奨、医療機関への受診勧奨、服薬者への支援、

重症化の予防でございます。 

 その後になりますが、事業を実施した後にデータに基づいた事業の評価を行います。先ほ

ど言われましたＰＤＣＡサイクルの考え方でございますけれども、こういったものを取り入

れ、弥富市の国民健康保険に関する事業計画の改正を行っていきたいと考えております。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） それでは、この計画を策定することによってどのような効果が考

えられるのか、お伺いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 効果でございますけれども、データヘルス計画の

策定・実施により、疾病予防と健康寿命の延伸を図ります。また、被保険者が健康になって

いただければ、その結果として医療費が削減できるというようなことも考えております。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） 被保険者の健康状態、また疾病構成などの特性を把握でき、そこ

に効果的な事業を行うことで、医療費の抑制につながるようでございます。いろいろメリッ

トがあるこの計画の策定は保険者に義務づけられているのでしょうか、お尋ねをいたします。 

 また、この計画期間はいつからいつまでなのか、あわせてお聞かせいただけますか。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 平成25年６月に閣議決定されました日本再興戦略

の中で、健康寿命の延伸が重要なテーマに上げられております。それを実施する施策として、

政府は医療保険者にデータヘルス計画の策定・実施を求めているということでございます。 

 また、期間でございますけど、先ほど申し上げました27年度からというもので、平成29年

度までを予定しております。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） では、義務づけられているというわけではないということでしょ

うかね、今の。 
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○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 求められているということです。 

○１１番（炭 ふく代君） 求められているということですね。 

 この計画ですけれども、愛知県でも今年度中に計画を策定する市があるとお聞きしており

ますけれども、他市の状況はどのようになっているでしょうか、お聞かせください。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） これは、国保連が作成した平成26年12月のデータ

ヘルス計画策定の一覧表によりますが、県下54市町村のうち、策定時期につきまして、平成

26年度に11保険者が策定いたしました。また、27年度では32保険者が予定しております。以

上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） やっと全国がフォーマットで統一されたデータが蓄積をされ始め

たことによって、同じ項目で比較ができるようになりました。結果、他市と比べまして我が

市ではこんな病気の人が多いとか、また40代の人はこんな傾向があるなど、いろいろと細か

い分析ができるようになりました。そこを分析して、このデータヘルス計画に沿って事業を

展開する。 

 ただいま御答弁をいただきましたけれども、中に地域の特徴や課題の把握をした上での計

画を立てていかれるということでございますので、今までのように、とにかく健診も、それ

から健康教室も一通りやるというのではなくて、市民の健康について特徴を把握することで、

優先すべき課題が明確になります。また、予算の組み方や施策の取り組みも明確となり、効

果の出るところに集中して予算を入れるという効率的な取り組みができるかと思います。ま

た、個人に対する焦点を絞り込んだ事業を展開することができるため、将来、医療費が上が

りそうな病気への展開が心配な方への早目の予防を働きかけることも可能ではと思います。 

 このデータヘルス計画は、策定するだけのものではなくて、市の課題に集中して施策を打

つ、そこが改善されてきたら次の課題にシフトするというように、今までの健診は健診、医

療費は医療費、健康づくりは健康づくりと、それぞれが単独に行っていたものがつながるこ

とで、事業とその費用対効果が明確となり、それを進めることで医療費の抑制が期待できる

ものと思います。窓口の事務方である国保年金課と現場である保健センターとが今まで以上

に連携が必要となるかとは思いますけれども、ぜひとも改善に向けた推進に御期待を申し上

げまして、次の質問に移ります。 

 ２点目でございます。 

 ２点目に、生活困窮者の自立支援について質問をいたします。 

 ことし４月から生活困窮者自立支援法が施行されます。 

 この制度は、生活保護になる前に、失業やひきこもりなどが原因として就労できず、生活
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に困窮している方を対象に支援をする制度と伺っております。全国の生活保護世帯の現状は、

少し古いデータではございますけれども、平成26年２月現在、約216万6,000人、被保護世帯

は約159万9,000世帯となっています。このうち高齢者世帯は45.5％で、高齢者のみの世帯が

大きなウエートを占めています。こうしたデータの中で、その他の世帯が18.1％、約28万

7,000世帯となっています。 

 そこで、本市における現在の生活保護世帯の現状についてお伺いをいたします。 

 初めに、現在の生活保護人数を教えていただけますでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） これは本年２月１日現在の数字でございますけれ

ども、257人でございます。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） それでは、生活保護世帯についてでございますが、分類別でお聞

かせいただけますでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） これも同じく２月１日現在の数字でございますが、

世帯数全体で181世帯でございます。世帯分類別は、高齢者世帯が58世帯で全体の32.1％、

母子世帯が18世帯で9.9％、障がい者世帯が19世帯で10.5％、傷病者世帯が37世帯で20.4％、

その他世帯が49世帯で27.1％でございます。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） 最後のその他の世帯というのは、失業とか何らかの理由で生活保

護を受けている若い世代の世帯と考えてよろしいでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） それでは、各世帯の定義を申し上げたいと思いま

すので、よろしくお願いします。 

 まず高齢者世帯といいますのは、男女とも65歳以上のみの世帯か、それに18歳未満の者が

加わった世帯のことを申します。 

 また、母子世帯は配偶者がいない65歳未満の女子と18歳未満の子がいる世帯、または障が

い者や傷病者世帯は、世帯主が障がい者か傷病者等で働けない世帯でございます。 

 御質問のその他世帯でございますが、そのいずれにも該当しない世帯を指しますので、失

業や仕事につけず、就職活動が必要な15歳以上、65歳までの稼働年齢にある収入のない方々

をその他世帯と定義しております。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） この４月から施行されます生活困窮者自立支援法の制度の特徴は、
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生活保護を受ける前に、その可能性のある方に対しまして早期に対応して、御本人に自立し

ていただくということでございます。失業一つとっても、リストラなど、対象者が勤務して

いる企業が原因となるもの、また自己都合退職ということも含めまして、いろいろな状況、

いろいろな家族構成と千差万別でございますが、ひきこもりや就労拒否など、今まで長い年

月を経てここに至った方など、対応は非常に複雑で難しいものがあるかと予想されます。 

 そこで、昨年度のモデル事業としまして、全国で68自治体が実施をされたとお聞きいたし

ておりますけれども、県下における取り組みの状況はどうでしょうか、お聞かせください。 

○議長（佐藤高清君） 伊藤民生部長。 

○民生部長兼福祉事務所長（伊藤久幸君） 平成26年度より新制度のモデル事業を実施した団

体は、愛知県下では名古屋市、岡崎市、安城市、高浜市、みよし市、長久手市の６市と、愛

知県の尾張福祉総合センターと西三河福祉相談センターの２つの事業所でございます。 

 続きまして、本市では、モデル事業を行っている長久手市を昨年７月に訪問いたしまして、

現状について研修させていただいております。長久手市も、この事業を市の直営方式で実施

するのではなく、本市は社会福祉協議会に委託する形をとろうと思っておりますけれども、

同じように委託という形で行っております。直営の場合につきましては、来庁した相談者を

ワンストップで関係課の担当者へつなぐことができるという利便性があるのに対し、委託事

業の場合は、相談者の状況によって再度足を運んでいただかなければならないというデメリ

ットもございます。 

 しかしながら、この事業を担当する者は、原則社会福祉士などの有資格者で、国の指定す

る従事者養成研修を受けなければならないことになっております。市の直営方式では、人事

異動等ということもありますので、継続して担当していくというのは難しい状態も考えられ

るということでございます。専門の担当者を配置できる事業所で実施していったほうがより

スムーズに支援できるメリットもあり、直営と委託、それぞれメリット・デメリットがあり

ますが、当市は委託でやらせていただきたいと現在思っております。 

 また、利用者も月に十数名程度というようなことでございました。新たな掘り起こしをす

る、先ほど言われましたけど、ひきこもりとかニートとか、そういった方々をいかにして掘

り起こせるかといったことは非常に問題になるかなと思っております。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） このたび、27年度予算に生活困窮者自立支援事業に対しまして、

委託料や給付金等で約1,700万円が予算計上されておりますけれども、本市として具体的な

取り組みはどのように行っていく予定でしょうか、お考えをお聞かせください。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 議員にお答え申し上げます。 
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 過日といっても今週でございますけれども、社会福祉協議会の理事会、そして評議員会を

開催させていただきました。この理事会、評議員会につきましては、平成27年度の社会福祉

協議会の事業計画、並びに予算というようなことが大きな議案として上がっておるわけでご

ざいます。その事業計画の中で、今議員がおっしゃるような生活困窮者の自立支援法に基づ

くさまざまな対応について、市としてもやっていかなきゃならないということを御説明申し

上げ、理事会、評議員会の皆様方には御理解をいただいたところでございます。 

 この制度は、御承知のように生活保護になる前の方を対象とした新制度でございまして、

そういった中でしっかり応援をしていこう、支援をしていこうということでございます。そ

うした形の中で、この仕事につきましては、社会福祉協議会に窓口を設置し、名称としては

生活自立支援センターという形で窓口を設置いたします。そして、市町村が実施しなければ

ならないという形で義務づけられております自立支援の事業、並びに住宅確保給付金の受け

付け、そしてまた任意事業として示されております就労支援事業を実施するという形でござ

います。こういった形の中で、自立支援センターの中にそれぞれの業務を持っていきたいわ

けでございますが、職員の配置を３名体制で窓口として設けていきたいということでござい

ます。そういった予算が、先ほど議員がおっしゃった1,700万円という予算を新たに計上さ

せていただいておるところでございます。 

 １人としては常勤の職員でございまして、主任の相談員の支援員、そして相談支援員とい

う者を常勤で置かせていただきます。そして任意事業としての就労支援では、就労支援員と

いう形で１名窓口として配属する予定でございます。先ほども言いましたように、生活保護

になる前の段階の方をしっかりとサポートしていこうということでございます。 

 １つは、自立支援事業であります生活困窮者に対して個々に相談をしていって、それに応

じて各所管の中できちっとした問題解決をしていきたいと思っております。 

 また、調整会議等を検討して、さまざまな形でプランを立てて支援方針を決定していくと

いうようなことになっていくわけでございます。 

 また、住居確保の給付金という形の窓口をつくるわけでございますが、この窓口は離職を

して２年以内に収入がなくなり、住居を失うおそれのある65歳未満の方を対象にしていくわ

けでございます。住宅扶助の上限に対しては、家賃を３カ月間支給し、その間に就労の機会

に確保に向けた支援をしていくということになります。今までも住宅支援の給付という形の

ものはございましたけれども、新たに住宅確保給付金というものについてやっていきたいと

いうことでございます。25年は４名の方が利用されておりますし、26年は３名の方が利用さ

れておる状況でございます。 

 また、任意事業といたしましての就労準備支援員の事業でございますけれども、これはハ

ローワークに同行いたしまして支援をしていくわけでございますけれども、すぐに一般的な
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就労を行えないようなひきこもりの方であるとか、あるいはこういう表現をするのがいいか

どうかわかりませんが、ニート、そういう方を対象にして、ＮＰＯ法人の中で一定の技術訓

練をしていただこうということで、名古屋市中村区いきいきライフサポート・あいちという

ところがございます。そちらのほうで就労の訓練を積んでいただいて、自信を持っていただ

いて仕事についていただくようなことを援助していきたいということでございます。 

 このような形でいろんな窓口を設定させていただきますので、まずは御相談にお出かけい

ただきたい、または電話をかけていただきたいということになるわけでございますが、大切

なことは、私たちが一生懸命支援をさせていただくわけでございますけれども、御本人の意

思が最も重要だろうと思っております。いろいろハローワークであるとか、さまざまな就労

支援、訓練ということも含めてお手伝いをさせていただくわけでございますけれども、今ま

での生活保護に対する就労支援においても言えることですけれども、なかなか続かないとい

うのが大きな課題として持っております。そうしたことも含めて、御本人の意思というもの

がこういったことに対する窓口においても非常に重要になってくるだろうと思っております

ので、よろしくお願いいたします。 

 そうした中において、27年４月１日からこの自立支援法ということに対して、市としても

しっかりと取り組んでいきたいと思っております。どうぞ御理解賜りたいと思います。以上

でございます。 

○議長（佐藤高清君） 炭 議員。 

○１１番（炭 ふく代君） 市長から御答弁いただきました。 

 社会福祉協議会において、生活自立支援センターとしての事業実施ということでございま

す。生活困窮者にとって、こうした情報やサービスの拠点となる相談窓口の設置は、自立へ

の大きな励みになると考えます。それぞれの状況に応じた支援提供になろうかと思いますけ

れども、生活困窮状態から生活保護に頼ることのないよう、早期自立に向けた希望の窓口と

して支援の取り組みをしていただきたく要望いたしまして、私の一般質問を終わります。あ

りがとうございました。 

○議長（佐藤高清君） 暫時休憩とします。再開は４時35分とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

             午後４時27分 休憩 

             午後４時35分 再開 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（佐藤高清君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 なお、次の質問者の小坂井議員から参考資料の配付依頼があり、これを認め、各位の手元

に配付してありますので、よろしくお願いいたします。 
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 次に小坂井実議員、お願いします。 

○１３番（小坂井 実君） 13番 小坂井実でございます。 

 通告に従いまして質問をしたいと思います。 

 まず１件目といたしまして、東海北陸自動車道南進について、図面にありますのは一宮西

港道路となっておりますが、一番わかりやすいのは東海北陸自動車道南進と私は思っており

ますので、そのように質問いたします。 

 まず１番に、道路計画が断ち切れになった経緯は何かということで、この高速道路は現在

一宮市まで完成していますが、そこから伊勢湾岸道、あるいは名古屋港までの南進はいつの

間にか断ち切れてしまいました。私の記憶では、十数年前には路線もほぼ決まり、すぐにも

進捗するものと誰もが期待した高速道路だったはずですが、現在は白紙であることがわかり

ました。 

 ２月21日、尾張西部六市議長会が一宮市でありました。一宮市、稲沢市、津島市、あま市、

愛西市、弥富市であります。その席で、一宮西港道路の要望を協議され、６市だけでなく大

治町、蟹江町、飛島村も声をかけるべきと、２月の２日に津島市役所に議長が集まりまして、

３町村へ議長が訪問されました。ぜひ一緒に運動しましょうということでございますね。 

 それから、３月３日に愛知県議会に三浦孝司議長を、また自民党県議団長の横井五六議員、

また幹事長の中野治美議員を訪ね、要望書を手渡してまいりました。その席に市川建設部長

も同席していただき、現在は残念ながら白紙の状態であると聞いてまいりました。 

 大村知事には、知事選直後で多忙をきわめ、陳情かないませんでした。その後、２月10日

に、弥富市議会は議員研修のため同行できませんでしたが、他市の議長には東京にも出かけ

ていただきました。 

 白紙になった経緯はどのように考えておられるか、御答弁をよろしくお願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 一宮西港道路、東海北陸自動車道につきまして御答弁申し上げます。 

 この道路計画におきましては、平成10年６月、東海北陸自動車道の南進として、一宮ジャ

ンクションから弥富市の伊勢湾岸自動車道に至る概略延長30キロという中で、一宮西港道路

として計画路線に指定されております。 

 私も愛知県に確認をさせていただきました。現在、一宮ジャンクション部分におきまして、

尾張西部から東海北陸道へのアクセスを強化するため、今、インターチェンジの整備を進め

ているということでございます。そして、このインターチェンジにおきましては、将来のこ

の南進に支障のない形態で計画されており、一宮西港道路の実現に向けての呼び水になれば

ということでございました。 

 そしてまた、この道路と並行して、愛知県においては一宮西港道路の調査を実施している
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とのことでございます。いろいろな高規格道路、名古屋第２環状、そして東海環状の西回り

という関連で、この一宮西港道路の実現に向け、引き続き調査研究を進めていくということ

でございました。 

 そういうような状況からして、市としては県との確認の中、この計画道路は断ち切れとな

っているとの認識はありませんというような形で思っております。ほかの自治体、先ほど議

員も言われましたけれども、この道路に対する期成同盟会が愛知県、そして名港管理組合を

含めまして４市２町１村、そして一宮、稲沢という中で期成同盟会が結成されております。

もう一度しっかりと原点に返って、私どもとしてはこの計画を前に進めていくよう、皆さん

と一緒に国に要望していくということが必要ではないかと思っております。 

○議長（佐藤高清君） 小坂井議員。 

○１３番（小坂井 実君） この東海北陸道の南進は、必要性は必ずあると、市側のほうにし

ても非常に重要な道路であるということは認識していただいておるとは思いますが、この道

路が弥富市としてどれぐらい重要であるかという、必ずあるべき道であると。その中には、

まだまだ先がありまして、高潮防潮堤の上に橋をかけ、そして名古屋三河道路よりセントレ

ア、また東名、第２東名にアクセスする遠大な構想であります。まずは伊勢湾岸道路まで、

できるならば港湾部まで高速で結ばれたならば、朝夕の交通渋滞の緩和、市内への大型車流

入も減るものと思われます。 

 それよりも増して、名古屋港にとって、また弥富、鍋田埠頭はもとより、沿岸部は飛躍的

な発展が見込まれます。一宮市でも、朝の渋滞に苦慮しておられるようです。つまり名古屋

港から北陸へ、北陸から名古屋港へ１本の高速道路で結ばれたならば、渋滞緩和、ものづく

り、物流を見据えた沿岸の地域経済、産業に多大な利益をもたらすものと思います。 

 また、高速道路は災害時の緊急輸送路となり、平たんな当地域の避難場所にもなり得ると

思います。市の見解をお聞かせください。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） この一宮西港道路につきましては、以前から私も大野稲沢市長等も含

めて、この必要性を強く感じているという形の中でお話もさせていただいておるわけでござ

いますけれども、昨年12月の衆議院議員選挙という状況におきまして、９区の衆議院議員の

候補者に対して、私もこのことは応援弁士という中で話をさせていただきました。 

 その必要性につきまして、弥富市としても大変重要な道路になるということで、そんなよ

うな話もさせていただいたわけでございますけれども、今議員がおっしゃったとおりでござ

います。私からこの必要性について、もう一度確認をしていただきたいと思っております。 

 東海北陸自動車道と一体となって、太平洋側と岐阜県を経て日本海側へと結ぶ高速ネット

ワークづくりをするということは、私たちの地域にとっても非常に重要であろうと。そして、
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名古屋港や尾張西部地域の発展に大きく貢献するというふうに思っております。また、中部

国際空港へのアクセス道路としても期待をされているわけでございます。 

 また、議員がおっしゃったように、西尾張中央道の交通渋滞の緩和、あるいは大型車の市

街地への流入の減少、そしてまた南海トラフ巨大地震における津波被害に対するさまざまな

産業道路としての利用価値、それは非常に大きいものがあるというようなことを思っており

ます。これからも、我々としては多くの自治体と一緒になって、この道路に対して、国へ要

望していくということになると思います。 

○議長（佐藤高清君） 小坂井議員。 

○１３番（小坂井 実君） 議会だけが陳情にちょっと先走りましたが、ぜひ自治体も６市２

町１村、スクラムを組んで、期成同盟があるということでしたが、ぜひ強力な運動を繰り広

げていただきまして、この道路がもし完成したならば、本当に弥富市にはもう重要な本当に

一番期待できる道路であると思いますので、どうぞよろしくお願いをいたします。 

 それでは、次に移ります。 

 ２番目に、同報無線運用についてお尋ねをいたします。 

 まず、同報無線の支柱に取りつけられた鍵つきの箱があるわけですね。その中身、機能に

ついてお尋ねをいたします。 

 実は、この質問をいたしますのは、ある自治会がこの同報無線を活用いたしまして防災訓

練をしようと思われたわけですね。それで、担当部署に許可を願い出ましたところ、制約が

厳しく、実施はされたそうですが、効果は余り認められず、その後でアンケートをおとりに

なったときに、聞こえなかったとか、余りいい結果が出ていなかったようでございます。 

 まず箱の中身を、何がどのような機能が備わっているかお聞かせいただきます。よろしく

お願いします。 

○議長（佐藤高清君） 橋村防災安全課長。 

○防災安全課長（橋村正則君） それでは、同報無線の機能と装備についてお答えをさせてい

ただきます。 

 同報無線は、災害が発生した場合、災害の規模、災害現場の位置や状況を把握し、いち早

く正確な情報を地域住民に伝達することにより、被害を最小限に抑え、２次災害の発生を防

ぐために、エリア内の住民に一斉に情報を伝達することを可能にし、非常災害時における災

害情報の収集、伝達手段の確保を目的として構築しているものでございます。 

 当市におきましては、市役所に親局１局、市内各地に屋外拡声子局90基を平成19年、20年、

24年度において整備をしております。同報無線の支柱に取りつけられておりますボックスは、

通信装置や拡声装置が収納されております。 

 機能といたしましては、一度に不特定多数の住民に対して、同じ内容の情報を短時間に提
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供できる親局側からの音声信号を拡声する機能、次にサイレンの吹鳴機能、次に全国瞬時警

報システム、これはＪアラートといいますが、これにより弾道ミサイル情報、津波情報、緊

急地震速報など、対処に時間的余裕のない事態に関する情報を、同報無線を自動起動しまし

て住民まで瞬時に伝達する機能等がございます。 

 また、附帯機能といたしまして、屋外拡声子局単独での放送、親局と子局間の連絡通信機

能や子局監視機能、アンサーバックと言っておりますが、この機能が附帯されているもので

ございます。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 小坂井議員。 

○１３番（小坂井 実君） 以前に私も、ただいまお答えいただきましたサイレンの機能、実

は私どものほうには20メートルほどの火の見やぐらがございまして、そこの一番頂上に大き

なサイレンを備えております。もとは、火災の場合の警報を鳴らすというのが本来の機能で

ございましたが、今は消防署からのいろんな連絡でございますので、うちのほうで使ってお

りますのは、例えば自治会の開催の時刻とか、あるいは何かの催しの始まりに役員が鳴らし

ております。しかし、どこからも苦情というものは来たことがございません。 

 例えば、そのサイレンが故障したときに、ぜひ備わっているサイレンを使わせてほしいと

いうことを一度申し出たことがあったんですが、これは使ってもらっちゃいかんというお返

事をいただきました。 

 自主防災で使って訓練をしようというのは、今お教えいただきました子局からのマイクで

皆に呼びかけたということでございますが、それがほとんど聞こえなかったと、150メート

ルぐらいの距離でも聞こえなかったと。前もって連絡をもらっていたから皆が集まったとい

う程度で、ほとんど聞こえなかったというのがアンケートのお答えでございました。 

 それで、それを使うに対しても、音声の強弱、強さというのもあるかと思いますが、そう

いう場合の音声のレベルはどれぐらいで放送ができるものですか、子局の音声です。 

○議長（佐藤高清君） 橋村防災安全課長。 

○防災安全課長（橋村正則君） 同報無線の音声レベルの御質問でございますが、音声レベル

につきましては４段階ございます。それで、親局側でこの４段階は調整ができるということ

になっておりますが、子局側、先ほども申されました同報無線のマイクで放送する場合は、

その音声の調整ができないというようなシステムになっております。以上です。 

○議長（佐藤高清君） 小坂井議員。 

○１３番（小坂井 実君） 自治会、あるいは自主防災会が使用できる範囲は、例えばサイレ

ンはだめだと。しかし、音声で放送して、あるいは今災害が起きましたよということを放送

して皆を集めると、訓練に参加していただくという、本当に自治会、あるいは自主防災会の

自助、公助の自助の部分の自分たちの地域は自分たちで守ると。どんな災害が来ようとも一
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人のけが人も、ましてや死者など絶対出さないと、その思い、熱意、努力、真剣さをわかっ

ていただきまして、今既に存在する施設をいかに有効に活用し、繰り返しの訓練をし、最大

の効果を出すか。その市民の思いと市側の思いの隔たりが大きいような思いがいたします。 

 今の話ですが、例えば音声を少し大きくしてくださいよと、もとのほうへお願いすること

はできますか。 

○議長（佐藤高清君） 橋村防災安全課長。 

○防災安全課長（橋村正則君） お答えします。 

 子局側で使う音声の調整についてはできません。親局側の一斉通報につきまして、音声の

調整ができるというようなシステムになってございます。以上です。 

○議長（佐藤高清君） 小坂井議員。 

○１３番（小坂井 実君） といいますと、子局からは音声は一定であって、大きくすること

はできないということですね。 

 訓練には、確かに普通の放送も、近くでは聞こえ過ぎる、聞こえ過ぎるということはうる

さいということなんですね。また、風向きとか天候、あるいは季節、距離、また災害時に聞

こえなかった場合はどうするんですかということですね。したがって、サイレンだけでもぜ

ひ使わせていただいて、昔の火の見やぐらにはどこでもサイレンがありました。ですけど、

いざ災害が起きたときに皆を集めるというか、避難してくださいよというのは、音声では自

分たちでは訓練はできないということですね。 

 あとは、テレホンサービスをということを言ったんですけど、既にテレホンサービスはあ

るということでございますので、ぜひ「０１２０」で始まるテレホンサービスにしていただ

きたいなと、そのように思ってございます。 

 それでは、通告の項目には入れていないんですが、同報無線ということで関連ということ

で質問いたします。 

 同報無線の支柱に取りつけていただいた海抜ゼロメートル表記、今はＧＰＳ機能を使えば

どの地点でも簡単にはかることができるようですね。こういう場合に、例えば伊勢湾台風で

ひどい目に遭ったというような方は絶対忘れないですね。 

 だけど、伊勢湾台風後に弥富の地へ移って住まわれている方、本当に伊勢湾台風の怖さ、

またどれぐらい水が入ったかということは記憶にございませんし、想像もできないと思いま

す。それで、せめて希望者だけにでも、例えば自分のところの軒先のどの辺が海抜ゼロメー

トルであるかと。また、学校とか公共施設にはあるかもわかりませんが、できるならば各家

庭が自分のところの水位というか、海抜何メートルであるかということを今から認識すると

いうことが大事なのではないかと。それぐらいの危機意識というのはまだまだ希薄ではない

かと思いますが、いかがでしょうか。 
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○議長（佐藤高清君） 橋村防災安全課長。 

○防災安全課長（橋村正則君） お答えをさせていただきます。 

 その前に、先ほどの同報無線の使用できる範囲はというようなこともございましたので、

あわせてお答えをさせていただきたいと思いますが、同報無線につきましては、非常災害時

における災害情報の収集や伝達手段の確保を目的として構築しておりますので、緊急性の高

い放送を行っております。こういうようなことから、個別の同報無線の使用に関しては特に

慎重に対応させていただいておりますので、御理解をよろしくお願いしたいと思います。 

 それと、海抜ゼロメートル表記をということでございますが、弥富市は海抜ゼロメートル

地帯でございますので、浸水被害が大変危惧されているところでございます。防災に対して

大変重要なことだと思っております。ですが、各地区の同報無線の柱や避難所などに標高表

示等をさせていただいております。そのようなところから御自宅の標高の確認は可能かと思

いますので、一度そちらで確認していただきたいと思いますし、また、携帯電話のＧＰＳに

ついても手軽に標高が確認できるようでございますので、ぜひとも防災に対する自助の範囲

で御確認をお願いしたいと思います。以上でございます。 

○議長（佐藤高清君） 本日の会議時間は、一般質問を続けるため延長します。 

 小坂井議員。 

○１３番（小坂井 実君） 我が家がどのような状況なのか。例えば、海岸堤防がもし破堤し

たような場合に、浸水の水位がわかれば、避難するのか、自分のところの２階で済むのか、

それがまず一番に把握したいことだと思います。その避難というのがわかれば、自分のとこ

ろにとどまるということはないんです。３階ならいいとか、２階ならいいとか、自分のとこ

ろの２階なら大丈夫だろうということで被害に遭ったら大変なことだと思いますね。何しろ、

海岸堤のどこでも１カ所破堤したならば、私が前にも言ったように、太平洋と水平になるま

で海水の浸入はとめられないんです。どうか避難の目安として、近くにゼロメートル表記を

お願いいたしたいと思います。市長、いかがでしょうか。 

○議長（佐藤高清君） 服部市長。 

○市長（服部彰文君） 私ども、南海トラフ巨大地震で一番心配するのは液状化現象というよ

うな状況の中で、いわゆる津波が発生した場合には、南の伊勢湾から津波が押し寄せる。も

う１つは、木曽川の左岸堤等々を含めまして、堤防の破堤というような状況でございます。

もし木曽川の左岸堤の堤防が破堤した場合におきましては、水の浸水というのは非常にスピ

ードを持ってくるだろうと思っております。 

 しかし、いつまでもいつまでも浸水するというような状況は、伊勢湾台風のようなときと

は私は違っていると思っております。 

 いずれにいたしましても、大変厳しい状況ではありますけれども、しっかりとそういった
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ことに対しても対応していかなきゃいかん。そうした中に同報無線、あるいは私どもとして

はさまざまな形での自主防災会、あるいはそうした中での自治会とどのように連携をとって

いくかというのは非常に重要なことだろうと思っております。さらに精査をしながら、この

弥富市民の安心・安全を担保していかなきゃならないと思っておりますので、よろしく御理

解のほどをお願いいたします。 

○議長（佐藤高清君） 小坂井議員。 

○１３番（小坂井 実君） それでは、私の質問はこれで終わります。 

○議長（佐藤高清君） 本日はこの程度にとどめ、明日継続議会を開き、本日に引き続き一般

質問を行いたいと思いますので、本日の会議はこれにて散会とします。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 
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